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北日本新聞

憲法施行60年／意義と役割よく考えよう　2007年05月03日
　日本国憲法は三日、施行六十年を迎えた。国民主権、基本的人権の尊重、平和主義を掲げ、一度も改正されず、私たちの生活の中で血肉化されてきたといっていい。しかし今、世論調査では改憲容認の回答が過半数を超え、今国会では改憲手続きを定めた国民投票法案が成立に向け審議されている。
　焦点の第九条をめぐっては、安倍晋三首相の意向を受け、集団的自衛権行使の一部容認を目指して解釈変更を検討する有識者会議も設置された。十八日に初会合を開く。国民一人一人が国家の基本法の意義と役割をあらためて考えたい。
　「時代にそぐわない憲法条文として典型的なものは九条だ」－。「戦後レジームからの脱却」を標ぼうする安倍首相は任期中の改憲を目指し、こう明言している。だが、九条は本当に「時代にそぐわない」ものになってしまったのだろうか。
　憲法の根底には二度にわたる世界大戦と他国への侵略に対する深い反省がある。大戦間に「パリ不戦条約」が設けられるなど戦争を違法なものとして扱った世界的な思潮も脈打っている。だからこそ憲法前文では政府の行為によって二度と戦争を起こさないことを誓い、九条は戦争の放棄と戦力不保持、交戦権の否認をうたっている。軍事力が万能でないのはイラク戦争の泥沼化を見ても明らかだ。
　近代憲法はそもそも国家権力が恣意（しい）的な振る舞いをすることを制限したものである。統治権力の乱用を戒め、個人の権利と自由を守る最高法規である。最近この「立憲主義」が揺らいでいるようだ。昨年約六十年ぶりに改正した教育基本法は、個人の内面を縛るような表現がある。憲法を誠実に尊重しなければならないはずの首相が政治的思惑から音頭をとって突き進むのは、立憲主義を逸脱することになる。
　九条改正を究極の目的とし、その前段での集団的自衛権行使容認の検討がいよいよ始まる。集団的自衛権は、自国と密接な関係にある外国に対する武力攻撃を、自国が攻撃されていなくても、実力で阻止してもいいとする権利のことで、国連憲章でも認められている。しかし日本政府は、保持はしているが、行使はできないと解釈してきた。この憲法が先の戦争に対する反省の上に成り立っているからだ。
　日本が軍事同盟を結ぶ米国は従来から「集団的自衛権の行使を日本自ら禁止していることは同盟協力の制約となっている」（アーミテージ報告書）などと九条を取り除くか否かを迫っている。同盟を強化し、米国の世界軍事戦略の中に組み入れようとするものだ。解釈改憲を積み重ねながら、集団的自衛権までたどり着けば、海外での戦争に巻き込まれてしまう危険性がある。第二次大戦後一度も参戦したことがない国は世界約百九十カ国中、ほんの数カ国にすぎない。戦争をしない平和国家を貫いてきたからこそ、国際的にも尊敬を得てきたことを大切にすべきだろう。
　先月、共同通信社が行った調査で憲法改正に賛成が５７・０パーセントに上っているが、二年前の調査より４ポイント減らしている。九条については「改正する必要があるとは思わない」が４４・５パーセントと、「改正する必要がある」の２６・０パーセントを大きく上回っている。集団的自衛権行使は憲法で禁じられているとの政府解釈に関しては「今のままでよい」が５４・６パーセントと、解釈変更か改憲で「行使できるようにすべきだ」の合計３７・０パーセントを引き離している。首相の意気込みと国民の受け止めには明らかに落差がある。
　一昨年、自民党は新憲法草案を作り、戦力不保持、交戦権否認をうたう九条第二項を削除し「自衛軍を保持する」と明記した。国民投票法案が成立しても施行は公布から三年後で、それまでは改憲原案を審議することはできない。しかし、集団的自衛権行使に道を開くとなれば、改憲論議は一気に加速する可能性もある。
　日本の国際的役割の増大や経済のグローバル化の中で高まる改憲論議ではあるが、平和主義やさらに立憲主義をも揺るがすものであっていいのか。国民一人一人が憲法の持つ理念をもう一度熟考することが必要である。
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神戸新聞

憲法施行６０年／掲げた理想が揺らいでいないか2007/05/03

　憲法はきょう、施行六十年を迎えた。人間なら定年退職の年。その節目に合わせたかのように、新しい憲法をめざす動きが急だ。「戦後レジーム（体制）からの脱却」を掲げる安倍首相は改憲に強い意欲を示し、改正の手続きを定める国民投票法案の成立が確実視される。もはや抽象的な議論では済まなくなってきた。いよいよ、私たち一人ひとりの意思が問われる。

　　　　　　　　◇

　憲法が風圧にさらされている。最近の動きを象徴する場面が、先に自民党が開いた「新憲法制定推進の集い」だった。

　「起草したのは憲法に素人のＧＨＱ（連合国軍総司令部）の人たち」「長い年月がたち、時代に合わないものもある」

　安倍首相はこう述べ、憲法改正を政治スケジュールにのせる決意をあらためて表明した。自民党は「新しい憲法の制定」を基本方針に掲げているが、歴代首相でここまで改憲を明言した人はいない。

　国会を中心に続いてきた憲法論議は、歩を進めて新しい段階に入った。
軍事一体化への懸念

　九六条は改正手続きについて記している。環境やプライバシーなど、新たな権利を盛り込もうという考えもあり、私たちは大いに論じ合おうと書いてきた。

　ただし、国の基本法の見直しには厳密な手順が不可欠だ。情報提供と説明が十分に行われ、政治の場で論議を尽くし、国民がじっくり考える時間が要る。

　共同通信社の最近の世論調査では、改正に「賛成」「どちらかというと賛成」は５７・０％と、半数は超えたものの、二年前より少し減った。こうした民意の動きにしっかりと目を向けねばならない。

　「現実と合わない」「ずれている」という改憲派が強調するのは「国際貢献」だ。そのためには、集団的自衛権の見直しが不可欠として、目は九条改正に向く。

　だが、小泉前政権は「非戦闘地域」という理屈で憲法の制約をすり抜け、イラクへの自衛隊派遣まで行った。なし崩し的に拡大解釈が続いてきたといえる。

　後を継いだ安倍首相は、日米同盟をさらに強化する方向に進む。集団的自衛権について検討する有識者会議の設置は、その一つだ。顔ぶれをみても、行使の拡大に道を開こうとの狙いがうかがえる。

　一昨年秋、自民党がまとめた新憲法草案は、九条を見直して「自衛軍」の保持をうたい、国際協調活動に加わる形で海外での武力行使も可能とする内容だった。

　テロや核の脅威が生まれるなど、日本を取り巻く環境はたしかに変わった。しかし、現実とのずれを埋めるために草案のような改正に踏み込むことが、本当に国の安全を高め、国際貢献につながるのか。

　日米軍事一体化に傾く首相の姿勢と重ねて、そんな疑問は当然といえる。

　「自分たちの手で」という主張も分かりやすいが、基本理念がはっきりしない。歴史観などについて、首相がいまひとつ鮮明にしていないのが一因だろう。

　それでも、「我が国と郷土を愛する」とした改正教育基本法などに、おのずと安倍カラーはにじむ。党の草案で「公共の福祉」を「公益、公の秩序」と置き換えた点も、首相の考えと一致するとみていい。

　規律や責任、義務を重視する。一つの規範を国民に示そうとする。そこには、憲法は本来、国家権力をしばるためのものという立憲主義の考えが軽視されている。

　たしかに、改憲に対する国民の抵抗感は薄れ、見直しムードが高まった。それが、ここにきて冷めつつあるとすれば、タカ派色をのぞかせる首相への困惑、警戒感があるのではないか。

　国民主権、基本的人権の尊重、そして平和主義。戦後六十年に及ぶ日本の安定と繁栄を支えたのは、憲法が記した三つの原則、精神である。仮に見直すにしても、これら三本柱を揺るがせてはならない。国民の総意といっていいだろう。

　基本設計図を変えて、日本をどこに導こうとするのか。疑問や懸念に対し、首相は誠実に答えるべきである。
政治の思惑で扱うな

　憲法のベースにあるのは、悲惨な戦争をくり返さないという決意だ。この先、私たちの国が何を大切に、どんな社会をめざすのかという理想が込められている。

　世界の変化といえば、地球温暖化防止が切実さを増してきた。国境を超えた人類全体の課題が浮上するとき、戦争の放棄を掲げた日本の憲法は時代遅れどころか、いよいよ輝くのではないか。たとえば、そんな議論があってもおかしくない。

　「格差」「勝ち組・負け組」などの言葉が飛び交うなか、十分機能しているかどうか、との視点も忘れてはなるまい。

　確かなのは、憲法を一時の政治的な思惑で扱ってはならないということだ。

　今年初め、首相は憲法を夏の参院選の争点にする考えを明らかにした。民主党との協議の蓄積を捨て去るように、国民投票法案の衆院採決に走ったのも、解せない。前のめりになり過ぎていないか。

　多角的に議論を重ね、整理した選択肢を示すのが政治の役割である。それを受け止め、国民が最終的に決めていく。首相主導による憲法の見直しが動く今、その大原則をあらためて認識しておきたい。
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山陽新聞　2007/05/03
憲法施行60年　改憲の是非真剣に考えよう
　きょう三日は憲法記念日。戦後日本の羅針盤を担ってきた日本国憲法は施行六十年の節目を迎えた。人間なら「還暦」の祝いだが、改憲をめぐる動きが一段と加速し、大きな岐路に立たされている。
　「私の内閣で憲法改正を目指したいということは当然、参院選でも訴える」。一月四日の年頭会見で、安倍晋三首相は持論で自民党結党以来の党是である自主憲法制定実現に強い意欲を示した。突然の参院選の争点化発言に、改正手続きを定める国民投票法案の共同修正を与党と進めていた民主党が反発して独自の修正案を提出、護憲の共産、社民両党も危機感を強め、がぜん政治的な焦点となった。
　与党は四月に国民投票法案の修正案を衆院通過させ、参院で審議中だ。首相が参院選の争点にするとした以上、有権者は改憲論議にしっかりと向き合う必要があろう。

手続き法とはいえ
　国民投票法は単なる手続き法ではない。国の根幹を左右しかねない改憲の是非を主権者である国民が選択する上での重要な取り決めだ。
　与党の修正案は、改憲に必要な国民の「過半数の賛成」の基準について総有権者数や投票総数とする意見がある中で、最も少ない有効投票総数とした。最低投票率制度もない。改憲の発議は関連する項目ごととしているが、どれが関連するかの線引きは定かでない。
　憲法改正について記した九六条は発議に衆参両院で各三分の二以上の賛成を要するなど高いハードルを設けている。憲法という重要な価値判断を変更するには間違った判断をしないよう熟慮と討議が必要との意味ともいわれる。
　その上で国民投票を求め、簡単に改正できないようにしている。与党修正案には、ハードルを低くして改憲しやすくしようとする意図が感じられる。参院での慎重審議を求めたい。

自衛軍にすべきか
　憲法を貫く平和主義、国民主権、基本的人権の尊重の理念は敗戦で失意の国民に新鮮な共感をもたらした。おかげで日本は経済発展や平和の恩恵を享受できた。
　だが、長い時を経て世の中は大変革した。安倍首相は現行憲法を「時代に合わない」という。改正の中心は九条だ。自民党の新憲法草案は一項の戦争放棄は残し、戦力不保持の二項を削除して自衛軍の規定を設け、自衛軍の国際協調活動への参加もうたう。
　確かにテロや北朝鮮の核など脅威は強まった。日米同盟の強化も国際貢献の必要性も増している。だが、経済力や高い科学技術力を有しながら軍事大国化に走らないことこそ日本の存在感を高めることにならないか。世界で唯一の被爆国日本は非核や軍縮を訴え続けることが大切と思う。これまで非軍事の国際貢献に最大限の努力を払ってきただろうか。各種世論調査でも「九条改正」への警戒感は強まっている。

タブー視超え
　先に共同通信社で憲法の各党担当者による討論会が行われた。迫る参院選もにらんで熱が入った。
　各党とも憲法のよさは認めた上で自民党は「状況に合わせた解釈では安定性、信頼性を欠く。新憲法を自分たちがつくることが新しい時代を切り開く精神につながる」とする。公明党は「個人の幸せを守る最も基本的な枠組みを見直すことも必要」と加憲の必要性を説いた。
　野党の民主党は「改憲と護憲だけの議論から脱却しないと国民的共有の議論にならない」。共産党は「軍事力での対応こそ時代遅れだ」と護憲を主張した。社民党は「護憲だけでなく活憲、尊憲をめざす」との考えを示した。
　政界に比べ国民の関心はまだまだ深まってはいない。憲法を論じることが長くタブー視されていた面もあってのことかもしれないが、改憲の是非の決定者として憲法との距離を縮めることが肝要だ。
　自分なりに受け止めて何が不都合なのか、何が足りないのか、それは他の法律で補えないのかなどを考え議論し合うことが理解を深める。
　憲法は空気のような存在かもしれない。いつもは恩恵に気づかず、失った時はもう遅い。次世代への責任を負う選択である。憲法記念日を機に、戦争といういまわしい体験と犠牲の中で得た憲法の理念に触れ、あらためて日本の将来を考えてみよう。
（2007年5月3日掲載）
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四国新聞

地球の裏の憲法９条　2007/05/03
　安倍晋三首相の戸惑う顔が目に浮かぶ。二カ月前、南米ボリビアのモラレス大統領が、安倍首相のもとを訪ねた時のことだ。大統領がこう言ったという。「現在進めている憲法改正で、戦争放棄を盛り込みたい」。
　ボリビアは南米で最も貧しい国の一つ。二年前の大統領選では、モラレス氏は国民所得を増やすためだとして、麻薬の原料になるコカ栽培の規制緩和を公約の一つに掲げたほどだ。
　スズや亜鉛などの資源は豊富だが、それらは経済発展につながらず、利益があったとしても歴史的に白人が搾取してきた。政治的支配も白人・混血住民が続けており、モラレス氏が初めての先住民出身の大統領となった。
　日本との共通点など、ないに等しい。しいて挙げれば同じモンゴロイドということくらいか。しかしモラレス氏は戦争放棄を持ち出した。わが日本の憲法の九条である。
　度重なる戦争で多くの人命を失ってきたことが影響しているのだろう。戦争放棄が日本の経済発展の原動力だと気付いたのだろう。憲法改正で日本のようにと願っても不思議ではない。国民も憲法改正を掲げた彼を圧倒的に支持した。
　だけど本家の方は、安倍首相になってから様子が一変している。安倍首相は九条の明文改憲に困難が多いとみるや、手っ取り早い解釈改憲に乗り出した。ボリビアと正反対の道を歩もうとしている。
　日本国憲法の施行から今日でちょうど六十年。随分古びてきたし、見直し論議はあっていい。特に九条については、あまりにも理想主義だと考える人もいるだろう。だけど地球の裏側であこがれる人たちが今もいる。それだけは忘れずにいたい。
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愛媛新聞　2007年05月03日（木）
憲法施行60年　なし崩しの解釈変更は危険だ
　憲法が施行されて六十年を迎えたが、憲法をめぐる状況には大きな変化が見られる。一つは憲法改正の手続きを決める国民投票法案。来週にも可決、成立する見通しだ。
　時期尚早との反対論も強い中で与党単独で押し切ろうとしている。国の在り方を根本から変えてしまいかねない重要な手続きに関する法案だ。合意には党派を超えた幅広い賛意が不可欠なのに、どうしたことか。
　与党は民主党と共同修正案づくりで協議していたが、安倍晋三首相が参院選の争点の一つに憲法問題を掲げる考えを表明したため、民主党が反発し協議は決裂してしまった。
　法案に最低投票率の設定を盛り込むべきだ、などの意見も根強く、論議を尽くしたとはいえない。成立を急ぐ強引な手法は将来に禍根を残すだろう。
　もう一つの変化は戦争放棄、戦力不保持をうたう憲法九条の解釈で禁じられている集団的自衛権行使をめぐる動きだ。安倍政権は一部を容認する方向で解釈変更の検討を始めた。
　集団的自衛権は国連憲章で主権国の「固有の権利」と規定されているが、政府は「わが国を防衛するための必要最小限度の範囲を超える」と解釈し、行使できないとしている。
　長年にわたって政府が積み上げてきた解釈であり、それをあっさりと覆すのは国内外への背信行為ともいえよう。
　解釈変更を検討する四類型のうち、米国を狙った弾道ミサイルの迎撃については、ミサイル防衛システム導入当時の福田康夫官房長官が「集団的自衛権に当たり行使できない」との解釈を示している。
　また、公海上で自衛隊艦船と並走する米艦船が攻撃された場合も、反撃できないというのが現在の政府解釈だ。これらを一挙に容認しようというのは、あまりに乱暴すぎる。
　これまでも九条の政府解釈では、テロ対策やイラク戦争への対応で「後方支援」や「非戦闘地域」などのあいまいな概念をひねり出し、自衛隊を海外派遣して日米の軍事的一体化を強めてきた経緯がある。
　今回も四類型だけでなく、なし崩しに解釈変更を拡大する可能性は否定できない。そうなれば事実上の改憲であり、憲法の平和主義を根底から崩しかねない危険な事態だ。
　イラクで人道支援に携わったボランティア団体の前代表は、国際協力では非軍事活動が大事だと力説する。軍隊と一緒だと中立性を疑われ、敵視されるからだ。安倍政権が目指しているのは懸念される方向だ。
　共同通信社の四月の世論調査では憲法改正に５７％が賛成しているが、九条については「改正する必要があるとは思わない」が４５％で、「必要がある」を大きく上回った。集団的自衛権の解釈も「今のままでよい」が５５％と過半数を占めている。
　国民は安全保障分野での改憲に否定的であることが分かる。改憲の機が熟したとは、とても言えまい。安倍政権はこの事実をよくかみしめるべきだ。
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宮崎日日新聞

憲法60年　政治的な思惑で改憲を急ぐな2007年5月3日
　中、高校生向けのクイズ。日本国憲法三原則は「国民主権」「基本的人権の尊重」と、あと一つは何でしょう。
　そう、「平和主義」。
　この３つを私たちは民主主義社会の最も大切な原則として守ってきた。世界にもまれな平和で、豊かな社会を出現させた根本要因としての憲法。
　その日本国憲法が３日、施行６０年を迎えた。戦後の激動する世界情勢の中にあっても、憲法は揺らぐことなくその理念の光彩を放ち続けてきた。
　６０年という記念の節目に、私たち一人ひとりが主権者として国家の基本法の意義と役割を考えてみたい。

■参院選争点に掲げる■
　基本原則こそ国民の間にしっかり根を張っているものの、憲法を取り巻く状況は小泉前政権から安倍政権にかけて大きく様変わりした。
　特に新憲法制定を公約に掲げた安倍晋三首相の登場で急展開。憲法改正手続きを定める国民投票法案の成立が目前に迫っている。
　首相が７月の参院選で改憲を主要争点に据えるのであれば、私たち有権者は改憲の是非について自らの立ち位置をきちんと定める必要がある。
　過去１回も改正されていない憲法だが、日本の国際的役割の増大、経済のグローバル化や情報化社会の進展に伴って、改正の機運が出てきているのは間違いない。
　２００５年４月には、衆参両院の憲法調査会が５年間の議論をまとめた最終報告書を発表。同年秋に自民党が自衛軍の保持を明記した新憲法草案、民主党も「憲法提言」を公表した。
　だが、自民党の新憲法草案への国民の関心は高いと言えず、同党内でのその後の議論も盛り上がりを欠いたのは否めない。
■解釈改憲に道を開く■
　その一因は、小泉純一郎前首相が強引な憲法解釈で自衛隊を事実上の戦地であるイラクに派遣したことだ。
　面倒な憲法改正を待たなくても、米軍支援が可能となるように現実的に処理したのである。
　続いて誕生した安倍政権は、防衛庁の防衛省昇格と約６０年ぶりの教育基本法改正を果たした。掲げる「戦後レジーム（体制）」脱却の究極の目的が憲法改正にあるのは論をまたない。
　一時は支持が低迷したものの、逆に開き直ったことで改憲への執念を一段と強めてきた感もある。
　国民投票法案が成立しても施行は公布から３年後で、それまでは改憲原案を審議することはできない。
　ただ、安倍首相は今後の政治日程に改憲を組み込み、国会内外での議論を加速させるはずだ。その傍ら集団的自衛権行使の一部容認を検討する有識者懇談会を発足させるなど、九条の解釈改憲に道を開きつつある。
　九条改正の是非を問う各種世論調査でも「改正は必要と思わない」が「必要と思う」を大きく上回っている。首相の意気込みと国民の受け止め方には明らかに落差がある。
　憲法は決して不磨の大典ではなく、時代の変遷に伴って見直しもある。だが、統治権力の乱用を戒め、個人の権利と自由を守る立憲主義の原則を踏み外してはならないのは当然だ。
　首相の靖国参拝や従軍慰安婦など戦争責任の問題もきちんと総括しているとは言い難い。けじめがあいまいなまま、首相の政治的思惑で改憲を急ぐことがあってはならない。
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佐賀新聞　論説

憲法施行60年　改正の是非は主権者に（５月３日付）
　日本国憲法が施行されてからきょう３日で６０年になる。安倍晋三首相は憲法改正に強い意欲を示し、改正の手続きを定める国民投票法案が今月中旬には成立する見通しだ。「国のかたち」を決める判断は、私たち主権者の手に委ねられている。

　「戦後レジーム（体制）からの脱却」を掲げる安倍首相は、憲法改正を７月の参院選の争点にする考えだ。４月下旬に開かれた国会の憲法施行６０周年記念式典で「憲法施行以来、わが国は国民主権と民主主義という憲法の基本原則の下、戦後の荒廃から豊かな社会を築き上げてきた」と評価したうえで、新しい時代を迎え、国際社会への貢献、憲法を頂点とした行政システム、教育、経済など基本的枠組みの改革が必要と、改正への意欲をにじませた。

　河野洋平衆院議長が「憲法の下で、わが国の部隊が、海外で１人たりとも他国の国民の生命を奪うことはなかった。この平和の歩みは誇ってよい実績」と強調し、「憲法は国家の命運を左右する。憲法論議は幅広い視野に立ち、謙虚に歴史に学ぶ心を持ち、国家と国民の将来に責任感を持って行われることを切に望む」と、慎重な議論を求めたのとは対照的だ。

　戦後１０年を経た１９５５年、保守合同でできた自民党は「自主憲法制定」を打ち出したが、経済復興、高度成長の時代に、憲法論議は脇に置かれたままだった。東西冷戦体制が終わり、９０年代初めの湾岸戦争以降、憲法は安全保障と国際貢献をめぐって揺れ動いてきた。日米同盟重視の政策のもとに、正面からの憲法論議がされないまま、自衛隊が海外に派遣された。

　憲法施行５０年を機に、国会に憲法論議の場を設けようという動きが本格化し、衆参両院は２０００年、憲法調査会を設置した。約５年間の論議を集約し０５年、最終報告書をまとめた。焦点の九条について衆院は、一項（戦争放棄）は堅持するが、二項（戦力不保持）の改正の方向を示した。同じ年に自民党が立党５０年で発表した新憲法草案は、一項は維持、二項を削除し、「国の平和と独立」を確保するため、首相を最高指揮者とする「自衛軍」の保持を明記している。

　こうした九条改正の意向に対し、共同通信社の全国世論調査では、４４・５％が「改正する必要があるとは思わない」と回答、「改正する必要がある」の２６・０％を大きく上回った。佐賀新聞社の１００人アンケートでも、憲法自体の改正は４１％が「賛成」で、「反対」３７％を上回ったが、九条改正については５２％が「反対」、「賛成」は２５％と同様の傾向が出た。

　政府は参院で国民投票法案が審議されているさなかの４月下旬、九条の解釈で禁じられている集団的自衛権の行使に関し、一部容認する方向で解釈変更を検討する有識者会議を設置した。安倍首相の初訪米を前に、日米同盟強化をアピールした形だが、現実と九条のギャップをさらに広げるものだ。世論調査で出た民意との乖離（かいり）がみられるといえる。

　九条だけでなく、環境権、プライバシーなど新しい基本的人権を盛り込むことも改正のポイントになっている。憲法は私たちが主権者であることを規定し、暮らしの基礎となる。「アメリカに押しつけられた」「時代に合わない」などと言われているが、自分で考えることを大切にしたい。国民投票法案は、施行を公布後３年としている。連休後半の一日、憲法を読み直し、改正について考えてはいかがだろうか。（後藤季男）
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南日本新聞

[憲法施行60年]改憲は一政権の思惑で進められない(5/3付)
　日本国憲法が施行されて６０年を迎えた。記念すべき還暦の年に憲法を取り巻く環境は大きく変わりつつある。改憲手続きを定める国民投票法案が成立する見通しとなり、改憲に向けた歩みが確実に進んだからだ。改憲論議は新たな段階に入った。

　導いたのが安倍晋三首相であることは間違いない。首相は施政方針演説で、憲法を頂点とする行政、教育などの基本的枠組みが時代の変化についていけなくなっていると指摘し、戦後レジーム（体制）からの脱却を訴えた。そこには改憲を目指す強い意志が読み取れる。

　憲法は「不磨の大典」ではない。時代に合わなくなってきたところがあれば見直すことはあり得る。ただ、憲法は国の骨格を成す基本的なルールである。改憲が一政権の政治的な思惑で進められてはならない。あくまでも主権者である国民の幅広い議論を経る必要がある。

　世論の動向見定めて

　にもかかわらず、最近の動きは性急である。国民投票法案は自民、公明両党と民主党の３党合意による共同提案を目指していたはずなのに、一転、与党修正案が出され護憲の共産、社民両党だけでなく民主の反発も招いた。状況の変化は安倍首相が促したとみてよかろう。

　背景には閣僚の政治資金規正法に絡む不祥事や郵政造反組だった衛藤晟一元厚生労働副大臣の自民党復党などで内閣支持率が下がり続けたことがあるに違いない。このままでは参院選は戦えないと判断、反転攻勢をかけるため安倍カラーを強く打ち出す戦略に出たと見て取れる。

　だが、その戦略は功を奏するだろうか。そもそも改憲の発議は総議員の３分の２以上の賛成がなければならない。現状では与党だけでできることではなく、民主党の協力が欠かせない。国民投票法案の採決で民主党を敵に回したのは、長期的展望に立てば良策とはいえまい。

　それでもあえて与党側が採決に踏み切ったのは、民主党が改憲問題で１枚岩でない党内事情を抱えているからだろう。改憲論議が進めば、民主党内の改憲、護憲両派のあつれきは高まることになる。改憲を参院選の争点にしようという安倍首相はそこを見定めているようだ。

　しかし、今国民が改憲で合意できる状況にあるとは思えない。共同通信社の世論調査では「賛成」「どちらかといえば賛成」は計５７．０％で賛成派が過半数を占めたものの、２年前に比べ４ポイント減った。逆に「反対」「どちらかといえば反対」は４．７ポイント増えて３４．５％だった。

　わずかとはいえ賛成派が減り反対派が増えたのはなぜか。国民が安倍首相の言動から政権の向かうところを鋭く読み取ったからに違いない。防衛庁の省昇格、集団的自衛権行使に関する憲法解釈見直しの検討など、安全保障分野での積極姿勢に警戒感が広がったとみられる。

　世論調査でも、戦争放棄と戦力不保持をうたう憲法九条については４４．５％が「改正する必要があるとは思わない」と答え、「改正する必要があると思う」の２６．０％を大きく上回った。改憲を支持する人は多いものの、主眼は九条改正ではないことを示しているといえよう。

　このような世論とはうらはらに安倍首相は、憲法九条の解釈で禁じられている集団的自衛権行使の見直しに着手した。有識者会議で行使の一部容認を検討する。そのメンバーは首相寄りとされる。戦後日本の「平和」を守ってきた解釈の見直しをそこに任せていいのだろうか。

　先の世論調査でも集団的自衛権の憲法解釈は「今のままでよい」が５４．６％を占めた。「解釈変更で行使できるようにすべきだ」１８．３％、「改憲で行使できるようにすべきだ」１８．７％の合計を上回っている。集団的自衛権行使に慎重な国民の判断を軽んじてはなるまい。

　国の基本姿勢示したい

　集団的自衛権行使を求める背景には日米同盟強化がある。北朝鮮のミサイル発射や核実験で北東アジアの緊張は高まっており、米国は日本の集団的自衛権行使による支援がほしい。拉致問題でも米国の協力が欠かせない日本にとって、期待には応えざるを得ないというわけだ。

　９・１１以後、安全保障にかかわる国際情勢が激しく動いていることは確かだ。しかし、九条の根幹にあたる問題を時の政権の憲法解釈で変更していいはずがない。疑問は自民党の改憲派内にもある。集団的自衛権行使見直しの議論は堂々と改憲論議の中で進めてもらいたい。

　その前提として欠かせないのが、どのような理念に基づいて国づくりを進めるのかという基本姿勢である。現憲法が誇る国民主権、平和主義、基本的人権の尊重という基本理念を変更する必要があるのか、日本はどのような国であるべきか、などがまずは議論されるべきだろう。

　改憲がもたらす国際社会の反応も視野に置く必要がある。特にアジア諸国が自衛軍保持や集団的自衛権の行使をすんなり認めるとは考えにくい。理解を得ようというのなら、まず靖国神社参拝や従軍慰安婦など戦争責任の問題にきちんとけじめをつけることが求められよう。

　安倍首相が今なすべきことは、国が進むべき道についてもっと丁寧に説明することである。それがないまま改憲を迫られても国民は戸惑うばかりだろう。国の進むべき道筋を見定めた上で、憲法がどうあるべきかをじっくり考えたい。
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毎日新聞2007年5月3日
社説：平和主義を進化させよう　国連中心に国際協力拡大を
　憲法は今日、施行６０年をむかえた。安倍晋三首相は任期中の改憲を唱える。「占領軍の影響下で制定された」憲法に強い違和感を表明し、愛国心が育たず家族のきずながうすれるなど、改憲しなかった弊害が出てきたという。そして「戦後レジーム（体制）からの脱却」を主張する。

　危なっかしい言葉だ。戦後の繁栄は米国の「押し付け憲法」に発する。この皮肉に満ちた戦後史をなんとか修正したい。自前の憲法にしない限り、日本人としての誇りが十全にならない。そういう考えかと思われるが「戦後レジームからの脱却」とはあまりに観念過剰で書生論じみている。もっと落ち着いた言葉で憲法問題は語りたい。

　憲法施行からの６０年は長い時間だ。人間で言えば還暦。日本と国際社会を取り巻く環境は、憲法制定当時とくらべ激変した。

　憲法の拡大解釈はもはや限界で、素直に読んで分かる憲法にしないと、国民自身が憲法を冷笑するようになると心配する声がある。あるいは、憲法の「成功体験」が大きすぎて、日本人の平和観と国際常識がずれてきたと言う人もいる。そうした点を含め、憲法に制度疲労がないか点検するのは時宜にかなっている。

　冷戦終結後、国家間の戦争は減ったが、米国は「テロとの戦い」で単独行動主義に傾いている。北朝鮮は核武装に走り日本にとって最大の脅威となった。台湾情勢も不安定。中国はことあるごとにアジアの超大国としての潜在力を誇示しようとする。

　日本の進路は難しい。政府は日米同盟の強化しかないという。自衛隊のイラク派遣は国連決議に基づく建前ではあるが、実態は対米協力の意味合いが濃い。数年前には考えられないことが憲法の枠内で実行されている。

　それでも、憲法９条の制約は依然強い。自衛力は「必要最小限度」に限定され、他国との「武力行使の一体化」は違憲である。改憲論の側はこれでは日米同盟の強化、とりわけグローバルな展開ができず、北朝鮮の核に対する抑止力にも問題が生じるという。

　だが、北朝鮮問題に対処するため、あわてて改憲する必要があるのだろうか。米国に向かうミサイルを日本周辺の自衛艦が撃ち落とせるかなど、集団的自衛権の行使にからむ問題が提起されている。

　危機感は常に持っていなければならないが、現行憲法の認める個別的自衛権の範囲はかなり広い。北朝鮮の脅威に対処するのに十分な柔軟性があるのではないか。そして、なにより、６カ国協議の枠組みによる外交努力の問題だ。

　私たちは、憲法の原理である国際協調主義をどのように「進化」させるかを、憲法問題を考える出発点としたい。日本は日米同盟を重視しつつも、国連中心主義の原点に立ち返る必要がある。

　国連決議で正当性が与えられていれば、国連の承認する集団安全保障活動に、より積極的に協力していくべきだ。国連安全保障理事会の常任理事国入りの主張に対する正当性を高めることにつながる。

　それはまた、日米協力に関して日本の選択肢を増やすことになる。より国益に沿った対米協力を可能にする。カナダは米国のイラク派兵の要請を断ったが、対米関係は悪化していない。アフガニスタンの国際治安支援活動に貢献をしているからだ。

　国連加盟国が安保理決議に基づき集団で武力行使する「集団安全保障」と、個々の国が同盟国を守るため武力行使する「集団的自衛権」とは、まったく別の概念だ。混同して議論されている。

　現行憲法の下でも可能な国際協力は多い。国連平和維持活動（ＰＫＯ）も「集団的自衛権」とは切り離して考えるべき国連の活動だが、「集団的自衛権」の解釈による制約が課せられている。それもあって、日本の参加人員は昨年２月現在６９位。欧米諸国、中国などと比べ貢献度は低い。

　非軍事的な協力も十分ではない。世界一だった政府開発援助（ＯＤＡ）も英国に抜かれ３位に転落、さらに順位を下げそうだ。非政府組織（ＮＧＯ）への支援や政府との連携強化などもこれからだ。

　日本も国際社会の一員として世界をより安全にする責任を分かち持っている。ただ、ＰＫＯにしても重火器を用いて平和を強いる「平和強制型」など多様化し、危険の度合いが増している。どこまで国際協力に踏み込むか議論を尽くさなければならない。

　そのうえでの改憲論議だろう。改憲するまでもなく一般法の制定で足りるかもしれない。あるいは、憲法解釈の変更で対応するのがよいかもしれない。どうしても必要なら、憲法に修正条項を付け加えるという考え方もあるだろう。

　私たちは「論憲」を掲げ憲法の総点検を行ってきた。憲法に不都合があれば改憲も否定しないという立場だが、結論を急ぐ必要はない。改憲手続きを定めた国民投票法案は審議中だが、与党案では改憲の国会発議まで短くとも３年の猶予を置くことになっている。この期間をまさに論憲を深めるときとしたい。
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読売新聞　（5月3日）
憲法施行60年　歴史に刻まれる節目の年だ
　現在の憲法が１９４７年に施行されて６０年。２００７年という年は、憲法が単に還暦を迎えたというにとどまらず、制定以来の戦後の憲法の歴史の中でも、極めて重要な一歩を刻んだ年として記憶されるだろう。

　憲法改正の手続きを定める、与党の国民投票法案が、今国会中に成立することが確実になっている。新たな時代の指針となる新憲法制定へ、不可欠な法的環境が整備されることになる。

　憲法９６条には憲法改正条項がある。だが、これまで、実際に憲法を改正するための手続きに関する法律がなかった。
　◆改正手続き法が成立へ◆

　国民投票法案は、１９５３年に、当時の自治庁が法案化に着手したことがあるが、閣議決定にも至らず、その後、提起されることはなかった。保守、革新の政治、イデオロギーの対立が続く中で、政府、自民党も政治争点化するのを避けたためだ。

　憲法の付属法である国民投票法は本来、憲法制定の際に作っておくべきものだ。憲法の欠陥を放置してきた長年の立法府の“不作為”がようやく解消されるのは、画期的なことである。

　冷戦終結と、その後の国際社会の変容、５５年体制の崩壊と護憲勢力の中核だった社会党の衰退、日本社会の急激な変化など、９０年代以降の内外の大きな歴史のうねりが、その背景に見える。

　国民投票法の成立は、新憲法への具体的な動きを促進するだろう。

　国民投票法は、国会法を改正し、衆参両院に、２０００年に設けられた憲法調査会に代わって、憲法審査会を設置することも明記している。公布後、早急に憲法審査会を発足させるべきである。

　憲法審査会は、憲法改正原案の審査や発議、提出の権限を持つ。だが、昨年暮れの与党と民主党の協議を踏まえ、公布後、法施行までの３年間は、そうした作業はしない、とされている。
　◆審査会の論議を進めよ◆

　国会の憲法改正発議には衆参両院の総議員の３分の２以上の賛成が必要であることを考えれば、そうした丁寧な手法は大事なことである。

　だが、改正原案の提出や審査はともかく、その骨子や要綱の論議は、可能であるし、ぜひとも進めるべきだ。

　既に、自民党は条文化した「新憲法草案」を公表し、民主党も改正の基本方向を示す「憲法提言」を提示している。「加憲」を掲げる公明党も、新たな人権の明記などの検討を表明している。

　時代の変化が、国、社会の基本法である憲法の改正を迫っているという共通の認識があるからこそだろう。

　にもかかわらず、憲法問題で与党と民主党が対立するのは解せない。

　安倍首相は、改憲を棚上げしてきた歴代内閣の姿勢から転換し、憲法改正を政権の最重要課題と位置づけている。それには民主党との共同歩調が必要だ。

　民主党の小沢代表は、野党選挙協力のために、“護憲”の社民党に配慮しているのだろう。だが、小沢代表は元来、積極的な憲法改正論者のはずだ。

　憲法改正の具体的な論点は、既に明確になっている。憲法のどの部分が問題なのか。どう変えればよいのか。改正原案の要綱策定へ、論議を煮詰めることが憲法審査会の責務となる。

　憲法制定時には想像もできなかった社会の変化に伴い、環境権、プライバシー権、犯罪被害者の権利など、新たな人権の規定が必要とする考えは、自民、民主両党に、ほぼ共通している。あいまいな「公共の福祉」の再定義や知的財産権の明記なども同様だ。

　しかし、憲法改正の核心は、やはり９条にある。

　北朝鮮の核兵器開発や中国の軍事大国化による日本の安全保障環境の悪化や、イラク情勢など国際社会の不安定化に対し、現在の９条のままでは、万全の対応ができない。日本の国益にそぐわないことは明らかだ。

　自民党の新憲法草案は、自衛軍の保持、自衛軍の国際平和協力活動などを明記している。集団的自衛権については明記していないが、行使できるとしている。民主党も、集団的自衛権の限定的な行使を容認している。

　建設的な９条論議が可能な基盤は、ある程度できているのではないか。
　◆自衛権解釈変更の時だ◆

　集団的自衛権については、「持っているが行使できない」という自己矛盾の政府解釈を変更すべきだ。

　日本を守るために活動している米軍が攻撃されているのに、憲法解釈の制約から、近くにいる自衛隊が助けることができないのでは、同盟など成り立たない。日本の安保環境や国際情勢の変化が日米同盟の強化を迫っている現状を見れば、憲法改正を待つことはできない。

　安倍首相は先に、有識者による「安全保障の法的基盤の再構築に関する懇談会」を設置した。同盟国を攻撃するミサイルのミサイル防衛（ＭＤ）システムによる撃破など、４類型について、現行憲法の下で可能かどうかを検討する。

　いずれも、集団的自衛権の行使に当たる恐れがあるとされてきた事例だ。

　重要なのは、首相が、「集団的自衛権の行使も含めて憲法の整理をしなければならない」と明言していることだ。政府の憲法解釈見直しへの意欲をにじませたものだろう。

　日米同盟を基盤とする安保政策や国際平和活動の展開の桎梏（しっこく）となってきた集団的自衛権の問題を打開すべき時だ。その観点からも、０７年は、戦後憲法史に画期的な１ページを開く年となりうる。

（2007年5月3日1時40分読売新聞）
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日本経済新聞　2007.5.3

還暦の憲法を時代の変化に合う中身に
　施行60周年となる節目の憲法記念日を迎えた。折しも今国会では憲法改正の具体的な手続きを定める国民投票法案の成立が確実な情勢になっている。公布から３年たてば、国会が憲法改正案を発議できるようになる。戦後の民主主義の礎となった現行憲法の意義を改めて確認しながら、英知を集めて、時代の変化に合わせた新しい憲法を考えていくときである。

国民がつくる初の憲法
　日本経済新聞社の世論調査で、憲法を「改正すべきだ」と答えた人は51％となり、「現在のままでよい」の35％を16ポイント上回った。衆参両院の憲法調査会がそれぞれ報告書をまとめた2005年4月に実施した世論調査結果と比べると、「改正すべきだ」が３ポイント低下する一方で「現在のままでよい」は６ポイント上昇した。憲法改正が具体的な政治日程に乗り始めたことの影響だろうか、慎重な意見がやや増えたのが特徴だ。
　悲惨な戦争の記憶が強烈に残っていた施行当時の国民の多くは、現行憲法の平和主義や国民主権、基本的人権の尊重などの基本理念に共感した。この憲法の下で、奇跡的な復興を成し遂げて世界第２位の経済大国となり、平和な国家を築いたことは、戦後の日本の誇りである。その「良き財産」を引き継ぎ、民主主義をより深化させた21世紀にふさわしい憲法をつくることが、今を生きる私たちの責務だろう。
　国民投票法案は本来、憲法制定に合わせて整えておくべき法律だった。しかし改憲派と護憲派が激しく対立した時代には、国民投票法案の議論すら封印されていた。参院選への思惑が絡み、国民投票法案の衆院段階での採決では、自民、公明の与党と民主党の間に亀裂が入ったが、中身は３党間でほぼ共通認識ができていた。国民投票法案の成立は、冷静に憲法改正を議論できるまで政治環境が熟成した証しとも言える。
　国民投票法案が整い、憲法改正案を現実に発議できるようになる意義は計り知れない。明治憲法も現行憲法もその制定プロセスに、国民は直接、かかわれなかった。憲法改正案が発議されれば、私たちは国民投票で意思を示すことができる。日本の歴史上初めて国民が憲法をつくる作業に参加する道が開かれる。
　自民党は結党50周年の2005年に、政党として初めて、条文化した新憲法草案をまとめた。９条を改正して自衛軍の保持と国際貢献を明記するとともに、憲法改正の国会発議の要件を衆参両院の過半数に緩和することなどを盛り込んだ。
　民主党もこの年に憲法提言をまとめたが、前原誠司氏から小沢一郎氏に代表が交代してから、議論が進んでいないのは残念だ。条文を追加する加憲を唱える公明党も具体案づくりが遅れている。憲法改正案の発議には衆参両院で３分の２以上の賛成が必要で、自民、公明、民主３党の協議が不可欠になる。国民投票法案の成立を機に民主、公明両党は精力的に作業を進めてもらいたい。
　憲法施行時と比べると、国際社会での日本の存在感は格段に増した。北朝鮮の核開発やミサイルの脅威に直面するなど安全保障環境も激変している。憲法9条に関しては、政府が憲法解釈で禁じている集団的自衛権の行使を認める場合に、どこまで踏み込むのか。安全保障基本法の検討作業などを通じて、自衛隊の国際貢献のあり方や活動範囲の議論を詰める必要がある。
　中央集権的に運用されている国の姿を改め、地方自治体が競い合うことで活力を生む地方分権型社会への転換も避けて通れない。地方への税源移譲などを進めるには、憲法ではっきり根拠を定めた方がいい。地球温暖化対策が人類共通の課題となり、改めて環境権への関心が高まる。

欠落している参院改革
　私たちはこれまでに憲法改正の方向を提案してきた。主な柱は(1)自衛権ないし自衛の組織保持を明記し、併せて文民統制の原則や海外派遣の際の国会承認を盛り込む(2)地方自治の規定を充実させ、国と地方の役割を明確にする補完性の原理や課税自主権を盛り込む(3)環境権及び環境保全責務、プライバシーの権利、知る権利を明記する――などである。
　各党でもこれらのテーマの検討は進んでいるが、これまでの憲法改正の議論で決定的に欠落しているのは参院改革の視点だ。
　現行憲法の大きな欠陥は、参院が衆院とほぼ同等の強い権限を持っており、下院（衆院）に基礎を置く議院内閣制の原則と矛盾していることである。現在、与党は参院で否決された法案を衆院で再議決できる３分の２以上の多数を占めているが、それが続く保証はない。衆院選でのマニフェスト（政権公約）に基づく政権運営を定着させるには、参院改革が要る。参院の権限と規模を縮小し、衆院優位の原則を確立することの必要性を重ねて強調したい。
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産経新聞　2007.5.3
憲法施行６０年　日本守る自前の規範を
新しい国造りへ宿題果たせ

　昭和２２年のきょう、現行憲法が施行された。“平和憲法”としての側面が強調されてきたが、この６０年間、憲法が国や国民の生命、財産を守るという国家の基本的な務めを果たしてきたとは到底言い難い。

　この間、日本が直接、戦争に巻き込まれ、憲法と現実の乖離（かいり）が表面化することは幸運にもなかった。しかし、実際には日本の権益や国民の安全が脅かされ続けてきた。

　新たに判明した２児拉致事件が示すように、北朝鮮による拉致事件はさらに広がりを見せている。日本国内で公然と工作活動が行われてきたことには、戦慄（せんりつ）をさえ覚える。

　戦時でなくても、日本の国民の人権や国家の主権が侵害されてきたことは明らかであるのに、政治や行政はどうしてこのような国家によるテロ、犯罪を防げなかったのか。無為に見過ごしてきたとしか言いようがない。

　近年は、東シナ海の石油天然ガスなどの資源権益を中国に脅かされる事態が進行しており、縄張りを守るかのように中国海軍の艦船が出没する。

　日本が開発中止を求めていたガス田の一つ「樫」（中国名・天外天）について、中国は昨年の天然ガス・石油の生産量を発表した。そこまでされても、日本側はガス田の試掘権を日本企業に与えながら、権利行使を積極的に促そうとはしていない。

　４月２４日に開かれた自民党の「新憲法制定推進の集い」でノンフィクション作家の上坂冬子さんが、昨年８月に北海道根室沖で起きたロシア当局による日本のカニ漁船銃撃・拿捕（だほ）事件に言及した。乗組員１人が死亡し、船長ら３人が連行された事件だ。日本政府は当初、領海内で起きた事件だとしてロシア側に抗議したが、結局は漁船に非のある密漁事件として処理した。

　≪「国柄」が問われている≫

　上坂さんは、「犠牲者側が補償や謝罪を受けたという話は聞いていない」と憤り、「国の姿勢がこんなことでありながら、みんなで新憲法を盛り上げようなんて言えた柄か」と、自民党や政府を痛烈に批判した。

　一方、同じ会合で安倍晋三首相は、「私たちの時代にこそ宿題を果たさなければならない」と述べた。憲法改正は教育再生と並ぶ新しい国造りの両輪であり、それを政治日程に乗せる姿勢は重ねて評価したい。

　しかし「戦後レジーム（体制）」を脱却した後にやってくる「美しい国」とは、どういう国柄を持つのか。平和と安全について、政府を信頼してもよい国なのか。首相はもっと具体的に説明すべきだ。

　今年１月に防衛庁が省への昇格を果たし、自衛隊の海外活動が本来任務に格上げされた。憲法改正手続きを定める国民投票法案も、今国会で成立にこぎつけるところまできた。

　≪改正の核心となる９条≫

　憲法改正が新たな段階を迎えるわけだが、改正の核心は戦争放棄と戦力不保持、交戦権の否認を明記した９条である。国の防衛は何も考えるな、とさえ読めてしまう内容だ。

　北朝鮮による弾道ミサイル開発や核実験は、日本の安全保障環境を一気に悪化させた。日米両国が協力し、ミサイル防衛（ＭＤ）システムを構築することが死活的に重要となった。

　ここでも、米国向けのミサイルを日本が迎撃することが許されるかという９条の議論が発生する。集団的自衛権を保有しているが行使できない、という政府の憲法解釈があるためだ。

　しかし、集団的自衛権は行使を含めて認められると考えるべきである。日米安保体制も、それを前提に構築されている。憲法条文上、あいまいさがあるとするなら、まさに改正により明確にすべきポイントといえる。

　日本占領中の連合国側が、日本の弱体化を図った時代に、現憲法は生まれた。当時は、激しいインフレの中で労働争議が頻発し、社会は騒然としていた。悲惨な戦争の経験から、恒久平和を願う国民が、結果的にこの憲法を受け入れたのも事実だ。

　しかし、時代は大きく変わった。新しい酒には新しい革袋が必要だ。そこへ自立した国家意思と国や国民を守る気概を込めることも欠かせない。政治家と国民がともに憲法を考えるため、この記念日を好機としたい。
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デーリー東北

60歳の憲法記念日　政治に翻弄される危うさ（2007/05/03）
　戦後日本のかけがえのない羅針盤となってきた現行憲法が、施行から六十年の還暦を迎えた。その憲法をめぐる状況がにわかに波立ち始め、政治の介入によって翻弄（ほんろう）される危うさが表立ってきた。その兆候があらわになったのが、今国会での国民投票法案の取り扱いだ。憲法改正に向けた国民の意識が成熟したとは言い切れないのに、党利党略で採決が強行された光景を目の当たりにしてむなしさを感じた国民は決して少なくない。
　中立的な手続きを定める議員立法であるにもかかわらず、国民への合理的な説明をせずに安倍晋三首相が自ら旗をうち振るなど異様な展開と言うほかない。首相は改憲を「戦後レジーム（体制）からの脱却」の象徴と位置づけるが、その主張には独自性が見られず、改憲勢力の主張の上澄みをすくい取った印象が強い。心の奥底に潜むのは、改憲の中身というよりは、むしろ改憲を中軸に組み込んだ政権戦略にあるのではないかとも思えてくる。
　今回の国民投票法案でのつまずきは、改憲派が多数を占める野党民主党を向こう岸に追いやったことだ。それにより改憲への最大の難関とされる国会発議を遠ざける結末を招いてしまったようだ。
　衆院で同法案を可決した本会議場で「（首相は）憲法改正を遅らせてもかまわないと考える究極の護憲派だ」と皮肉られる一幕もあった。
　夏に迫った参院選にばかり目を奪われて大局の判断を見誤ったのだろう。よほどの政界再編がない限り、首相在任中に政治日程に乗せることはおぼつかないのではないか。
　首相の誤算はそれだけにとどまらない。共同通信の最新の電話世論調査（四月中旬）によると、改憲に賛成が５７・０％、反対が３４・５％だった。二年前の賛成６１・０％、反対２９・８％に比べると、わずかだが世論の後ずさり傾向が読み取れる。
　冷戦終結や「五五年体制」崩壊を踏まえ一九九〇年代から強まってきた改憲の流れにブレーキがかかったのかもしれない。
　それでも首相は懲りず、憲法解釈上禁止されてきた集団的自衛権行使の解釈変更に公然と乗り出した。有識者懇談会を設置し、先の日米首脳会談でブッシュ大統領にもその方針を伝えたという。憲法改正と解釈改憲の二兎（にと）を同時に追おうとする、執念にも似た構えを崩していない。
　しかし、政治の喫緊の課題は、何といっても日本列島のいたるところで亀裂を生じさせているさまざまな格差の構造化、常態化の解決、解消だろう。
　「幸福追求権」（憲法一三条）「生存権」（同二五条）など、国民の基本的権利や日常生活が脅かされている現状をおざなりにしたまま改憲を唱えても、国民の離反を強めることになる。
　孔子は論語で「六十にして耳順（したが）う」と説いた。じっくり議論を尽くさず、政治の都合で拙速や安直に走ると、深刻な国論分裂をもたらしかねない。それは決して美しくはない。
⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥

秋田魁新報　2007.5.3

憲法記念日　再確認したい平和主義
　ことしの「憲法記念日」は、昨年までとは趣を異にして巡ってきた。安倍晋三首相は自主憲法制定論者であり、首相在任中の憲法改正に意欲を燃やしている。改憲手続きを定める国民投票法案の与党修正案は先月、賛成多数で衆院を通過し、今国会での成立が確実になった。与党が自民主導で改憲への動きを速めているのである。
　自民党の改憲構想の中心にあるのは結局、戦力不保持を明記した９条第２項の改正であろう。しかし９条の改正を必要とする声が国民の間からわき上がっているのかというと、必ずしもそうではない。
　制定から６０年を経て、環境問題や地方自治にかかわる問題など、憲法に盛り込むことを議論の対象にする改憲論議は必要になってきたとしても、世界に宣言した不戦の精神は変えるべきではない。
　改憲を唱える安倍首相の姿勢は、集団的自衛権の行使にかかわる米国からの要求に応えようとする印象が強い。同盟国などに対する攻撃を自国への攻撃とみなし、応戦する権利が集団的自衛権だ。国連憲章では主権国の固有の権利と規定しているが、政府は憲法９条に基づき「わが国を防衛するための必要最小限の範囲を超える」と解釈し、行使できないとしている。
　ところが、日米同盟強化のためには、日本も状況に応じて相応の戦力を行使できる仕組みにしなければならない、というわけである。戦力を行使できるようにするため、憲法９条を改正するにしろ解釈を変えるにしろ、浮かび上がってくるのは米軍と肩を並べて戦線に立つ自衛隊の姿である。
　安倍首相の論理は、端的に言うと次のようなものだ。現憲法には、米国がつくったという制定過程に問題がある。制定時と現在では状況が大きく変化している。このため現在の状況に応じた憲法を国民の手でつくり上げる必要がある—。
　自主憲法の制定は自民党の悲願とされているが、では国民が現憲法を嫌々ながら国の最高法規としてきたのかといえば、そうではない。現憲法の下で敗戦から復興を果たし、平和国家を築いてきた。この歴史と現実は重く受け止めたい。
　戦力不保持については、自衛隊の装備と活動をみれば憲法と現状は矛盾する。防衛庁が防衛省に昇格し自衛隊の海外派遣が本来任務となった現在、自衛隊の武器使用にかかわる議論は憲法との関係から丁寧に議論されてしかるべきだ。安倍首相の初の訪米に合わせる形で、集団的自衛権の行使に関する解釈変更を検討する有識者会議が設置されたことも、その一環と位置付けられる。しかし会議は初めから、集団的自衛権の行使を容認する方向を目指している。
　矛盾を抱えるいら立たしさを解消するため、日本を武力行使が可能な「普通の国」にしたいとの声がある。そこで憲法を改めて「普通の国」になるよりも、戦争放棄と戦力不保持にこだわる「普通でない国」の方がいい。日本はそんな国だと、もっと世界に発信すべきであろうし、そうすれば武力で物事を解決しようとする米国をいさめる立場にもなれるのではないか。
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京都新聞　2007年05月03日

憲法施行60年　立ち止まり、冷静に論議を
　日本国憲法が第一歩を踏み出した六十年前の五月三日、全国各地で新憲法の施行を祝う記念式典が催された。
　京都の円山公園音楽堂では、当時の木村惇京都府知事が新憲法前文を朗読し、平和おどりが繰り広げられたと、京都新聞の翌日付朝刊は伝えている。
　憲法を取り巻く内外の状況はその後、六十年の間に大きく様変わりした。東西冷戦が終結し、政治・経済をはじめあらゆる分野でグローバル化が進んだ。
　そうした中で昨年九月、安倍晋三政権が「戦後体制からの脱却」を掲げてスタートした。その最大眼目が憲法改正にあるのは、首相就任以来の言動で次第にはっきりしてきた。
　今年の年頭会見で安倍首相は「新しい時代にふさわしい憲法をつくるという意思を今こそ明確にしなければならない。わたしの内閣で憲法改正をめざしていきたい」と述べ、七月の参院選で憲法を争点にしたいとも言明した。これまで世論に配慮して憲法発言には慎重な首相が多かっただけに、改憲にかける安倍首相の意欲が際だつ。
　だが憲法が多くの課題を抱えているのは事実としても、それを克服するために憲法を改正すべきかどうかについての論議はまだまだ低調だ。初めに政治日程ありきでは国民の関心も盛り上がるまい。国民に丁寧に説明し、国民が論議に主体的にかかわることができる判断材料を提供するのが政治の責務であろう。

先行する政治の思惑

　安倍首相が改憲への関門と位置づけ、強引に駒を進めたのが国民投票法案だ。
　同法案は先月十三日、与党の強行採決で衆院を通過した。それまで自民・公明両党と民主党が共同修正案づくりで大幅に歩み寄りながら、決裂した。
　原因は七月に迫った参院選への思惑にほかならない。民主党案を与党が丸飲みしない限り安倍首相の点数になるだけだと、同党の小沢一郎代表が強く指示したとされる。
　自民党にとっても、安倍首相の在任中に改憲をめざすとの目標を視野に、今国会のこの時期がチャンスと一気呵成（かせい）の勝負に出た。ここでも政治の思惑が先行した。
　国民投票法案は単なる手続き法ではない。成立後に改憲原案の作成や審査にあたる「憲法審査会」が衆参両院に設置されることは、改憲が今後、現実的な日程に上りうることを意味する。法施行から三年間は直接に改憲案の審査はしないことになっているが「調査」は可能で、改憲に向けた実質的な議論が進展する可能性もある。
　さらにこの法案には、最低投票率を設定すべきか否かをはじめ、生煮えの論点が少なくない。良識の府である参院には党利党略にこだわらず、論議を深めるよう求めたい。
九条の行方に影響も

　憲法をめぐる各党の主張で最も違いが目立つのは九条問題に関連して、現行憲法では認められないとされてきた集団的自衛権行使の是非だ。
　安倍首相は先月二十五日、集団的自衛権行使に関する有識者会議を設置した。初訪米直前に設置したことからも推察できるように、日米首脳会談で同盟関係強化に積極的に取り組む姿勢をアピールする狙いがあったのは明らかだろう。
　同会議は現行憲法の解釈によって容認できる事例について研究し、今秋までに結論を出す予定だが、内容によっては九条を実質的に骨抜きにする恐れもある。憲法解釈上、認められないとしてきた政府見解との整合性も問われよう。
　行使容認に前向きなメンバーが大半ではないかとの指摘もある。初めから容認を前提にした論議であってはなるまい。
　集団的自衛権の行使を認めるべきかどうかについては、民主党内も意見が分かれている。公明党は、現行憲法のもとでの政府解釈の変更には反対の立場で自民党とは温度差がある。
　集団的自衛権行使の行方は、九条改正ともつながる重要な問題だ。開かれた論議と納得のいく説明が要る。論議が深まらないまま自衛隊活動の拡大をなし崩し的に既成事実化しようとするなら、健全な憲法論議に水を差しかねない。
国民の意識とズレが

　共同通信社が先月実施した全国電話世論調査によれば、５７・０％が改憲に賛成し、反対の３４・５％を上回っている。ただ、賛成の理由で多いのは「時代に合わない規定があるから」「新たな権利や制度を盛り込むべきだから」などだ。九条については改正反対（４４・５％）が改正賛成（２６・０％）より多い。
　一昨年の同種調査と比べ、小幅ながら改憲賛成が４・０ポイント減り、反対が４・７ポイント増えた。国民投票法案が衆院通過するなど改憲の動きが具体化する中で、慎重に検討を進めるべきだと考える人が増えたとみることもできよう。
　調査結果からは、九条改正の是非を軸に進む政治主導の改憲論議と民意とが必ずしもかみ合っていないことが分かる。国民が憲法に何を期待し、何を懸念しているかを、政治の側が今一度考え直して見るべきではないか。
　憲法は本来、為政者の行き過ぎをチェックし、歯止めをかける装置だ。為政者と国民は憲法の理想実現に向けて補完しあう半面、ときに利害が相反する局面もある。為政者側が力こぶを入れる改憲論が、果たして国民にとってもプラスになるかどうかをしっかり見きわめる目を、わたしたちも養う必要がある。
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琉球新報

憲法施行60年・９条を手放していいのか／平和主義の精神これからも
　憲法が施行されてきょう３日で６０年を迎えた。
　「国民主権」「平和主義」「基本的人権の尊重」を３原則とした憲法が、日本の平和と国民を守り続けてきた。
　その憲法が今、揺らぎ始めている。戦後レジーム（体制）からの脱却、日米同盟の強化を目指す安倍晋三首相の登場で改憲の動きが勢いを増している。
　その狙うところは「戦争の放棄」と「戦力不保持」を明記した９条の改正である。憲法改正手続きを定める国民投票法案の成立も、目の前に迫っている。
　９条を手放していいのか。国民一人一人があらためて真剣に考える必要がある。「改憲ありき」の政治を許してはならない。

原点に立ち返れ
　２００５年に衆参両院の各憲法調査会が最終報告書をまとめた。自民党も同年、新憲法草案をまとめている。それ以降、改正論議が加速している。
　両院の最終報告書は憲法改正の方向性を示した。特に衆院は「９条１項（戦争の放棄）の堅持」を打ち出す一方で、それと相反する「集団安全保障活動への参加」を盛り込んだ。９条の精神を形骸（けいがい）化させるものである。
　自民党の新憲法草案は、現行憲法の核心部分である９条を改正し「自衛軍を保持する」と明記、９条２項の「交戦権の否認」を削除した。
　草案の意図するところは「戦争のできる国」にほかならない。安倍首相も自民党総裁として、その方針に沿って憲法改正に意気込んでいる。
　安倍首相は昨年１０月、英紙のインタビューで「（総裁としての２期６年の）任期中に憲法改正を目指したい」と表明。９条については「時代にそぐわない典型的条文。日本を守る観点と国際貢献を行う上でも改正すべきだ」と述べている。
　果たしてそうだろうか。戦後曲がりなりにも、日本が平和であり続けたのは憲法の存在が大きい。時々の為政者に歯止めをかける９条がなければ、今の日本の平和と繁栄はあっただろうか。国際紛争が絶えない時代だからこそ、憲法の輝きは増しているのである。
　首相の言う「国際貢献」とは何か。米軍と自衛隊が軍事行動を共にすることだとすれば、短絡した考えである。
　憲法が禁じ、政府の憲法解釈でも禁じられている「集団的自衛権」の行使を、有識者会議を通して解釈改憲することも首相はもくろんでいるが、それが真の国際貢献とは思えない。
　平和憲法を持つ国としての国際貢献を考えるべきだ。日本に求められた国際貢献は、外交面で役割を果たすことである。
　国際紛争を解決する手段としては、永久に武力行使を放棄するとの原点に立ち返るべきだ。

国民意識と隔たり
　共同通信が４月に実施した全国電話世論調査では、戦争放棄と戦力不保持を規定した９条については４４・５％が「改正する必要があるとは思わない」と回答し、「改正する必要がある」の２６・０％を１８・５ポイント上回った。
　集団的自衛権行使の政府解釈は「今のままでよい」が５４・６％と、「解釈を変更して行使できるようにすべきだ」１８・３％、「憲法を改正して行使できるようにすべきだ」１８・７％を合わせた３７・０％を１７・６ポイント上回っている。
　安倍首相の意に反して、国民の多くは９条改正を望んでいないのである。かえって９条を守るべきだとする声の方が多いのである。
　この事実に安倍首相をはじめ、政治家は目を向けるべきである。
　国民意識とは大きな隔たりがある中で、憲法改正を急ぐべきではない。衆院で国民投票法案を与党が強行採決で可決したような愚を繰り返してはならない。
　沖縄戦では住民を含む多くの貴い命が失われた。沖縄は戦後も２７年間にわたり米施政権下に置かれ、人権を踏みにじられた歴史がある。
　それだけに、県民には平和主義、基本的人権の尊重を柱とする憲法に特別の思いがある。だが、その思いは沖縄だけのものではないはずである。
　第２次世界大戦の反省から制定された世界に誇れる平和憲法を引き続き堅持し、後世に引き継ぐ必要がある。
　戦争の教訓から生まれた憲法の持つ意味をいま一度かみしめたい。
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沖縄タイムス（２００７年５月３日朝刊）

［還暦迎えた憲法］平和の理念揺るがすな「九条」守るために声を
　「国民主権、基本的人権の尊重、平和主義」を基本原則とする憲法が施行されて満六十年を迎えた。

　各種の世論調査でも分かるように憲法を取り巻く環境は変化し、特に「新憲法制定」を公約に掲げる安倍晋三首相の登場で憲法の改正手続きを定める国民投票法案が衆院を通過するなど大きく様変わりした。

　だが、憲法の何を変え、何を残そうとしているのか。私たちは憲法をどう受け止め、暮らしの中で向き合ってきたのか。憲法記念日にあたり、もう一度考えてみたい。

　首相が目指す「戦後レジームからの脱却」は、「戦争放棄」「武力不保持」を打ち出した九条の改正と集団的自衛権の解釈変更を機軸にしている。

　しかし、本紙が行った世論調査では、九条について「改正するべきでない」が二〇〇四年の４０％から十六ポイント増えて５６％になっている。逆に「改正すべきだ」が２９％から２４％に減った。

　これは「歴史的な大作業だが、私の在任中に憲法改正を成し遂げたい」と述べた安倍首相への県民の答えと言っていいのではないか。

　沖縄は戦後二十七年間も米施政権下にあり、復帰後も平和に暮らす権利を基地が侵してきた。基地はまた基本的人権をも蹂躙したと言っていい。

　だからこそ県民は九条護持を理由に、平和主義の理念を変えることへの危機感を示したのである。

　もちろん、変えるべきところ、付け足す必要があるところをきちんと議論することに異論はない。しかし九条改正には多くの国民が反対している。その点で首相と国民の憲法観は大きく乖離していると言わざるを得ない。

　首相が立ち上げた集団的自衛権についての憲法解釈変更を目指す有識者会議は、首相と同じ考えを持つ識者の集まりだ。これでは「まず解釈改憲ありき」ではないか。

　憲法は権力を持つ側が安易に変えるものではないはずだ。改正を急ぐ首相に疑惑の目が向いているのをなぜ直視しないのか、疑問と言うしかない。

　「平和の理念」を拡大解釈で揺るがしてはならず、そのためにも私たちにはしっかり声を上げる責任がある。
歴史の事実に目閉ざすな
　共同通信社での憲法研究会で講演した日本国際ボランティアセンター前代表熊岡路矢氏は、イラク戦争とＮＧＯ活動の動きを説明する中で、「国際協力では非軍事活動が大事だと確認されている」と述べている。

　紛争解決に求められるのは「当事国、周辺国との折衝や交渉」で、日本は「日本国憲法の理念をむしろ展開すべきだ」と話す。

　日本の安全に必要なのは「戦争できる国」に道を開く九条改正ではなく、集団的自衛権が行使できるよう憲法の解釈を変えることでもないというわけだ。

　アフガニスタンやイラクなどの紛争地域や各地で頻発するテロを考えれば、今こそ憲法前文と九条の理念が輝きを増していると言うべきだろう。

　「権力を持つ人を縛り」個人の権利と自由を守るのが立憲主義の理念であれば、国民には首相に対し平和憲法を順守するよう求める責任がある。

　私たちは日中戦争から太平洋戦争までの歴史の中で多くのことを学んできた。憲法の根幹にあるのは歴史から体感した“平和の尊さ”であり、理念を変える動きについては厳しく監視していかなければならない。
自らの憲法観が試される
　沖縄は十五日で一九七二年の復帰から三十五年を迎える。復帰時の県民の願いは「平和憲法」の下に戻ることにあった。さらに言えば、基本的人権が尊重されることへの希望であった。

　だが実態はどうだろう。米軍基地の「本土並み」という約束がほごにされ、憲法三原則の一つである基本的人権も十分に守られなかった。平和主義だけでなく憲法そのものの理念にかなうものではなかったのである。

　日米安保条約が憲法の理念を踏みにじったのは明白で、それが暮らしの隅々に影を落とし県民を不安に陥れているのは間違いない。

　憲法は確かに不磨の大典ではない。だが、首相の思惑で改憲を急ぐべきものでないのもまた確かだろう。

　改正教育基本法が成立し防衛省もできた。首相が集団的自衛権を模索するいま、私たちが歴史の岐路に立っているのは間違いない。だからこそ自らの憲法観が試されていることを肝に銘じたい。
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高知新聞　2007年04月30日
【還暦憲法を考える・上　基本理念】権力を縛るのかどうか
　憲法改正の手続きを定めた国民投票法案が衆院を通過し、参院で審議が行われる中、憲法は五月三日に施行六十年を迎える。
　国の根幹にかかわる憲法は、内外の環境変化があっても一字一句変わらなかったが、初めて「改正」が現実味を帯びてきた。
　還暦憲法をめぐる情勢をどう見ればいいのか。基本理念、安全保障、時代の転換をテーマに三回続きで考えることにする。
　ことし三月二日付の本紙朝刊に、「憲法」をテーマに論議した共同通信社の第三者機関「報道と読者」委員会の詳報が載った。広島市長も務めた平岡敬委員（中国新聞社元編集局長）が、こう指摘している。
　「憲法は国民が守るべき規範のような受け止め方をされているが、国家権力を制限するのが基本的理念だということを報道がもっと言わなければならない」
　共同通信社や加盟する地方紙に向けた発言ながら、憲法を考える上で重要な論点を提起している。誰のため、何のための憲法かという根源的な問い掛けだ。
　憲法を改正するかどうかの問題は、その人の憲法観が深くかかわっている。憲法観が違えば、改正問題に対するスタンスも変わってくる。
　国家権力を制限するのが憲法の基本理念という平岡委員の意見は、立憲主義に基づいている。しかし、その一方では国民が守るべき規範という主張もあり、国内の改憲勢力はこの方に力点を置いている。
　後者の考えを象徴するシーンがこの二月にあった。伊吹文部科学相が「人権を尊重しすぎたら日本社会は人権メタボリック症候群になる」と発言すると、安倍首相も「権利には義務がつきもので、自由には規律が大切」と後押しした。
　憲法の基本理念を考える上で見過ごせない要素をはらんでいる。自民党が一昨年の立党五十年を機に公表した新憲法草案のエッセンスにほかならないからだ。
　「人民ノ自由権利」

　新憲法草案は、国民主権、基本的人権、平和主義という現行憲法の三大原則を踏襲しながらも、「自由及び権利には責任及び義務が伴う」として国民の責務を明記し、公益や公の秩序の大切さも強調する。
　憲法の基本原理の重心を、権力の制限から国民生活の規範の方へ変えようとする意図がうかがえる。
　これは妥当だろうか。
　自らも憲法草案を手掛けた植木枝盛は、憲法の意義について「人民ノ自由権利ノ為ニ設クルニ非スヤ」と述べ、制定の目的は国民の権利擁護にあることを強調している。
　十三世紀のマグナカルタ（大憲章）の流れをくむ近代憲法は、権力にあらかじめ歯止めをかけて、人権を守る道具として生まれた。何の制約も受けない権力は腐敗が避けられず、時に人権を損なってきた経験則に基づく知恵でもあろう。
　その理念は現行憲法にも受け継がれている。政府の行為による戦争再発の抑止（前文）などを明確に打ち出す一方、「すべて国民は、個人として尊重される」（第十三条）と述べるなど、国民の権利に関する条項を多く設けている。
　その大原則を変えてまで憲法を改正する緊急性や必然性があるかどうかが問われなければならない。
　日本社会の人権状況は安泰だろうか。自殺者は毎年、三万人前後に達し、職場ではサービス残業や過労死がなくならない。女性や高齢者、障害者らの雇用も厳しい。「過剰」と形容されるほど人権保障が実現しているとは到底思えない。
【還暦憲法を考える・中・安全保障】九条を損なう解釈変更　2007年05月01日
　就任後初の訪米でブッシュ大統領と会談した安倍首相は、訪米前に新設した有識者会議の趣旨について直接説明した。この会議は、日本政府が憲法解釈で禁じてきた集団的自衛権行使の一部容認を検討し、今秋に結論を出すことになっている。
　憲法施行後、変更に変更を重ねてきた九条解釈の歴史を、これほど象徴するシーンはない。それは究極の解釈変更が許されるかどうかという問題であり、憲法から見ればその生命線である規範力を失うかどうかの瀬戸際を意味する。
　言うまでもなく、戦争放棄と戦力不保持をうたう九条は、憲法の平和主義の骨格を形成している。それはアジアの人々などに耐え難い苦痛を与えた戦争への反省から生まれた不戦の誓いでもある。
　憲法の制定時、政府は自衛のための戦争や軍備も否定した。「力によらない問題解決」を志向する九条の原点を踏まえると、ごく自然な見解といえる。
　それから六十年、争点化しているのは自衛権の中でも「他衛」の色彩の濃い集団的自衛権の問題であり、自衛隊の実力は世界有数になった。
　この間、九条の字句は一つとして変わっていない。それにもかかわらず現在の状況が存在するのは、歴代の政府が解釈の変更によって、条文と現実との乖離（かいり）を擦り抜けてきたからだ。
　いくら修辞や便法を用いても、合理的な説明が難しいとされてきたのは、集団的自衛権の行使容認だ。密接な関係にある外国への武力攻撃を実力で阻止する集団的自衛権の行使は、「自衛力は必要最小限の実力にとどめる」といった政府答弁や「専守防衛」を基本とした防衛政策と相いれないとされてきた。
　その最後の領域に、安倍首相は憲法改正との合わせ技で踏み込もうとしている。自民党の政策の反映ではあるが、こうした動きの背景として米国の対日政策という要素を無視することはできない。
　専守の一線

　憲法施行から三年後の一九五〇年七月、連合国軍総司令部（ＧＨＱ）のマッカーサー元帥は、自衛隊の前身となる警察予備隊の創設を日本側に指令する。直前に起きた朝鮮戦争などアジア、国際情勢の変化に伴う対日戦略の変更が背景にあった。
　この一事は、その後の展開を暗示していた。米国による対日要求は冷戦後、一段と高まり、日米防衛協力の新指針、周辺事態法を含む有事法制、米主導のミサイル防衛（ＭＤ）への日本参加と続くことになる。
　いずれも九条との整合性を問われる問題だったが、日本との軍事協力を一層強化したい米国にとって、九条は煙たい存在でもあった。米元政府高官の報告書に「日本が集団的自衛を禁止していることは同盟の協力にとって制約」との文言があるように、本音は日本が集団的自衛権の行使を認めることにある。
　しかし、どんな形であれ、集団的自衛権の行使容認は、「専守防衛」の一線を越えることを意味する。
　朝鮮戦争、ベトナム戦争、そしてイラク戦争でも、自衛隊がじかに戦闘行為に加わることはなく、一人の戦死者も出ていない。
　もし九条がなかったら、こうしたことはあり得ただろうか。これらの戦争で米国の同盟国に多数の戦死者が出ていることからも、九条の抑止力を見ないわけにはいかない。
　この歩みを受け継ぐのか、それとも情勢の変化を重視して別の方向に踏み出すのか。われわれは重大な岐路に差し掛かっており、九条に対する思いをそれぞれに点検したい。
【還暦憲法を考える（下）時代の転換点】それは規制から始まる2007年05月03日
　昭和史に詳しい作家の半藤一利さんは、日本が軍国主義への傾斜を強める転換点の一つは、昭和八（一九三三）年からの文教政策にあったと見る。
　明治三十七（一九〇四）年から始まった国定教科書は、数年ごとに改定され、昭和八年から十五年までは第四期に当たる。国家主義、軍国主義の色彩が濃厚になったのが特徴で、大正デモクラシーの影響下で自由主義の薫りが漂っていた第三期とは逆の方向だった。
　昭和八年前後には出版規制や思想弾圧事件も起きている。「時代の転換点には教育などへの国家統制が強化される。現在は昭和八年当時と似ている」というのが半藤さんの分析だ。
　憲法改正などを通じ新しい国づくりを唱える安倍首相は、政権の最優先課題の一つに教育改革を掲げる。この意味は決して小さくない。
　安倍政権誕生から三カ月後の昨年十二月、「教育の憲法」ともいわれる教育基本法が初めて改正された。これは自民党の基本方針でもあったが、文教政策を突破口に国家をつくり変える作業が始まったと見ることもできる。
　憲法施行前に制定された旧教育基本法は、新しい憲法の理念を担う人材の育成を目指していた。現行憲法と旧基本法が「個の尊重」という理念を共有していたのは決して偶然ではない。それは国家主義、軍国主義に走った戦前への反省でもあった。
　六十年近くも続いてきた「二人三脚」は、教育基本法の改正によって新たな段階を迎えている。
　では、どこへ向かっているのか。それを探る鍵の一つは改正教育基本法の内容にある。　
　旧法と同様に「個人の尊厳」をうたいながらも、愛国心、公共心、道徳心など価値観にかかわる徳目を掲げ、教育内容への国家関与に道を開いている。
　民権の伸張こそ

　こうした考え方は、この憲法シリーズの「上」で触れたように、国家の優位性を格段に高めようとする点において、自民党の新憲法草案の内容と相通じる。それを是とするか、非とするかは、最後は国民の憲法観にかかっている。
　各種の世論調査などを基に、国民の憲法意識をたどってみると、この六十年間に変化を重ねてきたことが分かる。
　施行後しばらくは、「憲法は日本の国にふさわしい」との回答はそれほど多くはなかった。しかし、高度経済成長期に入ったあたりから評価する意見が次第に増加する。
　朝鮮戦争やベトナム戦争に日本がじかに参戦することはなく、国民の生活水準は飛躍的に向上した。これらの事実が、国民の憲法観に影響を与えた、との分析がある。
　その憲法観も、冷戦終結、米中枢同時テロといった外部要因やプライバシー、環境などに対する権利意識の高まりに直面している。
　現実が変わったから、それに合わせて憲法も変えるのか。変えるとすればその対象は全部なのか、一部なのか。それとも個々の事象を超える存在として憲法を位置付け、現憲法の理念を堅持していくのか。
　憲法論議がどう展開するにせよ、忘れてならないのは自由を守り、人権を伸張させる視点だ。土佐の民権運動が勝ち取ろうとした価値だが、その基軸が揺らいだ時は、平和も危うくなるのは歴史が証明する。
　過去から何を学び、それを将来にどう生かすのか。国家の主人公である国民は、憲法観の広がりと深さを問われている。
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北海道新聞　2007.5.1
憲法施行から60年＊（上）＊国家主義への回帰危ぶむ
　施行六十年の憲法の足元が大きく揺らいでいる。

　昨年九月の安倍晋三政権の発足以降、改憲への動きが、かつてなく強まっているからだ。

　首相は「自分の任期中に憲法改正を目指したい」「時代にそぐわない条文として典型的なものは九条だ。日本を守る観点や国際貢献を行う上で改正すべきだ」と明言した。

　戦後の民主主義を支えた教育基本法を変え、「わが国と郷土を愛する態度」や「公共の精神」などの徳目を「教育目標」に掲げた。

　防衛庁を省に昇格させ、自衛隊の海外活動を本来任務に格上げした。そして改憲手続きを定める国民投票法の参院選前の強引な成立を図る。

　米国など他国への攻撃にも日本が応戦する集団的自衛権の行使を、憲法解釈の変更で可能にする研究まで促した。

　従軍慰安婦問題への首相発言や、沖縄戦の集団自決をめぐる政府の教科書検定などで、先の大戦への反省を無にしかねない対応も続く。

　「占領下に素人が起草した憲法で、古くもなった。二十一世紀にふさわしいものにしなければ」との首相の物言いは、民主主義国家として再出発した戦後日本の否定でもある。

＊戦争する国を目指すのか

　「憲法改正の中身を示さないとよく言われるが、新憲法草案で中身は立派に示している」

　首相は、自民党の「新憲法制定推進の集い」でこう強調し、党の草案を基本に、改憲を必ず政治スケジュールにのせると述べた。

　草案前文は、憲法にある国民の「平和のうちに生存する権利」を捨て去り、「国や社会を愛情と責任感と気概をもって自ら支え守る責務」を書き込んだ。直接的ではないが「国防の責務」につながる表現だ。

　また戦力不保持、交戦権の否認を規定した九条二項を削除し「自衛軍」の保持をうたった。

　軍を公然と持ち、国際的に戦闘に参加できる国、米軍とともに戦争のできる国に国家体制、統治体制をつくろうとする。

　武器輸出、核保有論議を容認しようという動きも、軌を一にしていると言えるだろう。

　国家利益のために戦争に突き進んだ反省の上に、憲法は二度と戦争はしないとの不戦の誓いをした。

　草案は、その誓いを葬り去ることを意味する。侵略したアジア諸国への背信行為ともなる。
＊人権より公益優先の発想

　草案のもう一つの眼目は、国家や社会の利益を優先し個人の人権に制約を課す方向への転換だ。

　憲法の基本理念は国民主権、基本的人権の尊重、平和主義にあり、個人の尊厳を保障するために、国家権力に踏み外してはならない枠をはめている。

　多様な人間が、ともに暮らし、社会を構成する上で便宜を分かち合うため国家を認めるが、主権者の国民は憲法で国家の権力を限定する。

　これを立憲主義と言うが、草案はこの考え方と正反対の、国家主義的傾向が色濃い。国家が国民の権利を縛る力を強めようとする。

　国民の自由と権利には「責任及び義務が伴う」とし、「公益及び公の秩序に反しないように自由を享受し、権利を行使する責務を負う」として、国家的利益の優先を明示した。

　個人より全体に価値を置いた大日本帝国憲法型に近く、憲法観が、現行の憲法とは全く違うものを目指している。

　現憲法は改正の場合、「この憲法と一体を成すものとして」公布することを定めているが、憲法の基本理念を損ないかねない草案は、そもそも「この憲法と一体を成すもの」とはならないのではないか。
＊国民が問い直すことこそ

　憲法をどうするか。それは国民に委ねられている。改正権は国民にある。いま進む改憲論に対し、どう意思を示すかだ。

　憲法は一人一人が人間として生きる自由を保障している。それが脅かされない限り、憲法は人々の意識に上りにくい水や空気のような存在かもしれない。

　しかし、国民が現在置かれている状況は違うのではないか。平和的生存権が脅かされ、人権制約の方向へと社会を作り替える力が強い。

　歴代政権が、改憲をこれほどまでに語らなかったのは、国民の支持が得られなかったからだ。いまは参院選の争点にもできると首相は考えている。

　共同通信社の最近の世論調査で改憲賛成は５７・０％だった。抽象的に問えば、環境権などの新しい権利の追加などで賛成は当然多くなる。

　だが戦争放棄と戦力不保持を規定した九条については、改憲必要の２６・０％に対し、反対が４４・５％だ。

　平和主義が揺らぐことを、国民は恐れている。

　ただ、憲法が私たちの生活の中に真に血肉化されてきたと言えるだろうか。

　自民党の草案より、さらに国家主義的な主張も活発に出ている。

　すでに広がった閉塞（へいそく）感が社会への関心を失わせているにしても、主体的判断をしてこその主権者である。

　憲法が岐路に立つ今だからこそ、国民があらためて憲法に相対し、その意味を問い直すことが必要だ。

憲法施行から60年＊（中）＊九条を変質させていいか　（５月２日）

　「集団的自衛権の行使を含めて、よく議論していただきたい」

　安倍晋三首相の強い意向で、政府が集団的自衛権を検討する有識者会議を設置した。その狙いを首相はこう明言した。

　戦争放棄を定めた憲法九条の解釈は、政府の法律専門家組織である内閣法制局が担ってきた。

　法制局が積み上げた解釈は「ガラス細工だ」と評判が悪い。しかし「国際法上権利はあるが、憲法が禁じているから行使できない」という集団的自衛権に関する解釈は、安全保障政策の歯止めになってきた。

　有識者会議設置の目的は、そこで集団的自衛権の行使は可能だという論拠をつくり、首相主導で解釈を変更することにある。

　参院で審議中の国民投票法案が成立すれば、改憲の中身の議論が始まる。焦点は九条だが、投票法の施行は公布から三年後になる。

　まず解釈変更という九条の実質改憲を実現し、次に明文改憲へと進むのが首相の描く道筋だろう。

　改憲を掲げる首相のもとで憲法施行六十年を迎えた。平和を支えてきた九条の変質を許すかどうか、国民が問われている。
＊実力行使の制約が消える

　九条は一項で「戦争の放棄」、二項で「戦力の不保持」を明記している。その解釈が問題になるのは、冷戦下で生まれた自衛隊の存在と集団的自衛権の行使についてである。

　自衛隊をめぐる法制局の解釈を要約すると次のようになる。自国を守る権利（個別的自衛権）は独立国として当然ある。憲法が禁じるのは必要最小限度を超えた戦力であり、自衛隊は違憲ではない－。

　これには「解釈改憲だ」と護憲、改憲両派から批判があり、改憲論議の焦点の一つに違いない。が、発足五十年余を経た自衛隊の存在は徐々に受け入れられてきた現実がある。

　一方、集団的自衛権の問題は、自衛隊の行動を制限する封印を解くかどうかである。

　集団的自衛権とは自国が直接攻撃されていなくても、自国と密接な関係がある国に対する攻撃を実力で阻止する権利を言う。

　それは行使できないとする法制局の解釈を変えれば、「自国を守る最小限の戦力」というこれまで維持してきた制約は消え去る。

＊解釈変更は自由ではない

　日本は憲法を頂点とする法治国家である。内閣法制局は法律が矛盾なく整備されるよう目配りする役割を担っている。憲法との整合性にも注意を払う。「憲法の番人」と言われるのはこのためだ。

　歴代の内閣法制局長官は、憲法解釈は立法の意図と国会における議論の積み重ねを経て定着したものと説明してきた。解釈は憲法のぎりぎりの一線を示すものであり、時の政府が自由に変更できるものではないという意味である。

　歴代政府は法制局のこうした考えを基本にして答弁してきた。政権が変わるたびに解釈が変わるようなら法律は一貫性を失う。そうなればもはや法治国家とは呼べない。

　しかし、政界の一部には、憲法解釈を法制局が握ることへの反発がくすぶっている。首相も以前から「権利はあっても行使できない」とする法制局解釈に不満を述べている。

　集団的自衛権を検討する有識者会議には首相の考えに近いメンバーをそろえた。会議設置によって、法制局から政府が解釈を奪うという「禁じ手」に踏み込もうとしている。
＊狙いは日米間の協力強化

　首相が、そうまでして集団的自衛権の足かせをはずそうとする背景には、日米防衛協力を強化すべきだという米国の要求がある。

　今年二月、アジアの安全保障に関心をもつ米国務省元高官らがまとめた「アーミテージ報告」の第二弾が発表された。二○○○年の第一弾に続き、集団的自衛権の行使を可能にするよう日本に迫っている。

　米国は在日米軍を世界戦略の要にするための再編を急いでいる。その重要な柱が、自衛隊とともに戦う協力関係を築くことである。

　首相はじめ日本側にも「守られているだけでは真の同盟とはいえない」と考える政治家が増えている。

　日米が呼応して集団的自衛権の制約をなくそうと走りだしている。

　政府が解釈変更に踏み切ったら、何が起きるだろうか。

　政府はイラク戦争を始めた米国を支持し、○四年に陸上自衛隊をイラクに派遣した。集団的自衛権の制約のため、比較的平穏な地域を選んで非戦闘地域だとして送り出した。

　幸い武力を使うことなく派遣を終えたが、全土で激しい戦闘が行われる中、薄氷を踏む状況だった。

　集団的自衛権の歯止めを外して同様の派遣を行えば、米軍と共同して戦う事態は現実のものになる。有識者会議の検討課題は、公海上の米艦船を含め共に行動する米軍が攻撃された場合の自衛隊の応戦である。

　安倍政権は防衛庁を防衛省に昇格させ、自衛隊の国際貢献を本来任務に格上げした。いずれも自衛力は抑制的であるべきだという考えから実現を見送ってきたものだ。

　首相はさらに集団的自衛権の行使へと進もうとしている。日本が維持してきた平和国家が崩れる。そんな危惧（きぐ）を抱かざるを得ない。

憲法施行から60年＊（下）＊貧困を許さぬ生存権こそ（５月３日）
　給料が下がった。時間外の割増賃金がもらえない。解雇された…。

　もろもろの労働相談が昨年、道内で三万件を超えた。北海道労働局によるとわずか七年で三倍増だ。

　求人情報誌をめくってみる。札幌のコンビニの募集欄には「時給六百四十四円」が並ぶ。道内の最低賃金そのものだ。家族構成などにもよるが、生活保護より収入が少ない人も多いだろう。

　「働く貧困層」（ワーキングプア）が、全国で六百万人以上いるとする研究者もいる。

　なによりも生活保護を受ける人が増えた。全国で百万世帯を超えている。十年間で七割増の勢いだ。

　いつの間にか、貧困という言葉が広く切実感を持つ社会になった。

　憲法が保障する「生存権」は守られているのだろうか。
＊問われる「最低限の生活」

　憲法は言論や表現の自由、職業選択や居住の自由などを保障する。だが「自由権」だけで人間らしい生活ができるわけではない。

　そこで二五条で生存権を定めた。第一項で「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する」とうたう。

　この実現のため第二項で「国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない」と国の義務を定めている。

　二五条の第一項は、連合国軍総司令部（ＧＨＱ）案に基づく政府草案にはなかった。憲法制定の国会で社会党議員らの提案で盛り込まれた。欧州に広がっていた「福祉国家」の考えに根ざしたものだ

　問題は「最低限度の生活」の中身である。これを正面から問うたのが一九五七年に結核患者の朝日茂さんが起こした「朝日訴訟」だった。

　「肌着は二年に一着」などを基準とした生活扶助費が月額六百円では少なすぎる、という訴えだった。

　地裁は訴えを認めたが控訴審で朝日さんは敗訴。上告後に朝日さんが死去したため上告は棄却された。

　棄却に際して最高裁は、保護基準について「行政の裁量に委ねる」という判断を示し、同時に著しく低い保護基準や、行政の裁量権乱用は違法となりうると指摘した。

　朝日さんは訴訟に敗れたが、生存権という考えは裁判を通じて広く理解された。政府も一審判決後、保護額の大幅引き上げを行った。

　最低限度の生活がどのようなものかは、時代や社会状況によって違う。しかしある程度、客観的な保護基準を設けることはできるだろう。

　貧困問題が深刻ないまこそ、現状を検証する必要がある。
＊総額抑制に悲鳴が上がる

　生活保護費は、政府の総額抑制路線の下で、世帯当たりの支給額が段階的に減らされている。

　七十歳以上の老齢加算は二○○六年度に撤廃された。受給者の半分近くが対象だ。高齢者からは悲鳴と不満の声が上がり、各地で老齢加算の復活を求める訴訟が起きている。

　国は本年度から母子加算の段階的廃止にも踏み込んだ。女性の賃金は男性に比べ低く、子育てと仕事の両立は簡単でない。先進国では母子家庭への支援が福祉政策の主流なのに日本は逆の方向に向かっている。

　生活保護の支給額削減が、貧困拡大や国民生活の水準引き下げにつながってはいけない。

　最低賃金も見直しが不可欠だ。

　日本の最賃は先進国の中でも低水準だ。各地の労働組合が最賃での生活を実験し「生活できない」という事例報告を出している。

　最低賃金を月収に換算した額が、生活保護費を下回る地域が全国で十都道府県に及んでいる。

　最賃法は抜本改正が急務だ。「生活保護を下回らない水準」と、きちんと法律に書き込んでほしい。
＊「福祉」の旗を立て直そう

　行きすぎた平等社会に決別する－政府の経済戦略会議がこう打ち出したのは八年前だった。規制緩和や競争がいっそう進み、働く形は様変わりした。パートや派遣など非正規労働者は四百五十万人も増え、正規労働者は三百万人近く減っている。

　憲法は二五条で社会福祉・保障の対象を「すべての生活部面」と定めている。しかし自民党の憲法草案は「国民生活のあらゆる側面」と言い換えた。

　「側面」は、国の責務が主役から脇役に回り、国民に自助努力をうながすことを意味するだろう。

　経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）は先進各国の「貧困率」を定期的に調べている。国ごとに、国民の平均的所得の半分以下の所得者の比率を貧困率として計測する。

　驚くことに、日本の貧困率はこの十年でほぼ二倍に急上昇した。しかも先進国では、米国、アイルランドに次いで三位の高率だ。

　雇用と労働環境の急激な変化に社会が揉（も）まれている。

　それは戦後の日本が、欧州のような福祉国家の足腰をしっかり築かないまま、米国流の自由と競争の社会にかじを切ったからでもある。

　「働く貧困層」を含め多くの人が自立できず、家族などによる細く不安定な扶助に頼るのが現状だ。

　こうした社会だからこそ、国民一人一人に保障された生存権が重い意味を持つ。国の責務が問われる。
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東京新聞　2007年5月1日

憲法60年に考える（上）　イラク戦争が語るもの
　憲法施行から六十年。人間なら還暦です。改憲の動きが加速する一方、イラク戦争を機に九条が再評価されています。まだまだ元気でいてもらわねばと願います。

　憲法解釈上禁じられている集団的自衛権行使の事例研究を進める有識者懇談会の設置が決まりました。

　歴代内閣が踏襲してきた憲法解釈を見直すお墨付きを得る。日米同盟強化に向け、集団的自衛権行使の道を開くことに狙いがあるのは、メンバーの顔ぶれからも明らかです。

　憲法には手を触れず、日米軍事一体化への障害を解釈で切り抜ける。安倍晋三首相からブッシュ政権への格好の訪米土産になったようです。
キーワードは国際貢献

　言うまでもなく九条の背骨は「戦争の放棄、戦力の不保持」です。その解釈の変遷史でも最大の転機は一九九一年の湾岸戦争でした。キーワードは国際貢献です。

　戦費など百三十億ドルを拠出しながら小切手外交と揶揄（やゆ）され、国際社会への人的貢献を迫られたのです。一国平和主義、一国繁栄主義への批判がわき起こったのでした。

　自衛隊は“禁”を破り、海外出動の道を踏み出しました。

　ペルシャ湾への機雷除去を目的とする掃海艇の派遣。続いて翌九二年には、国連平和維持活動（ＰＫＯ）協力法に基づきカンボジアへ。「外国領土」での活動に初めて道を開いたのです。「武力行使と一体とならないものは憲法上許される」という政府見解が根拠になりました。

　自衛隊海外派遣への転機のもう一つの重要な背景は、ソ連・東欧の崩壊による冷戦の終結です。覇権国家となった米国は、アジア・太平洋地域の秩序維持について、経済的にも軍事的にもより積極的な分担を日本に要求したのです。

　この米国の姿勢は、現在も基本的には変わっていません。在日米軍再編もその一環です。呼応して安倍首相は、憲法改定を夏の参院選の争点にすると明言しています。

　実は、それまでの歴代内閣は憲法問題を避けてきました。安保闘争で総辞職した岸内閣のあとを受けて登場した池田勇人首相は「自分の在任中は憲法改正はしない」と声明を出しました。

　以後、小泉純一郎首相に至るまで十八人に及ぶ歴代首相は、全員例外なく、就任時に「在任中は憲法改正はしない」ということを約束するのが慣例になったのです。

　湾岸戦争が安全保障上の転換点だとすると、二〇〇三年のイラク戦争はまた別の転機となったようです。
間違いだらけの戦争

　この戦争は間違いだらけです。ブッシュ政権が依拠したのは先制攻撃論です。国家であれテロ集団であれ大量破壊兵器を保持する場合、それが使用されると自国の被害は甚大だから、その前に先制攻撃する。中枢同時テロの教訓から生まれた予防攻撃論ですが、国際法上かなり無理のある理屈です。

　圧倒的な武力を過信した米国は、国連の同意なしに攻撃し、フセイン政権を倒しました。でも結局、大量破壊兵器は見つかりませんでした。

　イラクの国情にも通じず、フセイン政権打倒後の見通しも甘いものでした。イラク国軍の四十万人を武器を持たせたまま解散させたのが一例です。宗派抗争は泥沼化し、自爆テロの相次ぐ内戦状態に陥らせてしまったのです。まるで処刑されたサダム・フセインの呪（のろ）いのようです。

　国連イラク支援団の法律顧問によると、負傷後の死者を含めると一日に百人が死亡しています。国内外の避難民は三百七十万人に上るそうです。米兵死者も三千数百人を数えます。米国内では早期撤退が議決されるなど、誤った戦争とみる人が多数派です。

　日本でも大義なき戦争へ厳しい目が注がれています。政府はイラク戦争を支持し、イラク復興支援特別措置法に基づいて自衛隊を派遣しました。幸いサマワの陸上自衛隊は無事帰還しました。九条のおかげで「非戦闘地域」に派遣されたからとも言えます。

　航空自衛隊は今も空輸活動に従事していますが、武器弾薬は扱っていません。これも九条の制約です。

　もし、九条がなければ、米軍への全面協力を余儀なくされ、戦争に巻き込まれていたかもしれません。九条こそ、日本が柔軟に対応できる唯一の担保となっているのです。

国民のバランス感覚

　九条の「戦力の不保持」と自衛隊の存在との整合性の問題がよく言われます。自衛隊の存在を認め、かつ九条の有意性も認める、国民の優れたバランス感覚が九条を生きながらえさせたのではないでしょうか。

　イラクの悲惨さ、武力の不毛さから、九条の重さを痛感した人もいたでしょう。全国世論調査では、九条の改定「不要」が４４％と、「必要」の２６％を大きく上回りました。

　かつて戦場となったアジア諸国が日本を不戦国と見てくれるのも、武力行使の歯止めができるのも九条があってこそです。九条が再び見直される時代になったのです。

憲法60年に考える（中）　統治の道具ではなく　2007年5月2日

　安倍晋三首相らの改憲論には、憲法を統治の道具に変える発想があります。九条論議に目を奪われていると、公権力を縛る本来の理念を見失いがちです。

　安倍首相は今年の年頭会見で任期中の憲法改定を宣言し、今度の参院選の争点にすると言いだしました。世論調査では改憲賛成が多く、若者もかなり支持しています。

　国際協調主義の理念をうたった前文、戦争と軍備の放棄を定めた第九条と既成事実との隔たりに、戦後世代の多くはしらけ、憲法を“嘘（うそ）”と感じるのではないでしょうか。

　理念と冷厳な現実との乖離（かいり）が、一般論として改憲を容認させる傾向がみえるようです。
透けて見える国家像

　しかし、改憲論議の対象は第九条だけではありません。多くの人がそこをつい見落としがちです。

　早く憲法を変えたい首相の思いはさまざまな形で伝わってきますが、新たな憲法像が具体的に本人の口から語られることはありません。

　それでも安倍カラーを出そうと次々繰り出す首相指示、政策、法案などから憲法観や国家像が透けて見えます。国民を支配し統治する道具としての憲法であり、正義や真理を所与のものとして国民に教え、ときには押しつける国家、社会です。

　それはまさに首相が言う「戦後レジームからの脱却」であり、公権力と国民との関係の大転換です。国家の役割の転換は、著書「美しい国へ」でも随所で主張されます。

　近代憲法は、政府・公権力ができることを制限し、好き勝手にさせないために生まれました。それを細部にわたって調整するのが法であり、立憲主義、法の支配とはそうした政治、統治のあり方をいいます。

　「憲法を設ける趣旨は君権（公権力）を制限し、臣民（国民）の権利を保全することである」－明治憲法制定の際、枢密院議長だった伊藤博文がこう話しました。

内面に踏み込む権力

　実際にできた明治憲法は、天皇が主権を握り、国民の権利は「法律の範囲内で」しか認めない統治の道具となりましたが、最高の権力主義者といわれた伊藤でさえ憲法の理念は正確に理解していたのです。

　新教育基本法に盛り込まれた愛国心育成、教育に対する国家の関与強化、道徳の教科化…権力が個人の内面まで踏み込んでもいいとする姿勢が、安倍内閣になってからますます鮮明になってきました。

　改憲は統治の基本ルールにそれを反映させることになるでしょう。公権力が国民に対して優位に立ち、思い通りに統治する道具に憲法を変えようとする発想です。

　それは戦後日本の復興と発展を支えてきた“粒あん社会”を否定することも意味します。

　敗戦後の日本人は、正義や真理を自明のものとは考えず、互いに主張し、反論し、対立し合う自由と活力を原動力として豊かな国をつくり上げました。一粒一粒が個性を発揮しながらも全体としてハーモニーを醸し出す粒あんのような社会が、復興、発展の基盤となったのです。

　現行憲法は、一人ひとりが個性的に振る舞いながらも調和することを制度的に保障してきました。

　憲法を統治の道具とし、教育勅語を核とする教育で国民の個性を封じて、あたかも練りあんのように一色に染め上げようとした戦前、戦中の日本は、これと対照的でした。

　この六十余年間、一人として軍事力で殺したことも殺されたこともない実績を、政府の行動を制約している憲法の性格と第九条の効果として尊重するか、憲法を現実と合致させて「戦争のできる国」になるか。日本は岐路に立っています。

　その九条を変え、憲法の位置づけも逆転させると、公権力に対する国民によるブレーキの利きは悪くなります。かつてブレーキのないクルマに何十万、何百万の若者が乗せられて戦場に送り出されたことに思いをはせながら「美しい国へ」を再読すると、これまでとは違った理解になるかもしれません。

　安倍首相には、改憲を策して果たせなかった祖父、岸信介への思い入れがあります。本音を抑えソフト路線で出発したのに支持率が低下したことから、最近は「それなら思う通りに」という、いわゆる開き直りも感じられます。ですから、国民投票法が成立すれば、小休止中の改憲論議も活発化するとみられます。

　去る三月に亡くなった作家の城山三郎さんは「敗戦で得たものは憲法だけだ」が口癖でした。「だけ」とは大事な財産であることを訴えるための強調表現でしょう。
生き残った者の実感

　城山さんの口癖は、特攻隊員として死の淵（ふち）に臨み生き残った者の実感です。戦陣の厳しさや悲惨さも知らず、戦火に追われて逃げ回った経験もなく、恵まれた環境、豊かな家庭で育った政治家たちの威勢のよい改憲論とは対極にあります。

　支配され、死を迫られた側の憲法観と、統治、支配する側の憲法観、国民は選択を迫られます。
憲法60年に考える（下）　直視セヨ　偽ルナカレ　2007年5月3日
　昭和前半の歴史をふり返るとき心に屈託が生まれてしまいます。「直視セヨ　ミズカラヲ偽ルナカレ」。そんな気構えで史実をたどり、思うことがしばしばです。

　第二次大戦に学徒出陣した吉田満氏の手記「戦艦大和ノ最期」を読み直してみました。

　文部科学省の二〇〇六年度の教科書検定で、高校用日本史教科書から沖縄戦での集団自決が軍の強制だった旨の記述が一斉に消えてしまうという衝撃の“事件”があったからです。沖縄戦とは何だったのか。
　歴史への責任がある

　「日米最後の戦闘」とも呼ばれた沖縄戦は、一九四五年三月二十六日の米軍の慶良間諸島上陸から六月二十三日の事実上の戦闘終結までの三カ月の戦いでした。

　惨たる戦闘の最たるものは、日本人の戦死者十八万八千百人のうち沖縄一般県民の死者が九万四千人にものぼったことでした。

　戦艦大和の出撃は、米軍が沖縄本島に上陸し「鉄の暴風」攻撃にさらされていた四月六日でした。

　戦記には、稚拙で無思慮極まりない作戦に伊藤整一・司令長官はじめ各艦艦長がこぞって抵抗したこと、連合艦隊参謀長が「一億玉砕ニ先ガケテ立派ニ死ンデモライタシ」と真の作戦目的を明かすことでやむなく作戦が承諾されたことなどが記されています。

　生還を期しがたい特攻作戦だったことは暗黙の了解でしたが、三千五百の乗組員が従容として死についたわけではありません。

　「国のため君のために死ぬことで十分」とする兵学校出身者と「死をもっと普遍的な価値に」と煩悶（はんもん）する学徒出身士官との激論があったことは印象的です。

　ついに鉄拳乱闘の修羅場ともなった論戦を収拾したのは臼淵磐大尉の「敗レテ目覚メル　日本ノ新生ニサキガケテ散ル　マサニ本望」の持論だったことが回想されています。
　歳月の流れにも時間差

　「直視セヨ　ミズカラヲ偽ルナカレ」は、必死を目前にしての吉田氏（当時少尉）の覚悟の言葉ですが、あらゆる時代、あらゆる局面にあてはまる金言です。集団自決も直視されなければなりません。

　集団自決住民は沖縄各地で六、七百人とされ、軍によって配られた手榴弾（しゅりゅうだん）を爆発させたり、肉親親族がカマやカミソリで殺し合う悲惨さでした。この惨劇を軍の強制とする判断を避ける文科省の検定こそ歴史を偽るものといえるでしょう。

　一億玉砕が叫ばれ、戦艦大和の出撃もそのための捨て石でした。県民を戦火に巻き込む持久戦が選択され沖縄は投降の許されない「軍官民共生共死」のなかでした。

　軍の強制をめぐる多くの証言記録や生き証人も存在します。沖縄では今、諦観（ていかん）に似た憤りが急速に広がっているといわれます。「また本土に騙（だま）されるのか」と。

　戦後憲法は前文の通り、再び戦争の惨禍が起こることがないようにとの決意でした。戦没者三百万人、その平和主義には中国や韓国などアジア諸国へ侵略と植民地支配に対する謝罪の意味が込められています。

　しかし、加害と被害の間には歳月の流れにも大きな違いがあります。戦前の歴史を忘れたかのような憲法改定の動きと従軍慰安婦問題の再燃や戦後補償訴訟提起は象徴的です。

　最高裁は最近になって、日中共同声明（七二年）は個人に対する戦後賠償は放棄したもの、との初判断を示しましたが、中国や韓国では戦後は終わっていないのです。

　憲法改定の動きに中国や韓国の指導者の直接の発言はありません。それは内政不干渉の原則を守っているからで、強い警戒心と猜疑（さいぎ）心を抱いているのはもちろんです。

　「過去の戦争への反省が不十分な日本が軍備を強化しようとしているのは心配。他国はともかく日本人が銃を持つのは不安」（中国の新聞編集者）。「軍事力と交戦権を回復した日本は『普通の国』でなく、『普通ではない国』として韓国に脅威を与える」（朝鮮日報社説）

　近隣諸国を納得させられるのか。やはり平和主義はアジア諸国への百年の誓約です。いまだに恩讐（おんしゅう）を超えるには至っていません。
　不完全な人間への自覚

　作家の吉行淳之介氏は「戦中少数派の発言」で、戦争に鼓舞される生理をもつ圧倒的多数の存在を語りました。

　戦争への感情爆発と陶酔の病理について、「昭和史」の半藤一利氏は日本人の腹の底の攘夷（じょうい）の発露とし、精神分析の岸田秀氏もペリー来航のショックと屈辱的開国が引き起こした日本の人格分裂で説明しています。

　理性や合理ではなく、その場の空気に支配される日本人の病理を研究したのは評論家の山本七平氏ですがいずれも自己の直視を忘れたわれわれの弱さや未熟さの指摘です。

　憲法にこめられた立憲主義や戦争放棄は、不完全な人間への自覚からの権力やわれわれ人間自身への拘束規定でしょう。その知恵を尊重したいものです。

⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥⊥
信濃毎日新聞

憲法60年（上）　論議を国民の手に戻せ　5月3日（木）
　憲法をめぐる動きが急である。
　防衛庁を「省」に昇格させる法律は昨年の臨時国会で成立、新・防衛省が発足した。安倍晋三首相は集団的自衛権について論議する研究会を先日、発足させている。平和主義のかなめである九条の足元は、大きく揺らいでいる。
　憲法とセットで定められた教育基本法は、昨年１２月に改正された。憲法改正の手続きを定める国民投票法案は、早ければ６月中にも成立する可能性がある。
　任期中に憲法を改正する－。安倍首相は就任以来、繰り返してきた。改正の是非を夏の参院選の争点にする考えも示している。

＜自民党案の乱暴さ＞

　安倍政権が発足してからの流れを見ると、首相が主導する改憲プログラムが、自民党内慎重派とのあつれきなど各面に摩擦を生じながら、動き始めたようにも受け取れる。
　それでは、自民党内で交わされている改憲論議の中身はどうだろう。国民の広い理解が得られる方向に進んでいるのだろうか。
　困ったことに、これがいかにも乱暴なのだ。
　自民党は２年前、新憲法草案をまとめている。特徴は二つある。
　一つは現行憲法の九条二項、戦力不保持の条項を削って「自衛軍」を持つことを明記したことだ。
　「軍」が新たに日本の社会に登場する。内外の各面わたり、大きな変化が訪れるだろう。
　第二は「国民の責務」を強調し国民の権利に制限を加えたことだ。国民は「国や社会を…支え守る責務を共有」すると定めている。
　「すべて国民は、個人として尊重される」との文言はいまの憲法から引き継ぐものの、「公益および公の秩序に反しない限り」という条件が付く。
　国民は国家、社会の構成員としての側面が強調される。社会の在り方はここでも変容を迫られる。
　安倍首相は著書「美しい国へ」で憲法が米軍の占領時代につくられた経過に触れつつ「国の骨格は、日本国民自らの手で、白地からつくりださなければならない」と述べている。「日本の国柄をあらわす根幹が天皇制である」とも述べる。

＜安倍首相の情念＞

　〈この憲法ある限り　無条件降伏続くなり〉。中曽根康弘元首相は１９５６年、こんな詞を盛り込んだ「憲法改正の歌」を作った。
　安倍首相がよく使う言葉の一つに「戦後レジームからの脱却」がある。首相の言う「戦後レジーム」は憲法を基礎とする戦後の政治体制を指している。元首相ら自民党保守派と共通する情念が、安倍首相にも脈打っている。
　防衛力はなるべく小さくとどめ、力を経済建設に注いで暮らしをよくしていく。世界の安定に尽くす。
　そうした路線が見直されれば、国民生活は大きく変わる。ブッシュ米政権からは歓迎されても、周辺アジア諸国が日本を見る目は変わり、対日警戒心が頭をもたげるだろう。
　憲法は何のためにあるのか、あらためて確認しておきたい。
　憲法は、人々が生まれながらにして持っている権利の行使を妨げられることのないよう、権力を縛るためにある。憲法学の常識だ。「立憲主義」と呼ばれる。
　九九条が掲げる憲法尊重義務の対象に国民は挙げられていない。この憲法を守れ、と憲法が命じている相手は国会議員や公務員だ。

＜人類の歩みを踏まえ＞

　この憲法はそもそも「政府の行為によって再び戦争の惨禍が起こることのないようにすることを決意し」て定められた。前文はそんなふうにも述べている。
　憲法は国民の権利だけが前面に出ている、義務規定がないのはおかしい－。自民党内に根強いこうした議論は、立憲主義を踏まえれば、筋違いであることが分かる。
　今の政治は憲法の問題を任せるには危なっかし過ぎる。見直し論議を国民の手に取り戻したい。
　施行から６０年。世界が激動に見舞われる中で、日本の憲法が一度も手を加えられずに元の姿を保ってきたのはなぜか。そこを考えるのが出発点になる。
　理由は一つには、戦争のない世界を求め、戦争の非合法化を進めてきた世界の努力を、日本の憲法はしっかり踏まえていることだ。１９２９年の不戦条約をはじめ、さまざまな国の憲法や条約が戦争放棄をうたっている。日本は戦争に負けたために、何か突拍子もない憲法を持つに至ったと考えるのは間違いだ。
　憲法が占領軍から押しつけられたものと考えるのも、一面的な見方でしかない。戦争の惨禍が骨身に染みた日本人は、平和憲法を心から歓迎し、６０年の間、支えてきた。無理やり押しつけられたものならば、こうはいくはずがない。
　安倍首相が掲げる改憲路線を無批判に受け入れ、身を沿わせるようでは、日本の将来が危うくなる。
　　　　×　　　　×
　施行６０年の節目に、改正の是非を考える上で踏まえるべきポイントを３回続きで考える。

憲法60年　日米一体化が九条を壊す　5月4日（金）
　本望として散る桜まだ紅し
　長野市の関口一男さん（８４）は戦争末期の自作の句を見ながら、こう言った。「憲法九条を変えてしまえば、またあの時の二の舞いです」。
　１９４４年１１月。関口さんは人間魚雷「回天」の基地があった山口県大津島に、整備兵として配属された。人間魚雷は人が魚雷に乗り込んで操縦し、敵の戦艦に体当たりする決死の兵器である。
　笑顔をつくって死地へと赴いた同世代の若者たち…。その時の彼らの表情が、いまも脳裏を離れない。
　「軍事力を強めて、『美しい国』になんかできっこありません」

　　　＜戦争体験を踏まえ＞

　九条は、憲法の根幹をなすものである。
　一項で、通常の戦争だけでなく、武力による威嚇や行使を永久に放棄すると宣言している。さらに二項で、戦力を持たず、国の交戦権を認めないと厳しい足かせを課した。
　侵略戦争の禁止は、何も日本の専売特許ではない。多くの国が戦争否定の規定を憲法に盛り込んでいる。その中にあって、日本の平和主義は群を抜く。「比類のない徹底した戦争否定の態度を打ち出している」と、憲法学者の芦部信喜さんは「憲法」に書いている。
　制定過程に関しては、さまざまな見方があるだろう。“押しつけ論”も根強い。だが、この条文が先の大戦の惨禍を踏まえてできたことを、あらためて確認しておきたい。
　旧日本軍による戦争はアジア・太平洋諸国におよんだ。犠牲者は国内だけで軍人や民間人が３００万人以上。中国、フィリピン、オーストラリアなどの死者は合わせて２０００万人以上とも言われている。

　　　＜せめぎ合う両論＞

　国民の平和への強い願い、近隣諸国からの厳しい目…。その渦中にあって、日本が国際社会で信頼を取り戻し、天皇制を維持しつつ、戦後の再出発を期すためには、九条は不可欠の旗印だった。
　戦後の歴史を振り返ると、九条をめぐる動きは二つに分かれていく。一つは、日米軍事協力の強化と、それに伴う自衛隊の任務の拡大。もう一つは、九条の原則を貫くべきだ、という世論である。
　二つの極は、さまざまな中間的な層を含みながら、拮抗（きっこう）して戦後史を織りなしてきた。
　最初の分岐点は５４年の防衛庁・自衛隊の創設である。実質的な軍隊と言えるが、時の政府は自衛隊を「軍」とせずに「隊」とし、防衛庁も「省」ではなく「庁」とした。九条に配慮しての結果だ。
　政府はなぜ改憲に踏み切らなかったのか。世論が許さなかったからにほかならない。
　例えば、５６年の参院選は改憲問題が事実上の争点となった。結果は、社会党など護憲勢力が憲法改正の発議を阻止できる３分の１以上の議席を確保し、歯止めをかけた。
　憲法史の古関彰一独協大教授によると、「護憲派」「改憲派」という言葉が定着したのも、この時期である。労働組合など民間団体が改正に反対したことなどで「憲法の平和主義は国民の中に定着した」という。
　二つの極のバランスが崩れ始めたのは、９１年の湾岸戦争である。日本の軍事協力を迫る米国に対し、政府は掃海艇のペルシャ湾派遣へと踏み切った。これを皮切りに、政府は海外派遣への道を開いていく。
　重要なポイントは、湾岸戦争以来、「国際貢献」が改憲理由の主流となったことだ。当時、外相を務めた自民党の中山太郎衆院議員は「憲法を変えないとどうしようもないと痛感した」と述べている。
　この後の９６年、当時の橋本龍太郎首相はクリントン米大統領と日米安保共同宣言に署名した。「アジア太平洋地域の平和と安定」に向けて、同盟の強化を打ち出したのが特徴だ。国際貢献と言いながら、中身はむしろ自衛隊が米軍と行動をともにする方向が強まったと言える。

　　　＜国際貢献論の危うさ＞

　陸上自衛隊のイラク派遣は、そのさきがけだった。自衛隊が戦闘が行われている場所へ行くのは、初めてのことだ。
　それでも無事に帰国できたのは、九条があればこそだ。九条はまだ、かろうじて機能している。
　ここにきて、安倍首相は集団的自衛権の研究をする有識者会議を発足させた。米軍が攻撃された場合は自衛隊も阻止できる－。それを検討しようという狙いである。
　極端な場合には、自衛隊が米軍と一体となり日本から遠く離れた場所で武力行使という事態にもなりかねない。国会を経ずに、一部の有識者が論議するテーマではない。
　九条が禁じている課題を、首相は解釈の変更と改憲の両にらみで突破しようとしている。戦後日本の基本政策の変更である。言い換えれば、日本をいままでとは異質の国にするということだ。
　九条の普遍性に目を向け、その理念を世界で実現することを目指すのか。米国の求めに応じ、再び戦争ができる国に進めるのか。
　いま国民に問われているのは、この一点である。
憲法60年（下）　人権を守る思い新たに　5月5日（土）
　妊娠できない娘の代わりに、祖母が孫を産む。夫婦の子どもがほしいと、代理母を求める－。新たな不妊医療が注目を集めている。
　わが子を抱きたい気持ちは痛いほど分かる。だが、なぜ養子ではなく、血のつながった子でなくてはいけないのか…。ある産婦人科医師はそこに違和感を感じるという。
　医療の進歩は人の幸せに役立つはずなのに、保守色の強まる雰囲気の中で、「跡継ぎ」を産めと女性を縛ることにならないか、と心配する。
　戦前、結婚には戸主の同意が必要だった。夫が不倫をしても妻からは離婚を切り出せなかった。女性は自分の財産を管理する力も、子どもの親権も持てなかった。
　１９４７年に施行された憲法で、法の上での男女平等が実現した。結婚は親が決めるのではなく、２人の同意で成立する。家長支配を否定し、個人の尊重が明文化された。
　それから６０年が過ぎた。
　結婚の時期こそとやかく言われなくなり、男性と肩を並べて働く女性も増えた。

　　　＜男女平等になっても＞

　しかし、「嫁に行く」という言葉は健在で、大半が夫の姓に変わる。妊娠すると７割の女性が仕事を辞めており、育児の負担は母親にのしかかる。離婚したくとも、経済的な面から尻込みする女性が多い。
　憲法がうたう男女平等や個人の尊重の実現は、いまだおぼつかない。
　その上、安倍政権下では「伝統的な家族」を重んじる発言や動きが強まっている。
　その１つが、民法をめぐる国会の動きだ。
　離婚した女性が産んだ子どもの戸籍の扱いをめぐる問題で、「貞操義務や性道徳を考えなければいけない」と、発言したのは長勢甚遠法務大臣である。離婚前に妊娠した子への救済策を否定している。
　現在でも、旧憲法時代につくられた民法の規定が生きている。女性が離婚して３００日以内に生まれた子は前夫の子とする規定は、子どもの父親を明確にするという当時の福祉の視点があった。
　しかし、離婚後の妊娠でも早産で日数が足らない場合があるほか、家庭内の暴力などで、離婚より妊娠が先のケースも増えている。前夫の名前を戸籍に残すのがいやで、出生届を出さないままの子どももいる。
　子どもの権利を守るために法律を変えるべきなのに、一部の政治家が抵抗を示すのはなぜか。この問題に手を付けると、女性の離婚禁止期間短縮や夫婦別姓など民法改正論議の再燃につながりかねないからだ。
　法務省の法制審議会は、民法改正の答申を１９９６年にまとめている。しかし、自民党内の「夫婦別姓は家族のきずなを弱め、家族崩壊の芽をはらむ」との反対で、法案提出すらできなかった。
　３００日規定への対応では、自民党内に「家族」をめぐる法律を変えることへのアレルギーが、いまだに強いことが明らかになった。生まれてきた子どもの人権への配慮は、後回しにされている。

　　　＜「公益」優先では…＞

　個人の尊重が行き過ぎた自由主義になっている、よって勝手な行動を許さず、公に奉仕せよ－。そういった政権の思いが明らかなのが、昨年の教育基本法の見直しである。
　憲法とセットで制定された前の基本法は、個人の価値の尊重と人格の完成を教育の目的に掲げていた。
　改訂後の基本法は、教育の目標に「国と郷土を愛する態度」や「公共の精神」を入れ、個の尊重が薄まった。家庭教育の項目を新設し、家の中の教育に国が踏み込める枠組みができている。
　そして問題の核心、憲法である。
　自民党のプロジェクトチームは２００４年、「家族や共同体の価値を重視する観点から」男女平等の規定の見直しを提言している。
　批判を受けて、０５年の憲法草案では見直しをとりあえず封印しているが、国民に保障された自由や権利の前に「公益や公秩序」を置いた。「公益」は聞こえのいい言葉だが、権力者の都合でいかようにも解釈できる。国民の自由を縛るあやうさが潜んでいる。

　　　＜個を大切にする国に＞

　個人として家族が大事と考えるのはいい。だが憲法に「家族が大事」と書くことは、女性に家庭を守る役割を押しつけかねない重大な問題である。
　国があるべき家族の姿を強調すれば、事実婚やひとり親家庭など、多様な生き方を否定することにもなる。家族のきずなを強調するだけでは、少子化、子どもの荒れ、虐待といった問題は解決しない。
　明治、大正、昭和の時代を生きた平塚らいてうは、女性の解放と子どもの権利擁護を訴えた。新憲法と女性参政権を得て「女性の心の底から、大きな、大きな太陽があがるのだ」と宣言した。世界平和の実現のためにも、「憲法を守り抜く」ことが遺言になった。
　女性の権利だけが問題なのではない。１人ひとりを大切にするいまの憲法を守らなくては、こころ豊かな社会は築けない。
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西日本新聞　2007/05/02朝刊
「不戦の理想」は色あせない　憲法施行から60年〈上〉
　俗に、「１０年一昔」と言います。そこには、１０年もたてば世の中はすっかり変わってしまう、という感慨が込められています。人間社会の有為転変の定めを言い表す言葉です。
　今、この国はまさに、変化の真っただ中にあります。きのうまで通用していた技術や常識が時代遅れとなり、社会の仕組みが変わり、価値観までもが揺らいでいます。
　「改革」こそが正義であり、変化を拒むことは悪である‐そう言わんばかりの風潮がさして抵抗もなく人々に受け入れられているかのようにみえるのも、今が変化の時代だからでしょう。
　でも、そんな時代だからこそ、時には立ち止まってみることが大切です。そして、何十年たとうが決して色あせることのない理想があることに、思いをはせてみてはどうでしょうか。
　日本国憲法が施行されてから、あすで６０年が経過します。

■改憲の動きに現実味
　還暦を迎えた現行憲法を改正しようとする動きが、徐々に現実味を帯び始めています。
　安倍晋三首相は、夏の参院選で改憲の是非を問う考えを表明しました。改憲の手続きを定める国民投票法も、今国会中に成立しそうな情勢です。
　なぜ、憲法を変えようとするのでしょうか。改憲論者たちの口から、必ずといっていいほど出てくるのは「今の憲法と現実の間にずれが生じている」という言説です。
　そうした言説はとりわけ、戦争の放棄と戦力不保持を定めた憲法９条に向けられています。６０年が経過して、日本の安全保障をめぐる環境も大きく変わり、現行の９条では国家と国民の安全は守れない、という考え方です。
　果たしてそうでしょうか。
　平和が、人類にとって普遍的価値をもつ理想であることに、だれも異存はないでしょう。「不戦」を守り通せばおのずと平和が実現するはずです。
　改憲論者たちが言う「現実」とは、いったいなんでしょう。ひとつには、日米同盟強化の流れがあります。
　冷戦終結後、唯一の超大国となった米国は、米国型の価値体系に基づく世界秩序の再構築に動いてきました。そして日本に対し、軍事面を含めた一層の協力を求めるようになりました。
　小泉純一郎前首相とブッシュ米大統領が築いた日米蜜月関係を背景に、日本がイラクに自衛隊を派遣するに至ったことが象徴的です。
　米国側には、軍事面での日米協力緊密化へ向け、日本に憲法改正を期待する空気もあるようです。
　アーミテージ元国務副長官らが２０００年秋にまとめた日米関係に関する報告書は、「日本が集団的自衛権行使を禁じていることが日米同盟関係の制約になっている」と断じ、暗に憲法改正を求めています。
　日本国内の改憲論は、米国の世界戦略と表裏一体の関係にある、とみることもできそうです。
　北朝鮮の核の脅威など、この国の安全保障をめぐる「現実」を考えると、米国の力は不可欠です。でも、現実を理由に理想の旗を降ろしてしまっていいのでしょうか。
■平和主義変質の懸念
　９条の理想と現実のずれは、自衛隊の存在に集約されているかのようにもみえます。
　９条２項は戦力の不保持をうたっていますが、自衛隊は予算ベースで米国、ロシア、中国に次ぐ世界第４位の軍事組織です。諸外国からみれば、強力な軍隊にほかなりません。
　一方で大多数の国民は、日本の防衛に必要な実力組織として、自衛隊の存在を認めています。ならば９条２項を変え、自衛隊を軍隊として認知した方がすっきりする、という発想が出てきても不思議ではありません。
　自民党が一昨年まとめた新憲法草案は、戦争放棄をうたった９条１項はそのまま残す一方で２項を全面的に変え、自衛軍保持を明記しています。
　でもそうなれば、自衛隊が専守防衛の則（のり）を越えた普通の軍隊と化し、この国が戦後一貫して掲げてきた平和主義までもが変質してしまう懸念も、なしとしません。
　いっそのこと、こう解釈してはどうでしょうか。９条２項は国民の生命、財産を守るための実力組織をもつことまで禁じているわけではない。「実力組織の役割は専守防衛に限定し、その規模もなるべく小さい方がいい」という方向性を示す規定だ、と。
　そうでないと、自衛隊を合憲とする政府解釈は成り立ちません。
　９条２項の存在が自衛隊の活動を制約し、日本の軍事力の無原則な膨張に歯止めをかける効果をもっていることは、紛れもない事実です。
　憲法は、現実にどう対処するかを定める文書ではないはずです。むしろ、国民が共有できる理想の表現、と解釈したいものです。
　不戦の理想は、戦後日本の出発点であり、今も大多数の国民が支持しています。軍隊が不必要な世界は、究極の理想ともいえます。
　私たちが、現実をその理想に少しでも近づけたい、という意志を持ち続ける限り、９条に込められた精神は輝きを失わないはずです。

「立憲主義」の堅持が前提だ　憲法施行から60年〈中〉　2007/05/03
　憲法とは、国政を担う統治機構のあり方を示すと同時に、国民に保障される権利と利益の内容を示す「国の基本法」であると定義されるのが、近代では一般的です。
　そうであれば、憲法は国の側からの権力行使のためのシステムやルールを決めるだけでなく、権利を行使される対象である国民の側からみて、権力の乱用や勝手な権力の行使を認めない、あるいは縛るための「基本ルール」でなければならないはずです。
　国家が憲法を制定する理由も、ここにあります。これは立憲主義と呼ばれる近代憲法の基本理念であり、憲法のありようを考えたり、論じたりする際には欠かせない視点です。

　■公を優先しすぎる危うさ
　そうした観点に立つと、いまの憲法改正に向けた安倍晋三首相や自民党内の流れは、国民の権利を保障するために権力の乱用を縛るよりも、国の側から統治しやすいシステムとしての憲法を目指しているようにみえます。
　「国民の権利及び義務」の規定に関する考え方に、そうした流れが端的に表れています。
　一昨年秋に自民党がまとめた新憲法草案では「個人の権利には義務が伴い自由には当然責任が伴う」との考え方が強く打ち出されています。
　私たちも「自由と権利には責任や義務が伴う」のは当然と考えます。問題は、そのバランスの取り方です。
　自民党草案の前文改正案は、現憲法の基本原則である「国民主権と民主主義」「基本的人権の尊重」「平和主義と国際協調主義」は、「不変の価値として継承する」と述べていますが、そのあとにこう続けています。
　「日本国民は、帰属する国や社会を愛情と責任感と気概をもって自ら支え守る責務を共有し…」
　国民は主権者ではあるが、国や社会を責任感をもって支え守る責務があることを憲法に訓示規定として明記しよう、というわけでしょう。
　これに対し、現憲法は「主権が国民にある」ことを宣言したうえで、次のように書いています。
　「そもそも国政は、国民の厳粛な信託によるものであって、その権威は国民に由来し、その権力は国民の代表者がこれを行使し、その福利は国民がこれを享受する。これは人類普遍の原理であり、この憲法は、かかる原理に基づくものである」
　ここでは主権者である国民が公権力の乱用を制限し、勝手な権力の行使を認めないための憲法であることが明確にうたわれています。
　前文のこの部分こそが、平和主義とそれに基づく戦争の放棄と同様に、日本国憲法の削ってはならない最も大切な原理であり、引き継がなければならない理念だと私たちは考えます。
　いったん憲法に「国民の責務」が明記されれば、法律による個人の権利や自由の制限や、「公」による強制が可能な事実上の義務規定となる恐れが強まるのではないか。そうした危うさがつきまとうからです。
　「国民の責務」を明記しようという改憲論は、現憲法に書かれた「個人の尊重」が行き過ぎた個人主義を招き、戦後の日本社会に大きな弊害をもたらしてきたとの主張に基づいています。
　個人が権利や自由を強調するあまり、国や社会、家族・家庭や地域に対する責任や義務が軽視され、国民の規範意識が薄れて社会秩序の荒廃と混乱を招いたというわけです。
　目の前にある現実をみて、私たちもそう思います。が、「その責任が憲法にある」「だから新しい社会規範づくりとして新しい憲法が要る」という論理には疑問を感じます。
　現憲法も国民の権利や自由は「濫用（らんよう）してはならない」「公共の福祉のためにこれを利用する責任を負ふ」（一二条）とし、国は「公共の福祉に反しない限り」（一三条）国民の権利を尊重すると規定しています。
　「国民の権利と義務」の関係を規定した、これらの条項が本当に日本社会に弊害をもたらす要因になってきたのか。その検証を怠り、時代の気分に流されて「責務」を強調する方向で憲法改正に踏み切れば、将来に禍根を残すことになりかねません。
　自民党内で性急な改憲に慎重姿勢を貫き、一昨年秋に亡くなった故後藤田正晴元副総理は、最期までこう言い続けていました。
　「国民の権利義務と『公』の関係に関する規定は、憲法で一番問題になる点だ。うっかりすると、時の政権の性格いかんによっては、どんどん国民の権利や自由が制限を受けるということになりかねない」
　戦前の旧憲法を学び、戦争を経て戦後は新憲法の下で行政、政治の中枢にかかわってきた後藤田さんの指摘は、私たちも憲法のありようを考える中で問われる最大の論点と考えます。
　　　　×　　　×　　　×　　　　
　時代の気分や時の政権に左右されない憲法。その原点は「公」がやるべきこと、やってはいけないことを国民の側から定める立憲主義にあります。
　６０回目の憲法記念日に、立憲主義を具現した日本国憲法を再読し、憲法が「国民が身を守るためのもの」であることをあらためて確認したい。改憲論が強まる中で、切にそう思います。

環境権を「露払い」役にするな　憲法施行から60年〈下〉　2007/05/04
　きょうは「みどりの日」です。４月２９日が「昭和の日」となったため、今年から変わりました。
　この日を中心に各地で植樹祭や緑化推進大会などが開催され、自然保護への関心も高まっているようです。
　しかし、私たちの身の回りを見渡すと、無秩序な開発で緑地がはぎ取られ、赤土がむき出しになった場所がまだまだ少なくありません。都市部では、高層マンションの建設で景観が損なわれたという声もよく聞きます。
　長崎県の諫早湾干拓事業のように、埋め立て工事によって干潟の生物が大量に死滅したところも出ています。
　こうした環境破壊に歯止めをかけるために、「環境権」を確立しようという意見があります。これは「良好な環境は人間の生活の基本であり、われわれには良き環境を享受しうる権利がある」というものです。

■学者間でも意見割れる
　環境権は１９６０年代に米国で提唱された考え方で、７２年にスウェーデンのストックホルムで開かれた国連人間環境会議で採択された「人間環境宣言」の中で「人間の基本的権利である」と明記されたことから、世界的に認知度が高まりました。
　これを受けて、環境権や環境保全規定を憲法の条項に盛り込む動きも広がっています。すでにスイスやドイツ、スペインなどでは、憲法の規定に環境保護義務が入っています。
　ところが、日本の現憲法には環境に関する記載はありません。政党間で行われている憲法改正の論議では、憲法の条項に環境権を新設し、「良好な環境を享受する権利」や「環境保全に対する国の義務」を明確化しようという声が上がっています。
　自民党は２００５年１１月にまとめた「新憲法草案」の条項に「国は、国民が良好な環境の恵沢を享受することができるようにその保全に努めなければならない」と書き込み、環境権を明記しています。
　公明党は現行憲法に環境権やプライバシー権などの条項を加えた「加憲案」を策定中で、夏の参院選後に正式な案を取りまとめる予定です。
　民主党も０５年１０月に取りまとめた「憲法提言」の中で、環境権を「新しい権利」として確立することをうたっています。
　いま、国会で審議中の国民投票法案が成立すれば、今後の焦点は憲法改正をめぐる論議に移ります。しかし、憲法九条の改正に関しては国民の意見が割れていて、改正へ向けた展望は描けていないのが現状です。
　そこで、政府・自民党の中で浮上しているのが、公明党や民主党も基本的に賛成している「環境権」を先行させて、改憲の議題に乗せようというシナリオです。
　環境権を「露払い」役にして憲法改正の地ならしを行い、改憲への抵抗感が薄れたところで本丸の九条改正を目指そうという戦略なのです。
　これに対して、護憲を旗印に掲げる社民党は「環境権については、解釈によってすでに憲法上の根拠が与えられており、あえて憲法に明文規定を設ける意味はない」と主張しています。共産党も、環境権を明記することに反対の立場です。
　現憲法は「環境」に関して特段触れていませんが、憲法学者の中には憲法二五条には生存権が規定され、一三条の幸福追求権などの規定を踏まえると、憲法解釈で「環境権」が導き出せると言う人も多いようです。
　このように「憲法上の環境権」の概念について、専門学者の間でも意見が割れている中で、憲法改正の手続きを急ぐわけにはいきません。

■個人で意識した行動を
　むしろ、いま急がねばならないのは地球温暖化対策をはじめとする環境問題への積極的な取り組みです。
　環境への基本理念を盛り込んだ環境基本法が１９９３年に制定され、その基本施策に環境影響評価（アセスメント）の推進が盛り込まれています。
　大規模事業や地域開発の構想が策定された段階でアセスメントを実施し、環境の悪化に歯止めをかけようという「戦略的環境アセスメント」が、今年に入ってやっと新制度として導入されることになりましたが、原発など発電所だけは対象から外されたのです。
　どうやら、環境省が電力業界などの意向を受けて除外したようですが、これでは国民が期待する「環境重視型の社会づくり」は、到底無理です。
　「美しい国づくり」を掲げる安倍晋三首相は、６月までに「２１世紀環境立国戦略」を策定すると表明しています。
　これは、地球温暖化対策をはじめとする環境問題に最優先で取り組む姿勢を「環境立国戦略」で明示し、来年夏に北海道・洞爺湖で開催される主要国首脳会議（サミット）の主要議題とみられている「温暖化対策」で主導権を確保するのが狙いなのでしょう。
　でも、地球環境の危機はアピールだけでは解決できません。憲法に「環境権」という条項を書き込めば、すぐに環境が良くなるわけでもありません。
　暮らしやすい環境を守るために、私たち１人１人がもっと「環境権」を意識した行動を取りたいものです。
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徳島新聞

憲法施行60年〈上〉いまこそ原点に返って　05月03日
　日本国憲法は、憲法記念日のきょう、施行から六十年を迎えた。
　国民主権、基本的人権の尊重、平和主義を基本原則にしてきた憲法は、日本の平和と発展の礎となり、国民の間に広く定着している。
　とりわけ、戦後のわが国は外国と一度も戦火を交えず、戦争による犠牲者を出していない。
　「憲法の下でわが国の部隊が海外で一人たりとも他国の国民の生命を奪うことはなかった。この平和の歩みは誇ってよい実績だ」
　国会の憲法施行六十周年記念式典で、河野洋平衆院議長はそう述べた。多くの国民の気持ちを代弁した言葉だと思う。
　憲法が掲げる三原則を、これからもしっかり守っていかなければならない。六十年の節目に、私たちはあらためてこの思いを強くしている。
　昨年九月、戦後生まれの安倍晋三氏が首相に就任した。安倍首相は「戦後レジーム（体制）からの脱却」を前面に打ち出し、憲法改正の実現を目標に掲げた。「新しい時代にふさわしい憲法を、いまこそ私たちの手で書き上げていくべきだ」（今年の年頭所感）と語り、七月の参院選では憲法改正を争点にすると明言している。
　憲法改正の手続きを定める与党提出の国民投票法案も、五月中旬に成立する見通しである。
　私たちはいま、憲法改正が具体的に動き出す歴史的な転換点に立っている。
　一昨年十一月、自民党は現行憲法を全面的に改正する新憲法草案を発表した。昨年十二月、「教育の憲法」である教育基本法が制定以来初めて改定され、公共の精神や愛国心を重視する文言が盛り込まれた。ことし一月、防衛省が発足し、自衛隊の海外派遣が国土防衛と同じ本来任務に格上げされた。
　こうした「布石」によって、憲法改正がいよいよ現実味を帯び始めている。
　改正の最大の焦点は、戦争の放棄、戦力の不保持と交戦権の否認を定めた第九条である。
　九条は憲法の前文とともに、戦後日本の平和主義を支えてきた条項であり、「平和憲法」を象徴するものとして国民に受け入れられている。
　自民党の新憲法草案を見ると、九条の一項（戦争放棄）はそのまま維持するが、二項（戦力不保持と交戦権否認）を削除し、それに代える新設の二項に「自衛軍」の保持を明記。自衛軍には国際平和確保のための国際協調活動を認めている。
　実際の改正案がどうなるかは分からないが、この草案が下敷きにされるのは間違いない。
　私たちが懸念するのは、九条に手が加えられることによって、守り通してきた「平和主義」が変質したり骨抜きになったりするのではないか、ということである。
　もし九条がなかったら、と考えてみてほしい。朝鮮戦争やベトナム戦争に日本が部隊を全く出さずに済んだだろうか。日米安保体制の下で、何らかの「出兵」は避けられなかったのではないか。
　国民に定着している憲法を、いまなぜ改正する必要があるのか。安倍首相の言う「新しい時代にふさわしい憲法」とは何なのか。
　憲法が公布された一九四六年十一月三日、政治学者で東大総長だった南原繁氏は「新憲法発布」と題してこんな講演をしている。
　「このような理想の炬火（きょか）をかかげて魁（さきがけ）することが、いかに苦難の道であるかを、われらは知らぬではない。それこそ戦争にまさる幾倍の真の勇気と忍耐を要することであろう。だが、われわれの全力を傾けて、これが理想の達成に努力することが、わが民族の新たな世界史的使命であることを深く自覚すると同時に、そのことがわれわれおよび子孫にいかなる福祉をもたらすかを、われわれ自らがよく知っている」
　南原氏はお隣、香川の生まれ。敗戦直後、虚脱状態にあった国民に目標と励ましの言葉を発し続けた。戦争の反省に立ち、平和国家を希求する熱い思いと決意が伝わってくる。
　それから六十年。私たちは理想の「たいまつ」を下ろすのか、さらに高く掲げるのか。いまこそ、私たち一人一人が「原点」に立ち返って、憲法が果たしてきた役割をしっかり考えたい。

憲法施行60年〈下〉「平和主義」を守りたい　05月04日
　安倍晋三首相は、なぜ憲法改正が必要だと考えているのか。「制定過程に問題がある」「施行から六十年がたち、時代に合わないものもある」というのが、その理由である。
　敗戦後の占領下、連合国軍総司令部（ＧＨＱ）が起草した「押しつけ憲法」を、日本人自らの手で書き換えたい。それが新たな時代を切り開く精神にもつながる、という。
　「時代に合わないもの」とする筆頭は、戦争放棄、戦力の不保持と交戦権の否認を定めた第九条だ。この規定によって政府は、集団的自衛権は保持しているが、その行使を認めない立場をとってきた。
　集団的自衛権とは、自国と密接な関係にある他国への武力攻撃を自国への攻撃とみなして実力で阻止する権利のことである。「九条を見直して自衛軍の保持を明記するとともに、この権利が行使できる国にしたい。環境権やプライバシー権などの新たな権利の追加も必要だ」と自民党は主張している。

　国民はどう考えているのか。
　四月に行われた共同通信社の世論調査によると、改憲に５７％が賛成し、３４・５％が反対だった。しかし、九条改正には４４・５％が「必要はない」とし、「必要がある」の２６％を大きく上回った。改憲賛成派が挙げた理由の中で、最も多かったのが「時代に合わない規定があるから」の５４％、「米国に押しつけられた憲法だから」は６％だった。
　多くの国民は、現行憲法を「押しつけ」とは受け止めていない。憲法の見直しは必要としながらも、九条についてはそのままにしておくのがよいと考えている。
　安倍首相は、この国民の意識を真摯（しんし）に受け止めてほしい。
　一昨年亡くなった元副総理の後藤田正晴氏は、無理な憲法解釈による自衛隊のイラク派遣を憂慮していた。拡大解釈に歯止めをかける憲法改正も課題になるとの姿勢を示しながらも、慎重さを強く求めた。
　「変えるならば、いままでの憲法が国の運営に果たした役割は何だったのか、そして国の運営上どうしても変えなければならないところがあるとすればどこなのか、それは本当に変えなければいけないのかどうか、慎重に考えながらやってもらいたい。憲法を変えるのは当然だといったような、軽率な考え方では変えてもらいたくない。考えに考え抜いて、焦らないで取り組むべき大きな課題だ」（「後藤田正晴　語り遺したいこと」から）
　安倍政権は、集団的自衛権の行使を認めていない憲法解釈の見直し作業にも着手した。首相に「焦り」はないのか。この見直しにも、考え抜く慎重さを求めたい。
　憲法六十年の歩みは、「現実」と「理想」のはざまで揺れ続けてきた歴史でもある。
　現実の世界は「力には力」のパワーポリティクスで動いている。軍事面の協力は一切しない一国平和主義でよいのか。それでは国際社会で生きていけないし、国の安全も守れない。改憲が必要だとする人たちは、そう主張する。
　一方、護憲派はパワーポリティクスは必ず行き詰まると反論する。平和主義に徹し、積極的な外交を展開することによって課題を乗り越える道を歩むべきだ。日本の経済力と技術力を生かした国際的な貢献・援助活動に努めることこそが、安全保障につながると。
　どちらが正しいという「答え」は用意されていない。それを考えるのは、私たち自身である。
　元首相の三木武夫氏は、政治が対応すべき課題は時代とともに変わるが、すべての大前提になるべきものがあるという。
　「私の過去の体験と歴史の教訓から得た実感は、それが二つあると教える。ひとつは平和である。戦争放棄を決意して出発した日本はあくまでそれに徹すべきである。二一世紀は平和の世紀にしなければならない。もうひとつは、政治倫理を確立して、政治の信頼を回復することである。この両者は表裏一体の関係にある」（「三木武夫追悼文集」から）
　二十三年前の文章だが、核心を突いた言葉だと思う。
　憲法改正問題は、結局「日本はどんな国を目指すのか」という問い掛けである。私たちは、「平和主義」の旗をしっかり掲げて歩みたい。
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神奈川新聞　2007/05/01
憲法60年　再確認したい人権の意義
　日本国憲法が五月三日に施行六十周年を迎える。自らと世界に多大な惨禍を与えた侵略戦争への反省に基づき、国民主権、基本的人権の尊重、平和主義を定めた日本国憲法は、うちひしがれた国民に新たな希望と針路を与えた。戦後の日本が国際社会に復帰し、世界第二位の経済大国となった土台には、この憲法があった。
　ところが現在、憲法と日本社会は大きな岐路を迎えている。「戦後レジーム（体制）からの脱却」を掲げる安倍晋三首相は、任期中の憲法改正に強い決意をみせている。国会では、憲法改正手続きを定める国民投票法案の国会審議が大詰めを迎えた。何より重大なことは、国民の義務や安全保障を強調する憲法改正論と連動して、基本的人権の軽視、平和主義の後退が顕著になっていることである。六十周年を機に、憲法の意義をあらためて考えたい。
　まずは基本的人権である。憲法は「すべて国民は、個人として尊重される」（一三条）、「思想及び良心の自由は、これを侵してはならない」（一九条）、「集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の自由は、これを保障する」（二一条）と規定している。個人の尊厳と精神的自由は、世界人権宣言や諸国の憲法に明記された人類普遍の価値である。
　ところが日本の現状はどうか。自衛隊イラク派遣に反対するビラを配布すれば狙い撃ちで逮捕される。戦前の治安維持法の再来を思わせる権力の暴走だ。学校現場では、教職員を処分してまで日の丸・君が代の「強制」が行われる。そして、改正教育基本法の下で、「愛国心」教育が進められようとしている。権力が個人の心に土足で踏み込もうとしている。
　また、憲法は「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する」（二五条）とうたっている。生存権を規定し社会保障制度の確立を求めたものだ。しかし、現在の日本は、構造改革と規制緩和の下で「格差」と「貧困」が拡大し、米国流の弱肉強食の社会になりつつある。
　経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）報告書によると、日本の相対的貧困率は米国に次いで二位だ。生活保護世帯は百万世帯を超えている。非正規雇用労働者の増加は、懸命に働いても貧困から抜け出せない「ワーキングプア」を生み出すなど、格差のさらなる拡大と固定化を招こうとしている。巨額の財政赤字があるとはいえ、医療福祉予算は厳しく抑制され、容赦ない弱者切り捨てが進んだ。
　国民が抑圧され、分断される社会。富と権力を持つ側のための社会。恐ろしげな未来像が見える。私たちは今こそ人権規定の意義を再確認したい。憲法は個性と人権が尊重され、安心して暮らせる社会への道を示している。問われるのは憲法ではなく政治である。

憲法60年　許されぬ政府解釈の変更　2007/05/02
　憲法施行六十周年を目前に、安倍晋三首相とブッシュ大統領の日米首脳会談が開かれた。首相が訪米への“手土産”としたのは、憲法九条によって禁じられてきた集団的自衛権行使について、一部を容認するよう解釈変更を検討するという方針だった。訪米直前に有識者会議を設置する念の入れようだ。一国の首相が「憲法違反」に当たる検討を米大統領に報告する。日米関係の異様なありようを如実に示したものだ。米国の求めに応じて自衛隊が世界各地に派兵され、米軍と肩を並べて戦う。同盟強化の美名の下、そんな懸念が現実化しようとしている。
　集団的自衛権とは、自国と密接な関係にある他国が攻撃された場合、その攻撃を自国への攻撃とみなして実力で阻止する権利だ。近年では米国が９・11テロに対する自衛権を主張してアフガニスタンを攻撃した際、ＮＡＴＯ（北大西洋条約機構）諸国が集団的自衛権を主張し参戦した。ＮＡＴＯ軍は現在、反撃に転じたタリバンと血みどろの戦いを続けている。
　一方、九条を持つわが国は、自衛権の発動として武力行使ができるのは、「わが国に対する急迫不正の侵害」「排除するために他の適当な手段がない」「必要最小限度」の三要件に該当する場合に限られるとするのが政府解釈である。「専守防衛」だ。従って、わが国が攻撃されてもいないのに他国を攻撃するという集団的自衛権の行使は、九条違反で認められないとするのは自然な論理だ。
　これに異を唱えたのが米国だ。世界規模の米軍再編では、同盟国の役割強化が柱の一つとなる。米英同盟が日米同盟のモデルだとして日本に衝撃を与えた「アーミテージ・レポート」（二〇〇〇年）から約七年。日米の軍事的一体化が着々と進められてきた。
　米国を狙った弾道ミサイルの迎撃など四類型について有識者会議は今秋までに結論を出すという。たとえ限定的であろうと、集団的自衛権行使を容認することの意味は決定的だ。武力行使に明確な歯止めはなくなり、九条の存在意義自体も損われるだろう。
　米国は軍産複合体が政治経済に強い影響力を持つ超軍事大国である。世界の総軍事費の約半分を一国で支出。朝鮮、ベトナム、パナマ、湾岸、アフガン、イラクなど数々の戦争を続けてきた。国際法違反の侵略も辞さない。イラク戦争はその一例だ。米国との軍事的一体化は平和主義と対極の道であり、国を危うくするものだ。
　共同通信社が四月に行った全国世論調査によると、集団的自衛権行使の政府解釈について「今のまままでよい」が54・６％で大半を占めた。「解釈を変更すべき」は18・３％にすぎなかった。国民も際限のない米国追随を強く懸念している。政府解釈の変更は決して許されるべきではない。


憲法60年　平和主義は未来への財産　2007/05/04
　日本国憲法がきょう、施行六十周年を迎えた。国民主権、基本的人権の尊重、平和主義の三大原則を掲げ、戦後日本の繁栄と平和の基盤となった憲法は今、大きな岐路に立っている。安倍晋三首相が任期中の憲法改正に強い決意をみせているほか、憲法改正手続きを定める国民投票法案が今月中にも成立する見込みだからだ。
　しかし、このような政治の動きは、本当に国民の思いを反映したものだろうか。共同通信社が四月に実施した全国世論調査によると、確かに57・0％が憲法改正に賛成と答えた。だが、その内容をみると、政治の議論と国民の意思との落差がはっきりする。
　自民などの改正論議の中心は「九条」といってよい。同党の新憲法草案は自衛軍の創設、海外での武力行使の容認などを盛り込んだ。だが世論調査では九条について改正反対派が44・5％で、賛成派の26・0％を大きく上回った。首相が再検討を表明した集団的自衛権行使の政府解釈についても、過半数が「今のままでよい」としている。九条については国民は現状維持を望んでいるのだ。
　一方、世論調査で改正賛成派が大きな理由に挙げたのは「新しい権利」の導入である。しかし、環境権などの「新しい権利」は、立法によって制度を整えれば、問題のほとんどは解決する性質のものだ。国会の怠慢が背景にある。国民の間で憲法改正論議が盛り上がってはいないと指摘されるのは、当然の結果である。
　こうした意識は、国民投票法案への態度でも見て取れる。「今国会成立にこだわる必要はない」は55・6％に達する。そもそも同法案は、最低投票率の不在、公務員・教育者の地位利用の禁止、メディア規制など問題が多い。廃案にして出直すべきだ。
　改憲論議の背景には、同盟軍として自衛隊の役割を強化したいという米国の世界戦略がある。在日米軍再編を通じて、日米の軍事的一体化が着々と進められてきた。イラク戦争では、仏、独などが明確に反対する一方、日本は真っ先に米国支持を表明した。集団的自衛権行使の容認や九条改定が行われた後に、平和主義が守られる保障や歯止めがあるのだろうか。国民は、米国の要求に抗し切れない外交に不安を抱いている。
　三十年近く紛争地帯での人道支援などを行ってきたＮＧＯ（非政府組織）の前代表・熊岡路矢さんは「海外で日本は人道主義、平和主義、国際協調主義が評価されている。憲法がＮＧＯ、ビジネスマン、観光客を守ってきた」と指摘する。イラクでは米国の世界戦略の危うさ、軍事力の限界があらわになった。日本は憲法九条六十年の名誉と財産を生かし、日本にしかできない外交を展開すべきではないか。憲法の改正ではなく、憲法を生かすことを目指したい。
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中国新聞　'07/5/3
憲法60年（上）　「改正」問う　価値高める道筋探ろう
　日本国憲法はきょう、施行から六十年の節目を迎える。だが、還暦を祝うどころか、命脈を保てるかどうかの瀬戸際に立たされているようにも見える。自主憲法制定を党是に掲げ、一昨年秋に新憲法草案をまとめた政権与党の自民党を中心に、改憲を目指す動きが加速している。

　敗戦の苦い教訓に学び、二度と戦争をしないと誓って経済復興に専念できたのは、平和主義に徹する現行憲法があったればこそだろう。こうした評価は、護憲を訴える立場にとどまらず多くの国民に共通する思いではないか。
　世界情勢が激変

　その憲法の改正をなぜ急ぐのか。論争の焦点は、発足当初から論議の的になってきた自衛隊の扱いだ。戦後の歩みの中で膨張を続けている自衛隊を憲法にどう位置付けるかのせめぎ合いでもある。今年一月には防衛省が発足し、自衛隊の本来任務に海外での活動も加わった。

　二〇〇一年九月十一日に起きた米中枢同時テロを境に、きな臭さを増す世界情勢が改正論議を勢いづかせた。北朝鮮の弾道ミサイル連射や核実験、拉致問題への対応も迫られる。

　自主憲法の制定を目指しながら、日米安保条約の改定と引き換えに退陣した岸信介元首相を祖父に持つ安倍晋三首相は、任期中の改憲実現に意欲を燃やす。

　初の訪米に向かう直前、集団的自衛権の憲法解釈の見直しを検討する有識者会議の招集を指示した。今月十八日に初会合が開かれ、今秋には結論を出す予定だ。首相の思いを理解するメンバーが多いとされる。歴代政府が禁じてきた集団的自衛権の一部容認に道を開く狙いがあるとみられる。米軍再編に伴う自衛隊と米軍の「一体化」を加速する効果を期待しているとの見方もある。

　安倍首相の強硬姿勢の真意はどこにあるのか。米側の強い要請に応え、憲法改正に先駆けて究極の「解釈改憲」で事態を乗り切ろうとしているのではないか。あるいは既成事実を積み重ね、改憲への機運を醸成する狙いがあるのかもしれない。いずれにしても、国会の外で政府がなし崩しで「改憲」をリードすることがあってはならない。

　連立を組む公明党の太田昭宏代表もきのう、東京都内の街頭演説で「グレーゾーンの個別的研究は否定しないが、九条の一、二項を堅持し、集団的自衛権の行使を認めないのは当然だ」とくぎを刺した。

　安倍首相をはじめ自民党の改憲派はどんな国づくりを進めようというのか。全体像がはっきり見えないだけに疑問と危惧（きぐ）の念を禁じ得ない。
　弱者守るトリデ

　国防論議はもとより、憲法の理念を日々の暮らしに生かすためにも、憲法への関心が高まり、論議が深まるのはいいことだ。しかし、忘れてはいけないこともある。国の最高法規と明記した九八条の重みである。

　憲法には、時の権力の暴走に歯止めをかけ、国民を守るための規定も盛り込まれている。国民主権をうたい、個人の尊厳に力点を置いているのもそのためだ。国民の権利を制限する各種の法律や条令は、憲法に反して執行されることは許されない。国民一人一人の人権に最大の価値を置く憲法は「弱者のトリデ」ともいえる役割を担っている。

　為政者の恣意（しい）的な運用を避けるため、憲法改正へのハードルは高い。衆、参の両院の三分の二以上の賛成があって初めて改正が発議され、主権者である国民に提案される仕組みである。

　その憲法改正手続きを定めた国民投票法の与党案が衆院を通過。今月中旬にも参院での採決が予定されている。しかし「過半数の賛成を得るため、最低投票率や得票率の規定を設けないなど、ハードルを意図的に低くしている」との批判もある。

　戦争中のように物言えぬ時代はまっぴらだ。言論の自由を保障する現行憲法の価値をさらに高める道筋を探りたい。
憲法60年（中）　九条の行方　「理想の灯」絶やすまい　'07/5/4

　自衛隊は憲法で禁じる戦力に当たるのか。「専守防衛」に徹する国防の基本理念は、本当に時代遅れの考え方なのか。改憲論議の攻防は、平和主義に貫かれた日本国憲法の命運を左右しかねない。戦争の放棄と戦力の不保持を定めた九条の扱いが焦点になるのもそのためだ。

　拉致問題をはじめ、弾道ミサイルの連射、核実験など理不尽な振る舞いを続ける北朝鮮の脅威が、論争の行方をより不透明にしている。平和憲法を心のよりどころにする人たちにとって、強い逆風が吹く時代ともいえる。

　被爆地の訴えも

　だが、先の読めない不確実な時代にこそ、日本が世界の中で唯一の被爆国である事実を思い起こす必要がある。ヒロシマやナガサキは、惨禍を乗り越えて怒りや悲しみを不戦の誓いに高めた。核廃絶を軸とする訴えが報復の連鎖を断ち切る道筋を示してきたのではなかったか。辛酸をなめた多くの被爆者の思いは憲法の理念にも通じる。いま一度、「理想の灯」を絶やさないように高く掲げ直し、あすを信じて不断の歩みを続けたい。

　岐路に立つ憲法の現状を映すようなできごとがあった。先月二十五日、国会近くの憲政記念館であった施行六十周年記念式典でのひとこまだ。衆参両院が共催し、三権の長が出席した。

　河野洋平衆院議長は「憲法の下でわが国の部隊が海外で一人たりとも他国の国民の生命を奪うことはなかった。この平和の歩みは誇って良い実績だ」と強調。「憲法論議は幅広い視野に立ち、謙虚に歴史に学ぶ心を持ちたい」と慎重な議論を求めた。九条の重みをにじませた発言だったが、同席した安倍晋三首相の胸にどこまで響いたか。

　初の訪米を翌日に控えた安倍晋三首相は「新しい国づくりに向け、国の姿、形を語る憲法の在り方についての議論が国民とともに積極的に行われることを切に願う」と述べ、改憲への意欲をのぞかせた。

　一連の強硬路線の背景に、一昨年秋の「郵政選挙」で得た衆院の圧倒的多数の議席があることは間違いない。長年の懸案だった防衛庁の省昇格法案や教育基本法の改正を強行。目指す先に改憲を見据える。

　しかし、有権者の中には「憲法改正まで一票に託したつもりはない」との思いを募らせている人も少なくないのではないか。

　冷静さ取り戻せ

　共同通信の世論調査では、憲法改正に賛成する人が半数を超しているが、二年前の６１・０％から先月は５７・０％とわずかながら減少した。警戒感の表れとも受け取れる。

　とりわけ戦争放棄と戦力不保持を規定した九条については、４４・５％が「改正する必要があるとは思わない」と回答。前回の調査より微増し「改正する必要がある」は２６・０％にとどまる。ほかの世論調査でも同様の傾向がうかがえる。

　改憲路線をひた走る安倍政権に比べ、民意のほうがよほど冷静といえる調査結果である。憲法の改正には、国民投票で過半数の支持が要る。仮に今国会で審議中の国民投票法案が可決、成立したとしても、改正に至る道筋は容易ではあるまい。謙虚さに欠ける政権運営を続けていては、有権者の支持の広がりも期待薄だ。七月の参院選でどんな審判が下るのか。予断を許さない。

　一昨年秋に自民党が発表した新憲法草案には、自衛軍の保持が明記されている。一方で、集団的自衛権を認めるかどうかの規定は見当たらない。「専守防衛」の枠組みが外れた場合、同盟国の要請に応じて、海外での戦闘行為に加わり、命を落とす将兵が出るかもしれない。

　対米追従外交を続けるだけでは、こうした悲劇を防ぐ手だては考えにくい。九条の理念をしっかり守り、新しい時代に対応した国際貢献でも尽力する。それは決して両立できないことではないだろう。
憲法60年（下）　新しい権利　立法や制度の充実こそ　'07/5/5

　九条の改正には慎重だが、新しい権利は盛り込むべきだ―。こんな意見の人が各種の世論調査で増えている。衆参両院の憲法調査会最終報告書や自民、民主、公明党も新しい権利の新設を提起している。

　このうち「新しい人権」と呼ばれるのは、環境権、プライバシー権、犯罪被害者の権利などである。特に反対する理由がないようなテーマが並ぶ。憲法の性格と現状に照らし合わせて、いま一度考えたい。

　現状では弱いか

　環境権は大気、水、静かな自然環境や文化遺産などを個人が享受できると主張する権利。中の一つ、景観権は一九六〇年代から司法で争われ、東京都国立市のマンション訴訟で住民の利益として最高裁が五年前に初めて明確に認めた。

　プライバシー権は情報化社会の進展に伴い、「自分に関する情報をコントロールする権利」とされる。

　これらは個人の尊重や幸福追求権を定めた憲法一三条を主に根拠としている。新たに憲法に規定すべきだとの主張は、制定時には想定されていなかったことや、ほかの権利と衝突した時に積極的に保護される―などの論拠に基づく。

　一方で、「一三条で十分」とする識者も多い。新しい人権が十分に保障されていないとしたら、立法や行政、司法がその精神を実現する努力を怠っているという指摘である。

　実際二年前には、自治体が景観地区で建物の制限ができる景観法が完全施行された。尾道市や京都市などはビルの高さを厳しく規制する条例を制定。開発一辺倒だった経済活動とのバランスを探り始めた。

　犯罪被害者の問題は、その苦悩や裁判での配慮のなさといった実態が、当事者の訴えによって知られてきた。支援組織の結成や裁判への参加など官民の多様な動きが出ている。できることはまだまだある。

　地方自治の分野でも、憲法は物足りないとの声がある。小泉政権の三位一体改革が地方にとって不本意に終わったのは、憲法に地方財政の明確な規定がないからだとし、全国知事会が財政や課税の自主権新設を求めているのも一つの例である。

　しかしここでも、地方自治法の改正や独自の条例で改革できる余地は大きいとの見解は根強い。

　例えば東京都杉並区。区政運営の原則と住民参画を保障した自治の基本、プライバシー保護に配慮した防犯カメラ運用、区長の多選自粛といった独自の条例を次々につくった。

　前提には国と自治体を対等な関係にする地方分権一括法がある。憲法や法律に書いていないことを条例で補強する。それが分権時代の自治体の責務だとして、区と議会が政策論議を重ねる。
　急ぐ理由がない

　こう考えると、新しい人権や今の地方自治への不満の多くは、行政などが積極的に仕事をしない結果ともいえる。それが憲法問題にすり替わっている面がないだろうか。権利の実現を憲法が邪魔をしているわけではないし、そもそも憲法は良識的な行為を禁じてはいない。

　近年、ワーキングプアや生活保護の切り捨てが問題化している。憲法二五条で「健康で文化的な最低限度の生活」を掲げ、国に努力義務を課しているにもかかわらず、である。時代の変化に伴って新たな問題が起き、政治は憲法の精神に近づけようとその都度施策を打ちだす。憲法に書き込めば解決、ではないのだ。

　新しい権利は、「もし改正するなら入れた方がいい」といった程度の位置付けといえないだろうか。ましてや急ぐ必要など全くない。となると、改憲論議の争点は九条に絞られよう。国民に強い異論のない新しい権利を理由にした改憲は、九条改正への「露払い」役になりかねない恐れがある。

　それよりも地方自治、国会、司法の場などで確立するのが先ではないか。そのために私たちは声をあげ、一票を行使するのである。
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朝日新聞　2007.5.2
憲法60年―戦後からの脱却より発展を
　日本国憲法はあす、満６０歳になる。

　６０回目の記念日を迎える環境は、これまでとはだいぶ違う。時の安倍首相が「改憲を政治日程に乗せる」と明言し、７月の参院選挙では争点にしたいと意気込んでいるからだ。

　そのための手続き法である国民投票法案が、間もなく国会で成立する運びだ。これだけ空気がざわつくのは初めてのことだろう。

　なぜ憲法改正が必要なのか。安倍氏は雄弁に語ってきた。そのポイントは次のようなものだ。
◇祖父譲りの改憲論

　いまの憲法は占領時代に、ＧＨＱ（連合国軍総司令部）の素人が短期間で書き上げ、日本に押しつけたものだ。時代は移り、９条など現実にそぐわない条文も出てきた。国の基本法である憲法を、国民自らの手で白地から書くという決意と精神によって、この国に改革の気概がみなぎってくる。そうすることで精神的に占領を終わらせることになる――

　占領時代とか、ＧＨＱの押しつけとか、今の若者世代にはぴんとこない表現だろう。それもそのはずだ。こうした論法は、首相が尊敬してやまない祖父、日米開戦時の閣僚だった岸信介元首相らが半世紀も前に言っていたことだった。「占領の後遺症の根絶」「真の独立の回復」などがキーワードだった。

　そもそもは敗戦や米軍による占領への屈辱感が根底にあったに違いない。だが、憲法ができて年月がたつうちに、攻撃の対象は「押しつけ憲法」「占領」から、それに基づいて形づくられた戦後日本の歩みそのものにも向かざるを得なくなる。

　「戦後レジームからの脱却」を言う安倍首相から、「戦後」に否定的な視線が感じられるのもそのためだろう。

　さて、そんな安倍氏とはまったく逆に、憲法によって戦後日本は世界史にもまれな幸運なスタートを切ったという見方もある。
◇「日米合作」の反論

　お笑いコンビ「爆笑問題」の太田光さんは、ベストセラー「憲法九条を世界遺産に」のなかで、憲法の制定過程についてこう語っている。

　「日本人の、１５年も続いた戦争に嫌気がさしているピークの感情と、この国を二度と戦争を起こさせない国にしようというアメリカの思惑が重なった瞬間に、ぽっとできた。これはもう誰が作ったとかいう次元を超えたものだ」

　「この憲法は、敗戦後の日本人が自ら選んだ思想であり、生き方なんだと思う」

　こうした言葉からはっきり読み取れるのは、戦後日本社会に対する太田さんの肯定的な視線であり、楽観主義だ。

　太田さんも読んだという「敗北を抱きしめて」の著者で、米国の日本史研究者ジョン・ダワー・マサチューセッツ工科大教授は、次のように書いている。

　「なんと多くの日本人が平和と民主主義の理想を真剣に考えていたことか！　もちろん、平和と民主主義こそ、私自身の国がたたかい取ろうと努力している当のものにほかならない。日本人も私たちと同じ夢と希望をもち、同じ理想とたたかいを共有しているのだ」

　憲法を米国の「押しつけ」ととらえるのではなく、理想に突き動かされた日米両国の人々による「合作」と見る。そんな柔らかな見方でふたりには共通するものがある。

　憲法によって、私たちの社会は大きく変貌（へんぼう）した。

　男女の平等が保障され、だれもが選挙権をもつ。何を主張をしようと、どんな宗教を信じても自由であり、不敬罪や治安維持法などは存立しえない社会になった。天皇から国民へ主権が移り、国民が主人公になった。

　太田さんたちが評価するのは、この自由と民主主義の価値が憲法によって日本にもたらされ、さらには戦後社会に深く根付いたということだろう。
◇外交政策の十八番

　不思議なのは、憲法について否定的なことを言う安倍氏が、自由や民主主義の価値を語るときはうってかわって肯定的な姿勢に転じることだ。いまや、外交政策の「十八番（おはこ）」に使っている。

　「日本と米国は普遍的な価値を共有している」として、日米同盟の強化を言う。「共通の価値」を持つ豪州やインドと連携して中国を牽制（けんせい）する。ＮＡＴＯ（北大西洋条約機構）とも連携する。総称して「価値の外交」とも呼ばれる。

　こうして首相が高くうたい上げる「価値」は、実はいまの憲法が日本社会にもたらし、国民が戦後６０年をかけて培ってきたものにほかならない。そのことに安倍氏は気づいているのだろうか。

　この「戦後」と、首相が脱却を言う「戦後レジーム」とはどこで重なり合うのだろうか。「精神的に占領を終わらせる」と言うけれど、終わった時、どんな展望が開け、社会がつくられていくのだろうか。戦前的な価値を重んじる社会に戻ることにつながらないのか。

　「戦後」に問題がなかったわけではないし、憲法に改めるべき点があってもおかしくはない。しかし、憲法がもたらした自由と民主主義の価値は、発展させるべきではあっても、脱却するものでは決してない。

　首相は雄弁に改憲を主張するものの、９条改正以外に、目指すべき方向はほとんど語ろうとしない。だが、改憲を言うなら、まず「戦後」をきちんと語るのが先だろう。

　それなしに新しい「美しい国」へ誘（いざな）うのは、国民を惑わすだけだ。

提言―日本の新戦略　憲法60年　　2007.5.3
　日本国憲法は今日、満６０年を迎えた。この間、なにかと改憲論の試練にさらされてはきたが、この憲法が日本の民主主義や平和を支える基盤となってきたことは疑いの余地がない。

　憲法記念日は「言論の自由」の記念日でもある。新聞にはかつてその自由を奪われ、あるいは自ら自由を放棄した苦い過去がある。そして朝日新聞にとって今日は、記者が凶弾によって命を奪われて満２０年という格別な日でもある。

　そんな日にあたり、私たちは「社説２１　提言・日本の新戦略」として、一挙に２１本の社説を掲げた。昨年４月から展開してきたシリーズ「新戦略を求めて」の集大成だ。

　新聞を開いた読者は驚かれることだろう。８ページにわたって社説を並べたのは前代未聞の試みだ。新聞がもつ言論の役割を深く自覚したい。そんな決意の表れと受け止めていただきたい。（論説主幹・若宮啓文）

　　　　×　　　　×

　「地球貢献国家」をめざそう。
　これが「新戦略」のキーワードだ。

　地球温暖化や人口激増、グローバル化による弊害……。さまざまに迫る地球上の困難に対し、省エネ、環境技術をはじめとする得意技で貢献する。さまざまな国際活動の世話役となって実りを生む。それが、日本の国益にも直結する。

　「戦争放棄」の第９条を持つ日本の憲法は、そのための貴重な資産だ。だから変えない。これも私たちの結論だ。

　ただし、準憲法的な「平和安全保障基本法」を設けて自衛隊をきちんと位置づけ、「専守防衛」「非核」「文民統制」などの大原則を書き込んではどうか。憲法の条文から自衛隊が読み取れないという「溝」を埋めるための工夫である。

　国連主導の平和構築活動には、一般の軍隊とは異なる自衛隊の特性を守りながら、より積極的に加わっていくことも、基本法にうたうのがよい。内戦や飢餓などで破綻（はたん）した国の存在は、テロや戦争だけでなく、麻薬や感染症などの恐怖を広げてしまう。その防止もまた「地球貢献」の重要な一環なのだ。

　以上が「社説２１」の柱である。

　　　　×　　　　×

　「いったい日本は何を考え、どこへ行こうとしているのか」

　最近、外国でよく聞かれる言葉だ。

　無理もない。例えば小泉政権の時代、首相はアジアとの和解を求める一方で、アジア外交を破壊してまで靖国神社への参拝を繰り返した。いま、外に向けて日本の「自由と民主主義」や「戦後平和外交」に胸を張る安倍首相は、その土台である憲法への誇りは語らずに「改憲」や「戦後レジームの脱却」を掲げる。

　テロとの対決も日米安保の重要さも分かる。だが、イラク戦争の誤りは語らずに「日米同盟強化」を強調するばかり。イラク派遣の自衛隊が一発の弾も撃たなかったことを喜びながら、集団的自衛権で血を流す覚悟を求め、軍隊を持とうという。実に分かりにくい話だ。

　中国やインドが急成長する中で、経済大国ニッポンにはかつての勢いがない。加えて地球の温暖化である。京都議定書の舞台となった日本だが、ＣＯ２削減の目標の率先達成にはほど遠い有り様だ。エネルギーや水、食糧は今後も確保できるのか。そうした不安も尽きない。

　間違えば、２１世紀の迷路に入り込んでしまう。しかし、日本の知恵と得意技をうまく生かせば、世界の困難を切り開く力になるだろう。私たちが「新戦略」に取り組んだのはそんな思いからだ。

　憲法については、実は朝日新聞も大きな課題を突きつけられていた。

　湾岸戦争、「９・１１」、イラク戦争、北朝鮮の核開発……。冷戦終結時の期待は裏切られ、世界には平和を脅かす出来事が重なってきた。国内では改憲が本格的に論じられる。国民の考え方も多様になる中で、とくに第９条をどう考えるのか、改めて問われていたからだ。

　この際、はじめから「護憲」を前提にするのではなく、まずは日本のとるべき針路をさまざまな角度から考えてみる。９条の是非はその上で判断しよう。連載シリーズで「新戦略」を考えてきた裏には、そんな意図もあった。

　その結果が、今日の社説となった。

　憲法と自衛隊や日米安保条約。私たちの先輩も戦後、この関係を真剣に考え、悩み続けてきた。最近では「戦後５０年」にあたる９５年に社説特集を組み、「非軍事こそ共生の道」と訴えた。そこでは「良心的兵役拒否国家」の考えをとり、自衛隊の役割はあくまで国土防衛に限るとして、国連平和維持活動（ＰＫＯ）には別組織の派遣を主張した。

　それから１２年。世界情勢は大きく変わった。閉じこもる平和から、つくり出す平和へ、国民意識も変化してきた。

　ＰＫＯについては、実績の積み重ねも踏まえて０２年９月、これを自衛隊の役割にするよう社説で主張を変えた。国連の平和構築を重んじる今日の提言は、その延長上にある。

　だが、日本の特色は「非軍事」にこそあるという点は変わりない。むしろ、とかく軍事にとらわれがちな「国際貢献」の発想を「地球貢献」に広げ、日本の活路を多角的に考えた。社説を多彩に展開した意味はそこにある。

　　　　×　　　　×

　今日の提言は論説委員室がまとめましたが、前提となったシリーズ「新戦略を求めて」には各専門分野の編集委員や海外特派員らも大勢参加し、知恵を寄せ合って議論を重ねました。

　この間、内外の識者の意見も広くうかがい、読者の声を参考にさせていただきました。改めてお礼を申し上げます。

　いくら大型連休中でも、社説を一気に読んでほしいとは申しません。少しずつ読んでいただこうと、抜き出して保存できるように組みました。

　さあ、ページをめくってください。

※　憲法60年。私たちはこう考えます。

〈憲法60年。私たちはこう考えます〉　朝日新聞　2007.5.3
世界のための「世話役」になる
１．〈総論〉地球貢献国家
　ちょっと、未来を思い描いてみよう。

　世界の人口はいま約６５億人。早ければ２０４５年ごろには１００億を突破する。それに応じて経済も膨らむ。果たして地球は耐えられるだろうか。

　もとよりエネルギーや食料、水などの不足が心配なのに、地球の温暖化が恐怖に拍車をかける。このままいくと、２０２０年代には水不足が数億人を直撃するといわれる。その先、多くの生物種が絶滅し、農産物の生産性が落ちて飢餓の恐れも出てこよう。

　地球は狭くなった。国境を越えて人やカネやモノの移動が自由になった分、テロや麻薬組織や感染症なども移動しやすい。「９・１１」はその典型だった。

　米国の一極支配は終わり、欧州統合の拡大や中国、インドの台頭をはじめ世界の多極化が進むだろう。世界中の国や企業や人々が多様なつながりを増やし、影響を及ぼしあう。そんな時代だ。

　国と国のエゴはぶつかり合うが、過去のどの時代とも違うのは、狭くなった地球の命運を考えずして、どの国も「国益を守る」ことができなくなることだ。目先の国益を考えて領土や資源を奪い合ったり、生態系を破壊したりしていれば、自分の首を絞めてしまう。

　実は、そんな時代は日本の特性を生かすチャンスでもある。もともと資源が乏しい中で苦労や工夫を重ね、通商国家として富を築いてきた国だからだ。

　それなら、いっそ日本は「地球貢献国家」を目指すのがよい。

　　　×　　　　×

　地球貢献国家。地球大のさまざまな課題をしっかり考え、国際社会に率先して貢献する。それを通じて日本の国益を確保する。上の図がその全体像だ。

　経済大国を任じてきた日本も、中国やインドの急成長でパワーは相対的に小さくなりつつある。だが、危機感を募らせて狭い国益にこだわるなら、逆に影響力がしぼんでしまう。実りは少ない。

　むしろ日本は、多くの国が利益を共有できる「国際公益」の広がりを求め、そこから生まれた成果を享受していく方が賢い道だ。

　日本が得意とするエネルギーの「効率利用」を中国、インドなどに広めれば、人々に喜ばれ、地球環境にも貢献する。日本のビジネスチャンスも膨らむ。

　内戦などで破綻（はたん）した国では「法の支配」が壊れる。テロや麻薬、武器密売などの犯罪組織が拠点を置き、そこから脅威が世界に散らばる。感染症も広がりやすい。「法の支配」の定着が何よりであり、それには日本の働きが役立つ。

　途上国への援助を増やし、これから国際機関に日本人をどんどん送り込む。海外で活動するＮＧＯを応援し、国際公益を重んじる企業とも連携する。いわば「国際公益の世話役」を目指すのだ。

　アジアでは中国やインドの大国化が進み、北朝鮮は核実験もした。ナショナリズムも台頭する。きれいごとではすまない部分だが、煽（あお）られてはいけない。

　自衛隊と日米安保条約で安全を確保する。同時にアジアで争いがおきないよう、日米中の互恵関係や東アジア共同体づくりを進める。不信の構造化ではなく、「信頼の制度化」がアジアの共通利益であり、日本の国益でもある。日本の周辺諸国との領土問題も、そうした発想のもとで解決をはかっていく。

　世界のための「世話役」となるうえで大事なことがある。国連を軸に、問題解決に役立つ「国際公共財」を充実させ、効果的に使うことだ。集団安全保障や自由貿易、地球環境の保全、人道主義のための制度や機関、条約など。下の図にあるとおりである。

　これらを育てる世話役には、大国主義に陥らず「法の支配」を重んじる日本のような国こそふさわしい。「公共財」を組み合わせてうまく使いこなし、平和と経済発展の持続をめざす。それを日本外交の「Ｊブランド」としていきたい。

　　　×　　　　×

　そんな道を歩むうえで、日本国憲法は貴重な資産である。戦争への深い反省から日本は軍事に極めて抑制的な道を歩んできた。根底は国際主義を重んじる前文と、平和主義を打ち出した第９条だ。

　９条には、二度と侵略の愚を繰り返さないという宣言の意味がこもっている。とりわけアジアでは「９条を持つ国」の安心感が役に立つ。日米安保体制は大事だが、米国との距離をうまく保つうえでも、９条は有効な防波堤だ。９条を変えること、とくに自衛隊を名実ともに軍隊にすることは決して得策ではない。

　だが、憲法の下で自衛隊をきちんと位置づけることは望ましい。そのために、平和と安全保障に関する準憲法的な「基本法」を作ることを提案したい。自衛隊の基本的な性格・役割を明確にし、同時に歯止めをかけておくためだ。

　前文と９条の精神に基づいて専守防衛を貫き、他国の戦争に加勢する集団的自衛権は行使しない。唯一の被爆国として「非核」を貫く。文民統制も大事だ。そして、国連主導の国際的な平和構築活動には、軍隊を名乗らぬ自衛隊の持ち味を守り生かす形で参加していく。

　基本法はこれを柱にするのがよい。これは地球貢献にも通じることである。
国際公共財って何？　その使い方は？

■制度や条約で平和を手に入れる
　ここで言う国際公共財とは、資金や人材を出す主要国だけでなく、他の多くの国、人々も利益を受ける国際的制度や条約をさす。日本が国益と国際公益を同時に追求するには、国際公共財を上手に活用する必要がある。

　例えば、日本の安全にも世界の安定にも重要な核拡散防止では、ＮＰＴを生かして新たな核保有国の登場を防ぐ。同時に北朝鮮には６者協議で核廃棄を求めていく。

　国際テロでは、テロ防止関連条約の締結をより多くの国に促し、途上国での対策実施を日本が支援すれば、日本にも世界にもプラスになる。

　温暖化防止の条約を日本が守り、他国が歩調を合わせてくれれば、世界の多くの人々の暮らしを救うことになる。

　日本はこれまでにも多くの国際公共財で主要な役割を演じてきた。グローバル化が進む世界で国際公共財を増やし、その効用を高めることは、「地球貢献国家」として日本の大きな役割だ。
〈地球と人間〉
２．気候の安全保障
■「キョート」を地球保全の原点にする
	・地球の平均気温上昇を２度以下に抑える

・省資源社会のモデルを日本で実践し、世界に広める

・環境ビジネスの魅力を高め、米国や中国も温暖化防止に引き込む


　葵祭（あおいまつり）が近い５月初めの京都。におい立つような新緑に包まれた都大路を各国首脳の車が走る。どれもガソリンなしのエコカー。京都議定書発効１０年を記念する地球環境サミットだ――

　こんな２０１５年を思い描きながら、私たちは温暖化防止を戦略の中心におくことを提言したい。

　日本は戦争の深い反省、広島、長崎の被爆体験から、平和を希求する戦後の歩みを踏み出した。「ヒロシマ」は戦後日本の原点でもある。同様に、２１世紀日本の原点をこの議定書に置こう。「キョート」を、１００年をかけた地球保全の出発点とすべきだ。

　冷戦後、地球環境は国際政治の主要な議題になってきた。今日では「気候の安全保障」という言葉も聞かれる。なぜ、安全保障なのか。

　世界の科学者でつくる「気候変動に関する政府間パネル」の部会報告によると、石油などの化石エネルギーに依存する高成長社会が続けば、今世紀末の地球は２０世紀末より４度ほど暖かくなる。

　４度高くなると、どうなるか。

　地球の広い地域で深刻な水不足が起こり、穀物生産は減少する。生物種の４割以上が絶滅する。生態系が壊れ、感染症の分布地図が変わるなど、想像を超えた異変のリスクも高まる。

　お金に換算しても損害は甚大だ。英政府の「スターン報告」は、５～６度の気温上昇で世界の国内総生産（ＧＤＰ）は平均５～１０％の損失を被ると見積もる。さまざまな格差や対立が先鋭化し、地球全体が大混乱に陥りかねない。

　すさまじい脅威がそこまで迫っている。それからどう人々の安全を守るか。子や孫を守るか。戦争や核の脅威と同様、まさに安全保障の主要課題である。

　０８年から実施段階に入る京都議定書は、二酸化炭素（ＣＯ2）などの温室効果ガスの排出削減を先進国に義務づけた。ところが、世界のＣＯ2排出量（０３年）の２３％を占める最大排出国、米国が議定書を離脱している。１６％で２位の中国も、４％のインドも、途上国ということで義務を課されていない。

　この京都議定書の第１期が１２年に終わった後すぐ、後継の枠組みにつなげなければならない。いわゆる「ポスト京都」だ。１期より実効のある枠組みをめざして日本は主導的な役割を果たすべきだ。

　それにはまず、自らが温室効果ガスの「９０年比６％減」という義務を果たす。次に米国への働きかけだ。米国では州レベル、議会などに温暖化対策への機運が高まっている。この内圧を背景に、日本からも議定書への復帰を迫る。そのうえで中国やインドなどにも排出抑制の義務を担うよう促すべきだ。

　いま世界では、ＣＯ2を出さないという「脱炭素」が一つの経済価値を持ち始めている。各国の抑制策が強まり、排出量取引が広まれば、省エネなど「出さない」技術を備えることが経済競争力を支える重要な柱になってくるだろう。

　次世代の経済大国を目指す中国、インドにとっても、脱炭素をめぐる競争力は欠かせないはずだ。排出量の抑制義務を課されるのは重荷かもしれない。だが、長期的にはそれが自らの利益にもつながる。日本外交の説得力が問われる。

　１３年以降も京都議定書の精神を育て、より精緻（せいち）な枠組みをつくるべきだ。そのための会合を京都で開くなど、環境外交の発信拠点として「キョート」を活用したい。まずは、０８年のＧ８洞爺湖（とうやこ）サミットで先進国の結束を固めることだ。

　目指すべき目標として、気温上昇を２０世紀末に比べて「２度以内に抑える」ことを掲げよう。

　欧州連合（ＥＵ）は、上昇幅を工業化前に比べて２度（９０年に比べて約１.４度）以内にする独自の目標を示している。われわれがいう「２度以内」は非現実的な数字ではない。

　そのためには「脱炭素」にそって社会を組み替えていかねばならない。先進国と途上国とで取り組み方に違いはあろうが、基本は資源多消費型から節約型への移行である。日本が得意とする省エネ、自然エネルギー技術をもとにその設計図を描き、実行してみせたい。

　省エネはコストダウンにもなる。太陽光や風力などによる発電は、広大な国向きだ。中国やインドなどの関心を呼ぶに違いない。日本は技術を売るだけでなく、政府の途上国援助（ＯＤＡ）も活用しながら普及を後押しすべきだ。

　市場の力で脱炭素を進めることも大事だ。この面ではＥＵが先行する。排出量取引制度で発電所や製鉄所などに排出枠を割り振り、その枠を売買させている。米国の州にも同様の動きがある。

　脱炭素がカネになる社会をつくり、そのビジネスを促す。この世界的な潮流に沿って日本も省資源社会の構築や排出量取引制度を進め、中国、インドなどの途上国も加えていく。米国も、そこに広大なビジネスチャンスを見れば、むしろ進んで議定書に参加してくるだろう。

　世紀をまたぐ気候の安全保障では、価値観を地球大で転換させる外交が必要だ。日本はその先端を走っていきたい。

３．省エネ社会
■新技術を活用し、集中型から分散型へ
	・技術の潜在力を生かし、自然エネルギーの利用を拡大する

・天然ガスから水素エネルギーを得て、家庭や地域で発電・熱利用を進める

・日本の原発依存率は現状以下に抑えていく


　「温暖化を２度以内に」の目標を追求するなら、日本はエネルギー構造を大きく転換し、ＣＯ2排出を大幅に減らすモデル社会とならなくてはならない。

　そこでは、火力発電所や原子力発電所などの巨大施設で発電する集中型の従来方式を抑制し、分散型のエネルギーを増やす戦略が柱になる。

　ＣＯ2減らしに役立つ太陽光などのエネルギー源はパワーが小さめだ。これを積極活用するには地域や企業、家庭などの小さな単位で調達するスタイルの方が理にかなう。

　集中型は電力を量産できる半面、捨てている排熱なども大量だ。一方、分散型だと排熱を給湯や地域暖房などに使える利点もある。集中は効率が良く、分散は非効率とばかりはいえない。

　最も望ましい分散型は自然エネルギーだ。とくに太陽光発電は、日本が得意とする固体素子づくりの技術に支えられている。太陽光パネルは世界シェアの約半分を日本企業が占める。

　ところが０５年末、日本は太陽光発電の累積導入量でトップの座をドイツに奪われた。太陽光パネルをとりつける家庭への政府補助は、０５年度までで打ち切られた。政府はこの技術の潜在力をきちんと評価して、もっと国内外の市場にうって出る姿勢が必要ではないか。

　新エネルギー利用特別措置法は、電力会社に一定量の発電を自然エネルギーから得るよう義務づける。だが、１４年度の達成目標は１６０億キロワット時で、全発電量の１．６３％に過ぎない。

　これでは自然エネルギーの技術開発や普及は進むはずがない。達成目標を高め、助成措置や免税制度などの手法を総動員して、抜本的にテコ入れすべきだ。

　むろん、自然エネルギーが成長してエネルギー供給の柱になるには時間がかかる。それまでのＣＯ2削減を支えるのは省エネルギーだ。

　自然エネルギーと同様、省エネの威力もよく理解されていない面がある。

　国立環境研究所などの共同チームが最近まとめた「日本低炭素社会」のシナリオでは、省エネ技術の開発などによって、今世紀半ばには日本のエネルギー需要を４０～４５％減らせるという。

　驚くべき「パワー」ではないか。これとエネルギー源の転換を組み合わせれば５０年までに国内総生産（ＧＤＰ）を００年の１．５倍～２倍にしても、ＣＯ2の排出を７０％も削減できるという。

　最近、ノルウェーが５０年までにＣＯ2の排出をゼロにする方針を打ち出して話題になった。そこまではいかなくとも、日本も野心的な目標を掲げることができるはずだ。

　もう一つ、移行期の分散型エネルギーとして期待できるのは都市ガスなどの形で供給される天然ガスだ。燃やすだけでなく、水素ガスをとり出して燃料電池に使える。家庭やビルごとに発電でき、排熱は給湯などに生かせる。

　ＣＯ2は出るものの、火力発電と比べ約４割削減できるとされる。地域ごとに小さなエネルギー供給網を築けばよい。

　政府は、ＣＯ2抑制を一つの理由に「原子力立国」の旗を掲げる。現在の発電量に占める原子力の割合は約３割だが、「３０年以降も３０～４０％以上に」という。比重を増やす方向性だ。私たちは逆に、それ以下にと提言したい。

　なぜ原子力を抑制的にすべきなのか。日本では大規模な原子炉事故が起こっていないが、その危険性は無視できないからだ。廃棄物の処理にも困る。原子力施設の集中立地は、分権社会の潮流にもなじまない。あくまで過渡期の電力源であり、頼りすぎは好ましくない。分散型のエネルギーを増やし、その足らざる部分を補うという位置づけでいこう。

　集中から分散へ。これを省資源社会づくりの土台とすべきだ。

４．原子力と核

■核廃絶と温暖化防止の二兎を追うべきだ
	・ＮＰＴの堅持が原子力利用の大前提だ

・核廃絶をめざすことでこそ、核拡散防止に展望が開ける

・ＮＰＴに入らず核実験したインドへの原子力協力は問題が多い


　世界では今、日米欧の先進国で原発の増設計画が語られる一方で、アジアや中東などでも原発をつくりたいとの希望が増えている。暮らしや経済を支えるため、安定した電力がほしいのは理解できる。そして、もう一つの理由が地球温暖化対策としてである。

　やっかいなのは、原発には大事故の危険や廃棄物の問題がつきまとうと同時に、核兵器を持ちたいという政治指導者の野心とつながる場合があることだ。

　軍事転用は決して認めない。近隣国や国際社会が安心して見守れる平和利用に限定する。この原則を後回しにしては、温暖化防止どころの話ではない。

　適正な規模で原発を利用しつつ、同時に核軍縮・不拡散を進める。核廃絶と温暖化防止の二兎（にと）を追うべきである。

　冷戦終結で、米ソ核戦争の危険は遠のいた。だが、核が大きな脅威であることは変わらない。核のない世界を目指すという目標は追求していかねばならない。それには核不拡散条約（ＮＰＴ）を軸にした拡散防止体制を強めることだ。

　ＮＰＴは米国、ロシア、英国、フランス、中国の核保有を認め、それ以上には核を持つ国を広げないことを旨とする。この不平等性にもかかわらず大多数の国がＮＰＴを支持したのは（１）核保有国が増えれば世界が不安定になる（２）保有５カ国に核軍縮を誠実に交渉する義務を課した第６条に基づき、やがて核廃絶への道筋が描ける――と考えたからだ。

　そのＮＰＴへの信頼が近年、大きく揺らいでいる。インド、パキスタンはＮＰＴに加わらないまま９８年に核実験した。同じく未加盟のイスラエルは事実上の核保有国と言われる。加盟国でも、北朝鮮はＮＰＴを脱退して０６年に核実験をしたし、イランは疑惑が膨らんでいる。

　こんな穴を早くふさがなければならない。同時に、ＮＰＴへの信頼を回復するには核軍縮、つまり核のない世界に向けて近づいていく実績と実感が必要だ。保有５カ国の核を放置せず、具体的な削減を迫っていくべきだ。

　そもそも、核兵器への依存には限界が見えてきている。米国の国務長官をつとめたヘンリー・キッシンジャー、ジョージ・シュルツ両氏らが今年１月、連名で「核兵器のない世界を」との提言を発表した。

　今後、核が拡散していけば、核の存在がかえって米国や世界の安全を脅かす恐れがある。核を廃絶した方が国益にかなう。そんな考えから、資料１のような提案を示した。

　核による抑止論の主唱者でもあったキッシンジャー氏らの方向転換は、時代の変化を象徴する。すぐに核兵器をなくせるわけではないが、提案の中身はすぐにでも着手すべきものばかりだ。

　日本の果たすべき役割は大きい。

　第一に、核保有国に大幅な軍縮を促すことだ。まず米ロが思い切って削減し、その後、英仏中などを加えて包括的な核軍縮に進む。

　米国の核の傘に入っている日本が、そんな働きかけをできるのかという疑問があるかもしれない。だが、被爆体験を持ち、非核を国是とする日本だからこそ、訴えが力を持つ。核への依存を減らせる地域的、国際的な安全保障制度を整えていくことも大事だ。

　第二は、濃縮ウランとプルトニウムをつくる施設の規制だ。ウランについては、国際的な核燃料バンクを創設して安定供給を保証し、濃縮施設を持つ国を増やさない。プルトニウムを使用済み核燃料から取り出す再処理施設は、国際管理下に置くことを検討すべきだ。

　非核国で大規模な再処理施設を持つのは日本だけだ。独自のプルトニウム利用にこだわるのではなく、多国間の枠組みで核不拡散体制を強化する先導役を担っていくべきだろう。

　第三は、インドとの協力のあり方だ。米国は、ＮＰＴに入らない国とは原子力協力をしないのが原則だが、インドを例外扱いする方針である。民主主義国インドの経済成長を助け、同時に温暖化対策にも役立てようとの戦略だ。中国を意識してインドとの関係を緊密化する狙いもある。

　だが、ＮＰＴに背を向けたインドの核保有を認め、原子力分野で協力していくというなら、ＮＰＴの下での義務を受け入れた加盟国の不平等感はいっそう高まるだろう。核軍縮、核実験禁止などでインドから明確な約束がない限り、日本はインドへの原子力協力に賛同すべきではない。

　核と気候の脅威に立ち向かう。二兎を追うために、外交の腕を磨いていこう。
	資料１　キッシンジャー元米国務長官らが示した核廃絶への提案

	・核保有国の核戦力の規模を大幅に縮小させる。

・同盟国、友好国への配備を想定した米ロの戦術核兵器を廃絶する。

・米国での包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）の批准を達成するため、議会上院において超党派の議論を開始する。他の主要国の批准も促す。

・兵器用核分裂物質の生産を世界で全面的に停止する。

・新たな核保有国の誕生の要因となりかねない地域的対立や紛争の解決にもっと力を入れる。

・敵の核ミサイル発射の警報が鳴れば、数分のうちに報復発射できる冷戦時代の態勢が米ロで続いている。これを変更し、核兵器の偶発的な使用、政治指導者の指示によらない使用の危険性を減らす。


５．化石燃料

■省エネと消費国の連携で、石油危機を防ぐ
	・省エネは最良のエネルギー安全保障対策である

・産油国への投資と交流を広げ、結びつきを強くする

・石油、天然ガスを備蓄し、緊急時にアジアで融通し合う制度を整える


　波乱含みの中東情勢、原油価格の高騰、石油の権益確保に走る中国、資源大国として影響力を強めるロシア――。世界のエネルギー情勢を見渡すと、不安をかき立てられる動きが少なくない。

　石油供給の９割を中東地域に依存する日本は大丈夫なのか。石油資源の開発競争に後れをとってはならぬ。そんな議論もかまびすしい。

　エネルギー源をどのようにして確保していくか、長期的に考えるのは大事なことだ。だが、このところの世界の動きにいたずらに不安を募らせるのは得策ではない。

　たとえば、急成長する中国やインドの需要増が原油価格の高騰をもたらしたという見方がある。実際はどうか。国際エネルギー機関（ＩＥＡ）などの統計を見ると、ここ５年ぐらいで世界の石油需要が急に増え始めたという状況はない。

　投機的な資金が流れ込んだことが高騰を招いたと見るべきだろう。必要以上にあおられてはいけない。

　　　　◇

　将来の石油危機を避ける最良の戦略がある。省エネを徹底して、消費量を抑えていくことだ。省エネで節約すれば、その分の油田を日本で掘り当てたのと同じようなものだ。７０年代のオイルショック後、日本経済は世界でもトップクラスの省エネ構造に転換したが、さらに挑戦を続ける必要がある。

　石油への依存を少なくすれば、それだけ危機に強くなる。日本発で省エネが世界に広がれば、全体のエネルギー需要を抑えられるし、温暖化防止にも役立つ。

　危機に備えて、日本が独自に石油を採掘する自主開発を増やそうという声が高まっている。「日の丸油田」の象徴だった国策会社のアラビア石油が００年以降、中東での採掘権を相次いで失ったことも背景にあってのことだ。

　そうした供給源を持つことに意味はあるけれど、それほどの量が期待できるわけではない。それに危機が起きた時、遠く中東やアフリカ沖、カスピ海などから実際に「日の丸原油」が日本まで届くという保証はない。

　ここは自主開発の発想を変えて考えていきたい。日本の資金で石油を掘るという狭い意味にとらわれず、産油国への投資、交流の拡大と広く位置づけるのだ。

　省エネや石化プラントの共同事業、人材開発支援など、油田開発以外にも協力の分野はたくさんある。日本の資本と技術を、現地の経済や労働力、そして石油に強く結びつけていく。

　産油国側にも感謝されるし、そうした結びつきを通じて、いざという時に頼りにできる関係を築いておく。油が出るか出ないか分からないプロジェクトに、次々と国家資金を投入するのは無駄が多すぎる。費用対効果をきちんと吟味しなければならない。

　日本には現在、政府と民間施設を合わせて半年分ほどの備蓄がある。中東から石油を運ぶタンカーの大半は、ペルシャ湾の出入り口であるホルムズ海峡を通過するが、これまでの紛争でも数カ月以上に及ぶ輸送の中断はなかった。

　これをさらに発展させて、中国や韓国などアジアの消費国にも備蓄を促し、足りなくなった時には融通し合う仕組みを整備すべきだ。

　共存共助の仕組みづくりは、地域協力を広げる格好の舞台になる。東シナ海での中国との権益争いなども、そんな取り組みのなかで解決策を見いだしていく。

　　　　◇

　天然ガスをもっと使うようにすべきだ。石油より環境への影響が小さいし、供給国も地理的に偏っていないので、特定地域に依存するというデメリットが少なくてすむ。

　ここでも、アジア諸国と協力できる。日本は液化天然ガス（ＬＮＧ）の技術が得意だから、それをテコにたとえば多国間でＬＮＧ備蓄基地をつくり、互いに融通する。石油と同様に、アジアの安定と地域協力、日本の国益に役立つ。

　欧州のように、ガス・パイプライン網を張り巡らせることで相互依存を強めれば、多国間のエネルギー安保にもつながるだろう。

　経済発展の著しいアジアでは、将来のエネルギー不足が深刻になるのではないかと心配されている。それを逆に利用して地域の連携を強め、安定と発展の土台を固める。そうした協議の場づくりを日本がリードしたい。

　消費国側が協調すればその分、産出国側に石油、天然ガスの価格、供給量の決定権を握られるリスクを減らせる。その戦略的視点も忘れてはならない。この地域のエネルギー大国であるロシアにも、建設的な参加を促していくべきだ。

６．食料の安全保障

■貿易協定に日本への優先的供給義務づける条項を
	・豪州やカナダとのＦＴＡなどで、食料の優先的供給を定める

・バイオ燃料にも力を入れ、食料の不足時には作物を食用に向ける

・地球規模の食料安定供給を考え、持続可能な農業、漁業を支援する


　食料をめぐる世界の情勢が大きく変わろうとしている。地球全体で人口が増え、中国やインドなどの人口大国が経済発展を背景に食欲をましている。地球温暖化による干害なども心配だ。

　そのうえに、農作物からつくるバイオ燃料のブームだ。原油価格の高騰によって、サトウキビやトウモロコシからエタノールを精製してガソリンに混ぜたり、大豆油やヤシ油をディーゼル用に使ったりするのが盛んになってきた。「食料品店とガソリンスタンドが同じ作物を奪い合う時代」になったのである。

　目を海に転じると、漁業資源の乱獲と世界的な魚の消費拡大によって、日本が国際市場の競りで「買い負ける」事態も起きている。

　こうした状況のなかで深刻な天候異変や戦争が発生すれば、食べ物を安定して確保するのが難しくなる。どの国にとっても「食料の安全保障」は、これまで以上の課題になっている。

　政府は「不測時の食料安全保障マニュアル」をつくり、レベル０（不測事態が予測される）からレベル２（１人１日２０００キロカロリーが維持できない事態）まで、深刻度に応じた対策を考えている。その中心は、現在は４０％の食料自給率をさらに高めることだ。

　　　　◇

　しかし世界の食料事情をみれば、地球規模で食料の安定を考える必要がある。とくに海外への依存度が高い日本は、輸入なしには生きていけない。まず輸入を確保するのが課題だ。自給率にこだわらない総合的な食料の安全保障戦略、これこそがいま問われているのだ。

　日本と同じように外国依存度が高いスイスが食料不足時の対策として優先するのは「貿易の強化」だ。国内や欧州大陸での危機を想定して、そこ以外からの輸入でしのぐことを考えている。

　日本も、海外からの供給を確保するためには、豪州やカナダなど農産物の輸出国との間で、自由貿易協定（ＦＴＡ）や経済連携協定（ＥＰＡ）を結び、日本への優先的な供給を義務づける食料安保条項を盛り込むべきだ。

　途上国の「持続可能な農業」を支えることも、世界的な不足を防ぐ助けになる。政府の途上国援助（ＯＤＡ）などを活用して、農業の基盤や技術を支援したり、用水を確保したりする。世界貿易機関（ＷＴＯ）の貿易交渉を推進して、途上国が農産物を輸出しやすい環境をつくることが大事だ。

　もちろん日本の自給率を高めることも大切だ。それには、農業経営に意欲のある個人や法人が農業に参入しやすくなるよう、新しい目で基盤を整えることが欠かせない。農地の長期貸借権を認め、農地の保有と利用を分ける仕組みをつくるなど大胆な改革が求められる。

　バイオ燃料にも積極的に取り組むべきだ。石油のような化石燃料と違って、燃やしても新たに二酸化炭素をふやすわけではないので、効率的に進めれば地球温暖化の対策にもなる。食料が不足した場合には食用に回すこともできる。

　コメの多収穫品種を開発し、転作地や耕作放棄地で燃料用を栽培する。ガソリン税の免除や転作奨励金も併用して、採算にのせる道を探りたい。

　ただ、バイオ燃料ブームは、最貧国に食料が回らなくなったり、熱帯雨林が耕作のため破壊されたりする危険もある。国際的な監視の枠組みが必要だ。

　　　　◇

　水産資源については、乱獲が心配されるようになったマグロなどで、国際的な資源管理に積極的に参画し、「持続可能な漁業」をめざす。

　沿岸、沖合漁業でも、乱獲による資源の枯渇が現実になっている。それについて民間のシンクタンク、日本経済調査協議会が提言している。排他的経済水域の水産物はいま、先に得た人のものになる「無主物占有」とされているが、「国民共有の財産」と位置づけるべきだ、という。共有財産とみて、国が積極的な資源管理に乗り出す時期にきている。

　日本の国土は狭いが、２００カイリの排他的経済水域は世界６位の広さがある。スシだけでなく日本の魚文化は世界に誇れる。この恵まれた条件を生かすべきだ。

　終戦直後の食料難を覚えている世代はしだいに数少なくなってきた。しかし、「２１世紀は飢餓の世紀」（レスター・ブラウン氏）という警告を、世界は忘れてはならない。

７．アフリカ支援

■置き去りにすれば、問題が世界に拡散する
	・ＯＤＡを思い切ってふり向ける

・熱帯農業支援では東南アジアの力を借りて「三角協力」を進める

・将来の投資機会を見込んで、産業育成を支援する


　驚くような数字がいくつもある。

　アフリカで暮らす約９億人のうち、１日１ドル未満のお金で暮らす人が全体の４６％を占める＝資料２。平均寿命は４６歳。日本なら働き盛りの世代だ。世界のエイズウイルス感染者の６６％が集中する。
　内戦や紛争が絶えず、国連の平和維持活動（ＰＫＯ）経費の７割強がアフリカ向けだ。世界の難民・避難民の４分の１がこの大陸に暮らす。

　この未曽有の人道危機に、もっと目を向けるべきだ。同時に、アフリカで持続可能な平和や開発を定着させないと、どんな地球規模の問題も解決がおぼつかないことを忘れてはならない。

　感染症の防止、生態系の保全、小型武器の規制、テロ防止策などなど。どれをとってみても、アフリカを置き去りにすれば、やがてアフリカから問題が世界に拡散する。

　国連や主要国首脳会議などでも、アフリカ支援はいつも最優先課題の一つに位置づけられる。アフリカの苦難は、かつての欧州などによる植民地支配と無縁ではないだろう。だが、内戦や独裁などで国家が破綻（はたん）し、人道危機が広まったのはそんなに古い話ではない。「同時代の危機」という認識を共有したい。
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資料２


　　　　◇

　日本は、平和の定着、人間中心の開発、経済成長を通じた貧困削減の３本柱を中心に、国連機関とも協力しながら、アフリカ支援を進めてきた。９３年以来、５年ごとに東京にアフリカ首脳を招くアフリカ開発会議がその象徴である。

　問題なのは、政府の途上国援助（ＯＤＡ）がしぼんできたことだ。とくに開発の遅れているサハラ砂漠以南のアフリカをみると、００年には７カ国で日本が最大の援助国だったが、０４年にはどの国でも２位以下になった。

　国連安保理の常任理事国入りを目指す日本が、ＯＤＡを口実に「票集め」をしているのではないか、との疑念が聞かれる。常任理事国入りが頓挫したあと、援助が減ったとなれば相手の信頼を得ることはできない。

　今後、アジアではＯＤＡ対象国から卒業する国が増えていく。日本はそこも見越して、アフリカへのＯＤＡの比重を思い切って高めるべきだ。

　援助の工夫も進めたい。農業支援では、日本の国際協力機構（ＪＩＣＡ）が、タイ政府の農業専門家と一緒にアフリカで技術協力を進めた経験がある。東南アジア諸国の方が熱帯農業を熟知し、人材も多い。日本の援助資金でアジアの経験をアフリカで生かす「三角協力」も、有効な手段となる。

　　　　◇

　アフリカは将来、大きな市場になる可能性を秘めている。なのにアフリカ向けの世界の総投資額のうち、日本はわずか１％を占めるのみだ。

　平和が定着し、成長しはじめた国も少なくない。アフリカの経済成長率は０４年以降は５％前後で推移している。こうした安定と成長の芽を伸ばすために、日本は得意とする産業の育成支援で持ち味を発揮すべきだ。

　中国はエネルギー資源戦略の一環として、アフリカ諸国との関係を強めようとしている。しかし、強権体制を助けるような援助や武器供与は真の発展にはつながらない。日本はこんなことで競うべきではない。農業や産業インフラの整備、医療・保健などの分野での支援こそが役立つと確信して進むべきだ。

　地元や日本、さらには他の援助国のＮＧＯとの協働作業も欠かせない。地味ではあっても、アフリカの地で効果をあげ、人々の信頼を得るために、援助の王道を歩みたい。

〈グローバル化とアジア・イスラム〉
グローバリゼーションを活用する
８．経済のグローバル化

■弊害と向き合い、上手に果実を増やす
	・富を増やしながら、格差拡大を防ぐ手立てを整える

・ＷＴＯを大事にし、自由貿易の利益を途上国にも

・日本は構造改革を進め、農産物の市場を開放する


　地球が狭くなった。商品をつくる、資金を動かす、労働の担い手が国境を越える。人間の経済活動がより広く、より速くなった。

　世界市場で、企業どうし、国どうしの競争が激しさを増した。お互いの経済依存が深まり、ある国で起きた危機が瞬く間に他国へ波及する。国の安全保障や国益は、もはやグローバル化する経済を抜きには語れない。

　グローバル経済の進展には日本の企業が大きな役割を演じている。トヨタ自動車が本格的な海外生産に乗り出したのは８４年のことだ。その米国工場のオープンからわずか２０年あまりで、海外の工場は２７カ国・地域、５２カ所に広がった。

　近年は東南アジアや中国などアジアへの直接投資が急増している。エンジンをはじめ部品を各国でつくって集め、完成車に組み立てる一貫した生産体制づくりがアジアで進む。販売会社や研究開発拠点もついていく。

　米欧への進出は貿易摩擦を避けるためだったが、アジアの場合は違う。８０年代半ばの急激な円高で、労賃が安い途上国へ目が向いたのだ。生産が軌道に乗れば雇用が増えるし、技術も伝わる。
　うまくいくと、グローバル経済は現代の「打ち出の小槌（こづち）」になる。
　躍動の時代は１９世紀後半から２０世紀はじめにかけてもみられたが、舞台は産業革命発祥の地・ヨーロッパと新大陸・アメリカに限られていた。１９８０年代から始まった現代のそれは、アジアの台頭が最大の特徴だ。

　８０年代の米国や英国の政権は市場の働きを最大限に使い、各国に市場開放を求める新自由主義の政策をとった。これが社会主義の崩壊と重なって世界へ広まり多国籍企業の活動を刺激して、グローバル化を加速させてきた＝資料３。

　経済成長と豊かな国民生活を運んでくれるはずのグローバル経済は、しかし、内側に弱さも抱えている。

　世界銀行が０２年にまとめたリポートはこう指摘した。「発展途上国は、グローバル化して貧困が急速に減っている国と、グローバル化せずに貧困が深刻化している国に分かれてしまった」

　波に乗ることができた中国やインドの人口３０億人に対し、乗れなかったのはアフリカや南米の２０億人。後者の国々は希望をもてないでいる＝資料２。
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　国どうしの格差だけではない。国内で所得格差が拡大した原因をグローバル経済に求める声も大きい。
　困ったことに、自由貿易のリーダーを自任する米国で反感が強まっている。途上国の低賃金でつくった商品が流入して自分たちの賃金を下げ、失業をもたらすというのである。

　欧州では、アフリカや中東からの移民の増大が重荷になりつつある。一方で、世界経済への統合で貧困を脱しようとしている中国でも、格差の是正が政府の大きな課題になっている。

　世界市場での競争は勝者と敗者をはっきりさせてしまう。また、地球環境や伝統的な文化といった、経済の尺度で測れない価値には無頓着になりがちだ。市場原理をすみずみまで行き渡らせればこうした問題もすべて解決する、という考え方は説得力をもたない。

　　　　◇

　だからといって、グローバル化をせき止めようとすればどうなるか。前回のグローバル化は世界大戦と大恐慌によってストップし、政府が市場に極限まで介入する統制経済やブロック化へと逆流した。先進国が豊かさを守るため、途上国への門戸を閉ざすことは許されない。

　自由な市場経済は強力で、ときに暴走する。それを抑える統治の力があってこそ、グローバル経済は豊かな果実を実らせてくれる。世界貿易機関（ＷＴＯ）が進めている貿易交渉を生き返らせることが、その試金石となる。

　自国の都合だけでなく相手の利益も考えながら、譲りあって国際経済の新しいルールを築いていく。そうした努力は、国際政治の面でも平和と安定の基盤をより確かなものとするだろう。

　一番いけないのは、先進国が保護主義に走ることだ。先進国が農産物の保護を続ければ、一次産品しか輸出するものがない途上国は貿易の恩恵を受けることができなくなる。

　日本はどうして農産物市場を途上国へ開放しないのか。非難の声がアジアをはじめ途上国に広がっている。

　高い関税で農家を守るのではなく、経営が難しい場合は所得を補償する政策が始まった。もとより米国のように広大な土地での農業と太刀打ちはできない。コストを下げ競争力をつける改革を進めながら、財政支援で日本農業をどこまで守るのか、冷静な議論が求められる。

　働く人材を世界に求めることも欠かせない。受け入れ人数を増やし、専門職だけでなく幅広く受け入れる態勢づくりを急ぎたい。外国資本の導入も、他の先進国にくらべて少なすぎる。

　わが国は人口が減り始め、世界一のスピードで高齢化が進む。グローバル経済の活力を取り込んで、世界の国々とともに成長する以外にない。とかく内向きの姿勢を思い切って変えることだ。

　同時に、国内で広がってきた格差の問題に取り組まなくてはならない。とくに若い世代で失業率が高止まりし、所得の格差が大きくなっている。

　富が過度に集中するのを防いで所得を再分配する一方で、途上国の人より質の高い仕事ができるように教育と訓練を施す。そこに力を入れるべきだ。

　「格差」に国民が敏感になっているのは、構造改革により既得権益が揺らいできた表れでもある。改革の加速こそが未来を切り開くことを忘れてはならない。

９．通貨の安定

■アジア版「ユーロ」を遠くに見据える
	・グローバル化に適した金融・通貨の安定化戦略を練る

・アジア通貨危機の再来を防ぐ地域協力を発展させる

・ユーロにならい、アジア共通通貨の創設を将来目標にする


　グローバルな経済拡大をおびやかす最大の要因は通貨と金融の危機である。

　巨額の資金が、短期間での利益を求めて世界中の市場を大移動している。世界的なカネあまりや金融の自由化、情報技術革命によって、その資金量は急拡大し、飛び回る速度も激しさを増した。機関投資家や富裕層のカネを集めたヘッジファンドはその代表だ。

　資金がなだれをうって逃げ出したら、その国の市場も経済もマヒしてしまう。混乱を防ぐ仕組みをつくらなければならない。１０年前の危機を教訓に、アジアでその取り組みが始まっている。

　９７年にタイが震源地となった通貨危機はインドネシア、韓国、マレーシアなどアジア５カ国に波及し、翌９８年にかけ全世界を金融不安に陥れた。

　タイは通貨バーツを米ドルに連動させて為替変動のリスクを避けつつ、海外から資本を取り込んで輸出産業を育て経済発展をはかっていた。ところが、景気過熱で発生したバブルが崩壊して、銀行が大量の不良債権を抱え込んだ。

　運用していたお金が危ないとみた海外投資家が、いっせいに資金を引き揚げたのだ。バーツ相場も株式も暴落し、生産も落ち込んで経済危機に発展した。

　安全網づくりは日本が中心となって始まった。「チェンマイ・イニシアチブ」がそれである。

　東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）１０カ国と日本、中国、韓国が００年に合意したもので、危機のときには二国間でお互いの通貨を融通しあい、自国通貨を買い支える市場介入の資金にする。これまでは二国間の協定を重ねてきたが、これを発展させ、多国間であらかじめ資金を出し合ってプールしておく仕組みづくりをいま進めている。

　　　　◇

　プール資金を管理運営する組織を整備すれば、これはもう国際通貨基金（ＩＭＦ）のアジア版といえる。アジア通貨基金構想は１０年前の危機直後にもあったが、米国などの反対で挫折した。今回こそは実現させたい。

　以上は危機が起きてしまったときの沈静化策だが、アジアの為替相場を安定させて危機を起こさせないことはいっそう重要だ。域内での貿易や投資をさらに伸ばし経済を発展させるには、安定した為替レートが基盤となる。

　安定策のひとつがアジア通貨単位（ＡＣＵ）である。ＡＳＥＡＮと日中韓の財務大臣会合で０６年、ＡＣＵづくりを研究することが決まった。

　各国の通貨を経済規模や貿易量を考慮して加重平均した仮想の通貨で、各国の為替変動を測る指標となる。各国の為替レートをこれに連動させると、域内の為替変動がなくなっていく。欧州連合（ＥＵ）はこうしたやり方をへて、ついに単一通貨ユーロを誕生させた。米ドルの一極支配は崩れつつある。

　アジアでは、中国のようにまだ資本が自由化されていない国がある。各国の経済発展の差も大きい。各国通貨の比重を決めるのは、政治的なメンツがからんで難航することだろう。

　だが、焦ることはない。欧州では戦後に共同体づくりを始めてからユーロ誕生まで、半世紀かかっている。アジアにもユーロのような通貨が誕生するとして、数十年先の話だろう。

　遠い将来の目標は、いわば羅針盤だ。それをにらみながら連携を一歩ずつ進め、国際的に開かれた金融市場・為替市場を整備していくことが大切だ。

１０．東アジア共同体

■開かれた統合にし、アメリカとも連携する
	・二国間、地域間の経済統合は、果実が多いので推進する

・東アジアの統合は貿易、環境など、分野ごとの連携から

・米国との自由貿易も進め、東アジアを閉鎖的「砦」にしない


　日本政府は９０年代末に通商政策を転換した。世界中の国々とともに自由貿易を推進していく立場にこだわらず、特定の国や地域との連携も強める。二正面作戦に切り替えたのだ。資源小国の日本は貿易を通じて豊かな生活を築いてきたが、潮流の変化に乗り遅れてはいけない。そんな焦りが背中を押した。

　世界貿易機関（ＷＴＯ）の多国間交渉は、途上国の不満や「ノーモアＷＴＯ」を掲げる反グローバリゼーション運動の高まりで低迷が続いていた。それを横目に、欧州連合（ＥＵ）や北米自由貿易協定（ＮＡＦＴＡ）といった地域の経済統合が着々と成果をあげていた。

　戦後世界の理想がグローバルな多国間貿易の拡大だとするなら、地域統合はそれを促進するステップなのか、それとも戦前の誤りを繰り返してしまう「躓（つまず）きの石」なのか。議論はともかく、参加しないことのデメリットが大きすぎる。

　そんな思惑から、二国間や地域間で自由貿易協定（ＦＴＡ）を結ぶ動きはとどまるところを知らない。
	日本のＦＴＡ（ＥＰＡ）

	発効済みまたは署名済み
	シンガポール、メキシコ、マレーシア、フィリピン、チリ、タイ
	

	大筋で合意
	インドネシア、ブルネイ
	

	交渉中または交渉開始で合意
	ＡＳＥＡＮ全体、インド、豪州、スイス、ベトナム、湾岸協力会議（ＧＣＣ）、韓国
	


０７年４月現在

　先行した欧米に追いつこうと連携のネットワークが乱立するのが東アジアである。とりわけ９７年の経済危機をきっかけに東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）＋日中韓の首脳会議が発足し、「東アジア共同体」構想を探るまでになった。

　この地域のいっそうの経済発展をはかり、ともに成長するために日本は何をするべきなのか。いま問われているのはそのことである＝資料４。

　　　　◇

　東アジアは、ＥＵのように初めから統合の意思をもって結ばれたのではない。日本の積極的な投資が呼び水となってＡＳＥＡＮや中国が経済発展を始め、地域経済のまとまりができあがってきた。

　貿易、投資に限らず、地球環境保護やエネルギー協力、感染症対策といったそれぞれの分野で、着実に協力の網の目をつくっていく。日本は市場開放や技術の移転、人材育成などで、その先頭に立たなければならない。

　ネットワークの空白地帯になっている日中韓の経済連携も急がなければならない。中国を地域にしっかりと組み込み、東アジア全体の繁栄の土台にするためにそれが欠かせない。

　地域の経済協力に関心が高まっているのは、経済面の利害ばかりでない。地域の政治的なリーダーシップと切り離せない関係があるからだ。

　０６年秋のアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）で、ブッシュ米大統領が南米やロシアも加え２１カ国全域のＦＴＡを提唱したのは、それを物語る。中国と日本も別々の構想を打ち上げている。

　大事なのは仲間以外は排除する「砦（とりで）」をつくらないことだ。そのためにも日本は、同盟国・米国との経済対話を深める必要がある。

　日米間の自由貿易を含む経済連携協定（ＥＰＡ）の構想は、両国の経済界が待望している。難しいのは、コメなど日本の農産物市場の開放だ。しかし、米韓のＦＴＡ交渉が韓国のコメ問題を棚上げして妥結したのだから、日米も交渉に入らなければいけない。

　日米の経済連携は、互いの欠点を指摘し合い、制度や慣行を調和させることによって、ともに競争力を高めていくことが主眼だ。東アジアの地域主義を世界に開かれた経済統合につなぐため、太平洋を越えて貿易と投資を広げていきたい。

１１．アジア新秩序

■日米中の首脳会談を定例化しよう
	・「６者協議」を発展させ、北東アジア安定に向けた枠組みを

・韓国、ＡＳＥＡＮなどと連携し、大国の独断・独走に歯止めを

・歴史和解を確かなものにすることは、日本の安全保障問題だ


　「世界の成長センター」と呼ばれ続けるアジアはまた、多くの難問が集積している地域でもある。

　最も関心が向かうのは中国だ。生産工場として脚光を浴びてきたが、いまや巨大市場としての魅力も輝いている。その一方で一党独裁の危うさは消えないし、台湾問題もくすぶる。

　インドが台頭し、東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）も結束を強めながら存在感を増そうと狙っている。ダイナミックに変貌（へんぼう）するアジアにあって、日本はどんな針路をとるべきだろうか。

　戦略的に重要なのは、近い将来に国内総生産（ＧＤＰ）で世界の上位３カ国となる日米中が、これからどのような三角関係を描くかである。

　最近の大きな変化は、米中関係の深化だ。クリントン前大統領の時代、両国はかなり親密度を増した。ブッシュ時代に入って、いったん距離が開いたが、再び接近してきたという図式だ。

　それぞれの国益判断や政権の思惑があっての揺れではあるが、経済の結びつきは一貫して強まっている。政治や軍事の面で今後も曲折はあろうけれど、この土台を壊すのは双方にとってあまりに影響が大きすぎる。日本や東南アジアも大波をかぶることになる。

　米中の軸が太くなっていくのは、少なくとも長期的には間違いないだろう。

　これまで日本は、米中が対立すれば不安になり、接近すればしたで置いていかれることを心配した。米国は日中接近を警戒し、中国は日米同盟の強化に心穏やかではない。

　日米中の三角形を、そうした牽制（けんせい）の構図から、相互に依存し公正に競争し合う安定した構造に変えていきたい。

　たとえば、日米中が地域についてのビジョンを示し合い、率直に意見交換するために、３カ国の首脳、閣僚の会談を定例化していくべきだ。誤解を避ける装置になるし、中国が敏感に反応する台湾問題を先鋭化させないことにも役立つ。

　　　　◇

　中国は上海協力機構などを通じて、ロシアやインド、中央アジアとの関係を強めている。米国はインドに近づく。日本もインド、オーストラリア、中央アジアなどとの協力関係を広げようと動く。

　さまざまな模索があるのは当然だ。大事なのは孤立化や対抗、封じ込めといった対立の要素を持ち込まないことだ。そうでなければ地域の発展のダイナミズムは損なわれる。そこで日米中３首脳の定例会談が極めて有用になる。

　その際、日本は韓国やＡＳＥＡＮ、オーストラリアなどのミドルパワーと同じ目線の高さを持ったほうがいい。

　大国は時に覇権的になり、独善に走る。米中、そして台頭するインドが大国として身勝手に振る舞うことがあれば、日本はミドルパワー諸国の思いを体して意見し、代案を示す。ミドルパワーの応援を背に動いてこそ、日米中において日本の発言力は強まり、国益とも重なる。

　米国との同盟は不可欠の翼だ。同時にミドルパワー諸国との連携も、日本がアジアで羽ばたくための大切な翼である。

　こうしてアジアの未来を見るとき、とりわけ韓国との信頼を固めることが大切だ。隣国であり、同じ民主主義国であり、経済力もある。米国の同盟国でもある。共通するところの多い両国が協力しない手はない。日韓を絆（きずな）と呼ぶにふさわしいつながりに進化させていこう。

　朝鮮半島の平和と安定に向けた戦略も欠かすことはできない。

　北朝鮮の金正日総書記は、外に対する猜疑心（さいぎしん）に固まり、体制維持にきゅうきゅうとしている。そのための核でありミサイルである。外国人を拉致して身勝手な目的に利用してきた国でもある。

　だが、強引に体制を変える手だてがあるわけではない。まずは暴発を防ぎ、６者協議で核問題の解決に道を開く。拉致問題はその過程で、国交正常化などとも絡めながら解決していくしかあるまい。

　　　　◇

　同時に、６者協議という装置を北東アジアの安全保障を考える機構に発展させていくべきだ。地域的な安全保障機構がない北東アジアの空白を埋めたい。

　経済ばかりに目を奪われがちなアジアだが、安全保障はやはり重要だ。経済連携の広がりは相互依存を高めるけれど、交流が深まれば摩擦も増え、利害衝突も起きてくる。

　いまある枠組みでは、安保問題を話し合うＡＳＥＡＮ地域フォーラム（ＡＲＦ）を、予防外交や紛争解決の場に成長させていく知恵が必要だろう。

　ＡＳＥＡＮが作った東南アジア非核地帯条約には、核使用禁止を盛った付属議定書がある。日本も一役買って、米中など核保有５大国の議定書署名を実現できれば、地域の安心感もそれだけ増す。

　通商国家として目を向けるべき安保上の課題もある。マラッカ海峡の安全のため、沿岸諸国と日本の海上保安庁などが協力し、海賊対策を進める。不審船を識別するシステムをシーレーンの要所に日本の援助で配置し、情報を共有すれば、「国際公共財」として歓迎されよう。

　アジア諸国は国連の平和維持活動（ＰＫＯ）に積極的に参加している。「ＰＫＯセンター」をつくって共同訓練をし、実際の派遣でも協力を深めたい。その点では経験が豊かなカナダとの連携を図っていくことを考えてもいい。

　そうした地道な活動の積み重ねこそ、「信頼の制度化」につながる。また東アジア共同体の構想を育ててもいく。

　日本がアジアで積極的に活動するには、近隣国から信頼されることが前提だ。「過去」で足をすくわれては、未来に向けた戦略は成り立たない。その意味で「歴史問題」を抱え続けることは大変な安全保障問題でもある。近隣国との和解を戦略の真ん中に据えるべきだ。

１２．隣の巨人

■「開かれた中国」へ、法治と透明化を
	・「法の支配」の浸透を側面支援し、民主性が広がる機会とする

・さまざまな国際ルールへの参加を求め、情報公開を促していく

・公害病の対策で協力し、大勢の生命を救うことで信頼を深める


　アジアの安定のため、日本が先進国、民主主義国の立場から担うべき役割がある。そのひとつは、中国を開かれた国へと促し、相互信頼と協調を土台とする安定した地域秩序をつくることである。

　中国は中長期的に年平均で７％程度の経済成長を目指すが、その陰で貧富の格差や頻発する騒乱など多くの問題を抱えている。民主化を求める声もある。だが、それらが政治にどのような影響を与えるかは見通しにくい。当分は現体制が続くと想定するのが現実的だろう。

　日本にとっては、中国が混乱なく着実に民主化することが望ましい。紛争や内乱状態となって、改革開放が後退したり、軍の発言力が強まったりすると、地域が緊張する。

　　　　◇

　日本の戦略はどうあるべきか。中国は急速に変わりつつある一方で、なかなか変わらない部分もある。過大な期待や決めつけを排し、ねばり強くかかわっていく。これが基本である。

　具体的にはまず、中国が開かれた国になるよう「法治主義」「透明化」「国際ルールへの参加」を後押しすることだ。法の支配が浸透することや透明化が進むことで、徐々に民主主義の根が広がる。参加する国際ルールの分野が増えれば、世界との協調も深まることになる。

　たとえば、国際協力機構（ＪＩＣＡ）が、大開発をめぐる環境アセスメントに住民の声を反映させる制度を中国側に働きかけ、法制化された。定着するには時間が必要だろうが、政策に住民がかかわるという意識変革につながろう。

　透明化を働きかけたい第一の分野は軍事である。日本はもちろんだが、周辺諸国や欧米が疑心を持ち続ければ、国際社会が安定しない。それは中国にとっても利益ではない。隣国として日本が、信頼醸成を絡めつつ説得していきたい。

　さらに、感染症についての情報公開も急務だ。鳥インフルエンザが変異して、人同士で感染する新型インフルエンザが出てくることが心配されている。アジアで発生する可能性が高いという。

　新型肺炎ＳＡＲＳ流行の際に中国は情報を隠し、対応の遅れを招いた。これを繰り返させてはならない。世界保健機関（ＷＨＯ）や近隣国と連携して、中国の情報開示を確実なものにすべきだ。

　中国は資源獲得の目的もあってか、スーダンなどの独裁政権にも開発援助を供与し、てこ入れする結果になっている。独裁国家への援助を控える国際ルールを尊重してもらわねば困る。日本など各国がせっかく圧力をかけても、中国が抜け穴になってしまうからだ。

　こうした国際ルールへの参加を、さまざまな分野で働きかけていくべきだ。

　　　　◇

　だが、日本がこのような対中外交戦略を展開していくには、両国関係の安定が大前提になる。首脳の相互訪問や閣僚同士の対話を積み重ね、政治レベルで信頼感を高めなければならない。

　日中間には、歴史認識など国民感情に火がつきやすい微妙な問題がいくつもある。互いに言い分はあるにせよ、両国関係を安定させることの戦略的重要性を常に踏まえる必要がある。

　環境やエネルギー対策が日中協力の柱となりつつあるが、相互理解を深める努力の一環として、公害病についての協力を提案したい。環境汚染が深刻な中国には大勢の公害病患者がいる。「公害先進国」でもある日本は人道的立場からも、現状調査や治療に協力すべきだ。

　協働作業で被害者の命を守る姿が中国できちんと報道されれば、戦争に根ざす心の溝を埋める力ともなるだろう。

１３．イスラムとの付き合い

■「文明の対立」回避へ、日本の出番だ
	・西洋と異なる日本の発展を参考に、宗教と経済的発展の両立を

・テロ対策などで、宗教指導者との連携を密にする

・イスラム研究の態勢を強め、相互理解、人材育成を進める


　イスラム世界の人口は現在、約１３億だ。それが２０２５年に２０億近くになる。世界人口のほぼ４人にひとりがイスラムというわけだ。その割に、日本の針路や戦略を語る時に、その存在はほとんど視野に入っていない。

　石油資源が集中する中東だけではない。インドネシア、マレーシア、パキスタン、中央アジアなどでもイスラムが主要な宗教である。アジアとの関係強化もイスラム抜きには語れないのだ。

　イスラムの影響は経済分野でも広まりつつある。イスラムの戒律に基づく金融がその一例だ。コーランの教えが利息を禁じているため、銀行が投資家と共同で新規事業に資金を投じ、「収益」を分け合う。貿易・流通では、豚やアルコールの成分を食料品などから除くハラール認証制度が導入されている。

　イスラム世界では今、反米欧意識が広がっている。イラクやアフガニスタンへの攻撃に対する反発からだ。逆に、欧米では９．１１テロ以来、イスラム脅威論が強まっている。この意識のすれ違いは、時に「文明の対立」の様相さえ見せる。

　　　　◇

　日本はどう付き合っていけばいいのか。西洋とは異なる文化の下で発展してきた歴史を生かせば、より間口の広い戦略が描けるはずだ。

　日本の資産は、中東・イスラム世界が日本に抱く親近感と好意である。宗教的なぶつかり合いがなく、独自の近代化を達成したモデルとして、あこがれや敬意を向けてくれる。それは日本のソフトパワーに他ならない。

　イスラム世界では、いわゆる西欧化とは違う、独自の発展モデルを求める空気が強い。イスラム独特の価値観や伝統への回帰志向が背景にある。一方で、民主化の遅れ、政治腐敗、貧富の差の拡大、失業問題、女性の社会参加の遅れ、人権侵害など様々な問題を抱える。

　だからこそ、日本の出番だ。技術移転や人材育成などの協力を通じて、産業化の基盤となる内発的な改革を助言し、支援するパートナーとなりたい。

　テロに走る過激派を支持する温床になっているのは、貧困や失業などの社会問題だ。イスラム社会の近代化を手助けしてそうした根を断っていくのは、テロとの戦いで日本が果たしうる重要な役割だろう。

　その時には、民衆に影響力を持つ穏健な宗教者とのつながりを重視したい。日本の支援をより生きたものにする。

　　　　◇

　日本が期待されているのは、非軍事の分野での協力である。日本がイラク開戦を支持し、自衛隊を派遣したことで、中東・イスラム世界の民衆に日本への不信感が広まった。対米配慮からイスラム世界への多国籍軍に自衛隊を出すのは、人道目的であってもマイナスが大きいことを認識すべきだ。

　その分、外交面での努力を強めたい。イスラム過激派の政権が誕生したパレスチナ、反米テロが激化するイラク、核開発疑惑を抱えるイランなど、いずれもイスラムと欧米の対立が底流で絡んでいる。日本が間に入って、打開策を引き出すような外交ができないか、真剣に模索すべきだ。

　それには外務省の態勢を見直す必要があるのではないか。日本の中東外交は対米外交の延長と揶揄（やゆ）されることがある。そんな評判をはねかえし、独自の国益判断を追求できる態勢を整備したい。

　現在、日本はパレスチナ自治政府への対応を在イスラエル日本大使館に担当させている。米国や主な欧州諸国はパレスチナ人が住む東エルサレムに領事部を置く。微妙な地域なのだから、日本も現地外交窓口を設置するなどきちんとした配慮を見せるべきだろう。

　イスラム世界との結び目を増やすには、日本国内で情報を集積し、研究する態勢を整えることが必要だ。イスラム研究の拠点となる国立研究所を設置することも一案ではないか。

　イスラム理解を国際化教育の柱のひとつとし、積極的にイスラム世界とつながれる人材を育てていくことも、未来への投資となる。

〈憲法９条と平和・安全保障〉
日米同盟を使いこなす。しなやかな発想
１４．日米安保

■国際公益にも生かし、価値を高める
	・米国との同盟と自衛隊で日本を守る

・９条との組み合わせこそが、政治の現実的な知恵である

・同盟の信頼関係をアジアの安定に役立てていく



　日本と米国との結びつきは、多くの人にとって空気のようなものかもしれない。存在して当たり前。その意味をあえて問うこともない。

　米国の文化は広く日本に浸透しているし、人間の交流も極めて厚い。貿易や金融、商業などでも、結びつきは強い。さまざまな利害の衝突はあるにせよ、米国と良好な関係が存在することが大前提になっている。

　この日米関係を支える重要な柱が安保条約、日米同盟である。

　冷戦時代、米国が率いる西側陣営の一員として日本がいたのもこの同盟が基礎にある。サミットができると、日本はメンバー国として招かれた。米国の主要同盟国の集まりでもあったのだ。

　同盟の効用は言うまでもない。いざという時に日本を一緒に守ってもらう。冷戦は終わったが、脅威がなくなったわけではない。攻撃に備えて、単独で軍備を整えるには法外な費用がかかる。そこを埋めてくれるのが米国だ。

　米軍がいるがゆえに、日本は過大な軍拡に走らない。周辺国にはそんな安心材料になっている面もある。

　日本は米国防衛の義務を負っていないが、それを「片務的」と呼んで批判するのは単純すぎる。日本はその代わりに多数の軍事基地や空域を米国に提供し、巨額の駐留経費を負担している。

　在日米軍や基地施設は、中東までにらんだ米国のアジア太平洋戦略にとって要石の重要性を持つ。地理的な条件や社会の安定度などを考えれば、日本以外の国でこれだけ貢献できるところはない。米国のメリットは計り知れないものがある。

　日本経済には米国市場へのアクセスは欠かせない。さらに、世界第１位と２位の経済大国が連携していることで、経済だけでなく、政治や外交面でも世界の安定感を高めているのは間違いない。日本の歴代政権が対米関係に最大級の優先順位を置いたのは、理解できることだ。

　しかし、悩みもある。米国のように圧倒的な軍事力、経済力を持つ国を同盟の相手に持つ場合、寄り添いすぎると相手に引きずられ、直接には関係のない紛争に巻き込まれる危険性がある。逆に距離を取りすぎると、いざという時に守ってもらえないという心配が出てくる。

　その微妙な間合いをとるのに役立ったのが憲法９条だった。「安保ただ乗り」との批判を浴びたこともあったが、憲法９条と日米安保、自衛隊の組み合わせによる成功戦略だったと言えよう。

　９・１１同時テロを受けて、米国の戦略は従来型の国家対国家の戦争への備えから、テロも念頭に置いたものへと幅が広がりつつある。その結果、米国が同盟国に求める役割も大きくなっている。

　その要請に、日本はどう応えるべきなのか。問題を整理しておきたい。

　わが国の防衛のためには米国に加勢してもらうし、周辺事態では後方支援で日本は米国に協力する。だが、軍事面での同盟は基本的にはここまでである。

　それを超える活動、地域については、あくまでも国連安保理の決議による国際安全保障の枠組みでのみ、自衛隊は参加する。９条に基づく基本原則によることは言うまでもない。

　政治、外交の面で日米協力が持つ意味は極めて大きい。アジアの平和と安定のため、あるいは核不拡散やテロ対策などで米国の政策と共同歩調をとることは、国際社会を望ましい方向に導くことになるし、日本の影響力を高めもする。

　国際公益を高めるような米国の政策には、積極的に応じるべきだし、日本側から協力を求めることももっとあっていい。そうした意味で日米戦略対話は現在より緊密にしていきたい。

　同時に、同盟国であってもすべての国益が一致するとは限らない。目的は同じでも、取るべき手段で意見が異なる場合もある。米国の要請にどう応えるかを考える時には、そうしたリアリズムを大切にしたい。

　過去の例をみても、必ずしも米国の政策が地球規模の安全保障につながるわけではない。時に、近視眼的な判断にとらわれることもある。同盟国だからこそ苦言を呈すべき局面もあるはずだ。

　いつでもイエスマンでなければ同盟が維持できないと思いこむのは、思考停止ではないか。そんな態度は、かえって同盟に対する日本国民の不信を招く。

　日本の国益を守り、国際公益を広めるために日米同盟を使いこなす。その方が日米にとって同盟の価値が高まる。自主性のある、したたかで、しなやかな発想を持つべきだ。
	資料５　憲法第９条

	　憲法第９条　日本国民は、正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希求し、国権の発動たる戦争と、武力による威嚇または武力の行使は、国際紛争を解決する手段としては、永久にこれを放棄する。

２　前項の目的を達するため、陸海空軍その他の戦力は、これを保持しない。国の交戦権は、これを認めない。


１５．自衛隊の海外派遣

■国連ＰＫＯに積極参加していく
	・自衛隊が参加できる国連ＰＫＯ任務の幅を広げる

・平和構築のための国際的部隊にも限定的に参加する

・多国籍軍については、安保理決議があっても戦闘中は不参加が原則



　憲法の前文（資料６）は、日本だけでなく、世界の人々が平和に暮らす権利を重くみた歴史的な宣言でもある。紛争のあった国の再建を手伝う「平和構築」は、前文の精神に沿うものだ。

　民族紛争、内戦などで疲弊、破綻（はたん）した国は、和平合意後も社会が不安定な場合が多い。暴力によらずに対立を解決していくためには、民主主義制度の整備や法の支配の確立が大きな鍵を握る。近年、国連主導で平和を持続し、国を再建していく「平和構築」が世界各地で進められてきたのはそのためだ。

　「平和構築」は第一に、そこで暮らす人々のために進める。だが同時に、国際的な安全保障での意味も大きい。内戦などで法の支配が崩れると、テロや麻薬、武器密売などの犯罪組織が拠点を置く。そこから脅威が世界に散らばり、「世界の弱点」となる恐れがある。対応策として「平和構築」を進める必要がある。

　「平和構築」には行政官やＮＧＯの人たちを含む文民の活動がふさわしい仕事が多い。だが中には、武器を持った実力部隊でないと危険な時期や場所もある。そこに自衛隊の出番がある。

　自衛隊の派遣は、日本にふさわしいものでなくてはならない。現地で歓迎され、実際に「平和構築」に役に立つ。あくまで憲法前文のような普遍的な理念に基づく派遣であって、「米国とのおつき合い」だけで海外に自衛隊を送るべきではない。そこで次のような諸点を前提に進めるべきだと考える。

　国連ＰＫＯは、紛争終了後の平和構築の柱である。だが、他の先進諸国に比べて、自衛隊の派遣件数はまだまだ少ない。日本の参加先をもっと増やし、任務の幅も広げるべきだ。

　日本は９２年に国連平和維持活動（ＰＫＯ）協力法を制定し、まずカンボジア復興で自衛隊を派遣した。その後もゴラン高原、東ティモールなどの国連ＰＫＯに参加してきた。これまでの参加は、紛争で壊された施設の復旧、医療活動などの人道復興、後方支援だった。

　０１年に同法は改正され、凍結されていた本体業務への参加が解除された。停戦や武装解除の監視、緩衝地帯での駐留、巡回などが本体業務にあたる。まだこの分野での参加例はないが、今後は協力していくのが適切だろう。

　安保理決議に基づき、厳密に規定された任務を進めていくうえでのやむを得ない発砲などは、犯罪を抑える警察の武器使用に近い。武力行使にあたるような使用を認めないのは言うまでもない。

　慎重に実績を重ねつつ、将来的には現在のＰＫＯ法では認めていない、国連や公的施設の警護などにも範囲を広げる道も探る。治安情勢や自衛隊の練度などを踏まえ、派遣の是非は個々のケースごとに決めるのは当然だろうし、さらにどんな条件が必要かを考えたい。

　同じ平和構築でも近年は、国連ＰＫＯではなく、国連安保理決議に基づく国際部隊が配置されるケースが増えている。治安の変化に臨機応変に対応する必要性などから、国連ではなく国際部隊に参加した国の現地司令官が指揮するものだ。ただ、任務の内容としては公共施設の復旧、医療活動など国連ＰＫＯとあまり変わらない内容のものも含んでいる。

　日本としても、こうした国際部隊について、国連ＰＫＯにおける後方支援に準じるものであれば、参加するケースがあってもいい。平和構築活動における日本の選択肢を広げるためだ。

　その場合、国会の事前承認、武力行使の禁止などの厳しい条件を設けるべきだ。政権転覆が目的の「有志連合」による攻撃など正統性を欠く行動、たとえばイラク戦争のようなものには決して加担しない。そうした戦争の後の平和構築にも基本的に参加しない。

　最後に、自衛隊は戦闘中の多国籍軍には後方支援であっても参加しない。この原則は今後も貫く。

　例外中の例外が考えられるとすれば、（１）誰の目にも明らかな国際法違反（領土の侵略など）があり、（２）明確な国連安保理決議に基づいて、国際社会が一致する形で集団安全保障（軍事的制裁）が実行され、（３）事案の性格上、日本の国益のためにも最低限の責任を果たす必要がある、といった要件をすべて満たす、極めてまれな場合でしかない。

　ただし、その場合でも、自衛隊が協力できるのは、憲法で許容される範囲内の後方支援に厳格に限定されるべきであり、国会の事前承認を大前提としなければならない。

　こうした枠組みの中で自衛隊が技量を発揮し、日本らしさをアピールしたい。
	資料６　憲法前文（抜粋）

	○われら（日本国民）は、平和を維持し、専制と隷従、圧迫と偏狭を地上から永遠に除去しようと努めている国際社会において、名誉ある地位を占めたいと思う

○われらは、全世界の国民が、ひとしく恐怖と欠乏から免れ、平和のうちに生存する権利を有することを確認する


１６．人間の安全保障

■憲法前文にぴったりの活躍を
	・国連・平和構築委員会の中軸国となる

・「法の支配」定着への支援をお家芸にする

・ＯＤＡを大幅に増やす



　一人ひとりの生命や生活を守る責務は本来、国家にある。しかし、紛争や経済危機に見舞われた国々の政府は国民を守る力を失う。そこで、外からの支援を通じて暴力や人権弾圧などの「恐怖」を絶ち、貧困に由来する食料や水、教育、医療の「欠乏」をなくしていく。

　こうして人間の生命、生活、人権を守っていく理念は「人間の安全保障」と呼ばれている。

　世界の人々の平和的生存権を重視した憲法前文にぴったり合致する理念だ。２１世紀の安全保障の柱になる考え方であり、地球貢献国家ニッポンとして「地球環境」と並ぶ二枚看板に据えたい。

　人間の安全保障において、「平和構築」は避けて通れない課題だ。自衛隊の海外派遣についての社説１５で記したように、平和構築は世界の弱点をなくしていくために不可欠な政策である。

　この面で日本がとるべき第一の戦略は、国連改革で新設された平和構築委員会（３１カ国で構成）の主軸となることである。紛争から脱したばかりの国が再び内戦に逆戻りするのを防ぐために、必要な措置を国連安全保障理事会に助言するのが主な仕事だ。手始めにシエラレオネとブルンジへの支援策の検討を始めた。

　平和構築で軍隊が必要なのは、息の長い支援プロセスでの一時期であり、全体としては民政支援が中心となる。まさに日本向きであり、日本が平和構築委のまとめ役で力を発揮していけば、安保理に一定の発言権を確保することも可能だ。ここで実績を積むことで、日本は「常任理事国」でなくても、いつも安保理に必要とされ、頼られる国になれるだろう。そこを足場に、将来の安保理改革を唱えればいい。

　第二の戦略は、民生分野での独自の支援策を広げることだ。とくに法律を整備する支援や警察・裁判所の再建など、「法の支配」の分野での支援に力を入れたい。

　カンボジアでは９１年の和平合意後、法律制度の整備が始まり、日本は検察官や裁判官、弁護士を派遣してきた。対話を重視する日本流の手法はカンボジア側の評価も高い。「法の支配」の再建は日本に頼もうとの希望が続出するくらいに、日本の得意技に育て、他にも広げたい。

　選挙監視や民族間の和解支援などでも日本は実績を重ねてきた。外務省は平和構築の専門家養成のための「寺子屋」をつくり、アジアからの参加者も受け入れる計画だ。日本の貢献が現地で見えるような人材育成制度にしていくべきだ。

　人間の安全保障では、人道主義を定着させていく努力も必須だ。人道に反する行為や武器を禁じたり、違反者を公正に裁いたりすることで再発を抑止していく必要がある。

　そのためにはオランダ・ハーグにある国際刑事裁判所（ＩＣＣ）の存在は重要だ。集団殺害や捕虜虐待など、紛争地で起きる非人道的な犯罪に目を光らせ、犯罪人を裁く。今秋に加盟する予定の日本は裁判官や検察官を含め、できるだけ多くの人材を派遣していきたい。

　ミドルパワーと呼ばれる欧州諸国やカナダは、国際的なＮＧＯのネットワークと連携して、人道主義に基づく条約づくりを進めてきた。対人地雷禁止条約も、ＩＣＣ設立条約もその成果だ。

　今はクラスター爆弾の禁止条約づくりも動いている。ミドルパワーとＮＧＯのコンビは、大国主導では実現しない国際公益の達成、それを具体化する条約づくりの原動力となっており、日本もより積極的にこうした新たな力と連携していくべきだ。

　紛争がもたらす「恐怖」の克服に加え、貧困に由来する「欠乏」を絶やすことも人間の安全保障の要諦（ようてい）だ。

　日本は政府の途上国援助（ＯＤＡ）を続け、国連活動を支援してきたが、近年は内向き志向が強まり、ＯＤＡや国連への拠出金を減らしている。

　貧困が放置されれば、目先の利益のために環境破壊が進んだり、医療の崩壊から感染症が爆発的に拡大したりする。何よりも「法の支配」への信頼が崩れる。貧困で苦しむ人たちを見て見ぬふりをすれば、私たちの良心も危機に陥る。

　それでいいはずがない。ＯＤＡを増やし、世界を良くする努力の先頭に立つ。人間の安全保障を通じて、そんな日本の行動する姿を示していきたい。
１７．９条の歴史的意義

■日本社会がつくりあげた資産
	・９条は、戦後の平和と繁栄の基盤である

・歴史を反省する、強いメッセージでもある

・軍事力での問題解決には限界があり、９条の価値を発展させるべきだ



　憲法９条に立つ戦後の平和主義は、最初からひとつのかたちに定まったものではなかった。焼け跡から日本を再建し、国際社会に復帰し、経済大国となる道を進む中で、私たち日本人がつくりあげ、定着させてきたものである。

　憲法が施行された６０年前、日本は米国を中心とする連合国軍に占領されていた。かつての帝国陸海軍はもはや存在しない。その意味では、９条は実質的には「敵国」日本の武装解除でもあり、現に軍隊が存在しないことの追認でもあったと言えよう。

　また、今日多くの歴史学者の研究が明らかにしているように、昭和天皇の戦犯訴追を免れるためにも、軍国主義復活の可能性を封じる９条を盛り込んだ憲法を急いでつくる政治的必要性があった。

　なるほど憲法９条の出発点では、このように様々な思惑や駆け引きがあった。だが、その後の日本社会の歩みを通じて、この９条を軸にして平和主義という新たな資産を作り上げてきたのである。

　９条を今日の視点でみると、大きく言えば四つの歴史的意義がある。

　第一に、日本が再び戦争に直接かかわるのを防いだことだ。むろん、日本を巻き込むような大戦争が起きなかった幸運があってのことだが、自衛隊が韓国軍のようにベトナム戦争へ派遣されることもなかったし、防衛費の規模も抑え気味にできた。

　６０年の間、この原則が貫かれたことで「戦争には加わらない国」「軍事力で何かを押しつけることはしない国」という、ユニークな平和ブランドを国際的に築くこともできた。

　第二に、９条のおかげで戦後社会から軍国主義がすみやかに姿を消したことだ。戦前のような軍事優先の価値観ははっきりと否定された。徴兵制もなければ、秘密の軍事裁判もなくなった。

　それは戦後社会における批判の自由の支えにもなった。「軍事」が幅をきかせた戦前・戦中の日本では、法案を審議中の国会で、説明員の軍幹部が議員を「黙れ」と一喝したり、軍を批判した議員が除名されたりしたことがあった。

　９条は「戦後日本の安全弁」である、と憲法学者の樋口陽一さんは言う。

　第三に、侵略戦争と植民地支配という負の歴史への、反省のメッセージとして９条は国際社会に受け止められた。あの過ちを繰り返さないという、国民の真摯（しんし）な思いが読み取れたからこそ、戦後の日本と日本人への信頼を取り戻すことができた。

　まだ過去の傷の癒えない人々が近隣諸国にいる。戦争や植民地を経験しなかった世代にも、記憶や歴史は引き継がれていく。９条でメッセージを発し続ける意味は今も失われない。

　第四に、国民に「非軍事」の持つ潜在力を考えさせる視点を提供した。

　２０世紀までの国際社会では、軍事力の持つパワーは圧倒的だった。しかし２１世紀に入るあたりから、そのパワーにはっきりと陰りが見え始めた。

　９・１１同時テロを思い起こしてほしい。カッターナイフだけを持った少数の実行犯がジェット機を乗っ取り、あれほどの大事件を引き起こした。国と国との争いに重点を置いた、伝統的な軍事力の考え方では対応できない事態だ。

　いま、米国の強大な軍事力をもってしてもイラクを治められない現実が、なによりもその限界を象徴している。

　テロや大量破壊兵器の拡散、感染症、地球環境問題などのように、軍事力では手に負えない課題が増えている。

　では、どうすればいいのか。

　軍事力の出番がなくなったわけでは決してないが、それだけでは解決できない。結局は、多様な外交手段を使い、対話や国際協調、多国間の約束などの枠組みの中で、ねばり強く解決を探っていくしかないのだ。

　９条が前文とともに打ち出した平和主義の理念は、２１世紀の今日を見通したような底力を持つ。

　私たちが提言した「地球貢献国家」も、そうした考え方に基づく。武力では対応できない脅威にどう立ち向かうか。そこで汗をかくことこそ憲法の理念を生かすことであり、２１世紀の日本が果たすべき役割なのではないか。

　社説１５と社説１６で国連の平和活動、「人間の安全保障」への積極的な参加を提言した。国連ＰＫＯにおいて、実力部隊として自衛隊が担う役割は小さくはない。だが、日本の主眼はあくまで非軍事の活動に置き、ＮＧＯや民間を含めた幅広いものにしていく。なぜなら、そこに時代の要請があると考えるからだ。

　軍事力の効用に限界が見えた世界で「国際公益の世話役」となり、地球と人間の現在、未来に貢献していく。そうした日本になるために、９条の理念は新しい力を与えてくれるに違いない。捨て去る理由はまったく見あたらない。

１８．９条改正の是非

■変えることのマイナスが大き過ぎる
	・改正すると、戦後日本の基本軸があいまいになる

・米国の単独行動主義への、大きな歯止めを失う

・９条は、「国際公益の世話役」としての日本への信頼の基盤になる



　憲法９条を改正し、集団的自衛権の行使などに制約のない普通の軍隊を持つ。改憲論もさまざまだが、最大のポイントはここにあるだろう。さて、日本の戦略として、この改憲はプラスなのかマイナスなのか。損得を吟味してみたい。

　改憲論者が主張する第一のプラスは、憲法と現実との「ねじれ」の解消である。９条で戦力の不保持をうたっているのに、現実には自衛隊が存在する。憲法の条文のままに現実が読めるようにすれば、自衛隊違憲論争に終止符を打てるし、防衛政策をめぐるさまざまな解釈をすっきりできる、というものだ。

　第二に、集団的自衛権の不行使とか、海外での武力不行使といった、９条から導き出された日本の防衛政策の原則をなくせば、米国との同盟をより確かなものにできる、という主張がある。

　第三に、軍を持つことは主権国家として当然の権利なのに、占領軍から９条を「押しつけられた」のだから、それをただす。そんな意見も聞かれる。

　護憲論からすると、こうしたプラスの多くはそのままマイナスに転じる。社説１７であげたように、戦後日本がつくりあげてきた「資産」を失うからだ。

　日本が米国の同盟国として、踏み込んで軍事的な役割を担うようになれば、米国がかかわる戦争に直接、関与せざるを得ない事態がでてこよう。それを受け入れる合意が国民の間にあるとはとても思えない。

　自衛隊が普通の軍隊と違うのは、集団的自衛権を行使せず、海外で武力行使しないといった原則を持つからだ。あの戦争への反省に立って打ち出した「不戦の誓い」を具体的に支えるものなのに、それを撤廃すれば、戦後日本の基本軸があいまいになる。周辺国の不安を招き、地域の緊張要因になる恐れがある。

　さらに、社説１４で述べたように、９条は強大な同盟国・米国からの過大な要請をかわす盾の役割を果たしてきた。それがなくなった時、米国の政策に際限なく振り回される恐れはないか。

　歯止めや盾の役割は、政治が果たす。民主的に選ばれた国会、内閣がそのときどきの民意に基づいて判断していけばいい、という考え方もある。

　理屈はその通りかもしれない。だが、「外圧」という言葉に象徴される戦後の対米関係を考えた時、政治が本当にその役割を果たせるのか、心もとない。

　イラク派遣の時のことを思い出してほしい。小泉前首相が米国の判断を支持し、自衛隊を送ることまで決断した際、理由の一つとして強調したのが日米同盟だった。つまりは、米国の求めはむげにはできぬということだ。

　陸上自衛隊が無事に戻った時、前首相は胸を張った。戦闘に巻き込まれず、犠牲者も出さなかったと。そのことは良かった。だが、それは９条の原則と何とかつじつまを合わせようと、比較的安全な場所を選び、危険の少ない任務に専念した結果でもあった。

　９条に照らして疑問のある派遣だったが、実は９条に救われていたのだ。それがなければ、開戦の当初から米軍と戦闘正面に立ち、多くの犠牲者を出した英国のようになっていたかもしれない。

　日米同盟の安全装置としての９条のメリットは捨てがたい価値がある。

　そもそも、この６０年をかけて培ってきた日本の「平和ブランド」を手放す損失は大きすぎる。日本ほどの経済力を持ちながら、軍事に厳しく一線を画す。このユニークさは国際社会にも知られ、重要なソフトパワーになっている。それを生かしてこそ、「国際公益の世話役」として日本への信頼を築くことができる。

１９．自衛隊

■平和安保基本法で役割を位置づける
	・軍隊とはせず、集団的自衛権は行使しない

・国連安保理決議にもとづく平和構築活動に参加していく

・非核を徹底して貫き、文民統制をきちんと機能させる



　「陸海空軍その他の戦力は、これを保持しない」。憲法９条はこう定めているのに、自衛隊を持つことは違憲ではないのか。これが、自衛隊をめぐる長年の憲法論争の中核である。

　政府は「憲法は固有の権利としての自衛権は否定しておらず、必要最小限度の防衛力を持つことは禁止されていない」との解釈に立つ。

　自衛隊の歴史はすでに半世紀に及ぶ。激しい国会論戦や反自衛隊、反基地の市民運動などがあった。その一方で自衛隊の規模、役割は拡大していった。

　この相克の中で、自衛隊の装備や運用について厳しい制約を課す日本の安全保障政策の基本的枠組みができあがっていった。自衛隊のイラク派遣や米軍への協力で様々な逸脱や疑問、曲折はあったが、長年の積み重ねの結果、現実に根ざした平和主義の骨格が形作られた。

　過去の朝日新聞の世論調査からは、９条も自衛隊も安保も、ともに受け入れる穏やかな現実主義が浮かび上がる。国民の多くは「憲法か、自衛隊か」と対立的にはとらえていないようだ。国民の間に、基本的なところでのコンセンサスが生まれ、定着してきたと言えるだろう。

　自民党の改憲草案は、自衛軍の保持を打ち出した。普通の軍隊を持ちたいということだが、私たちはそれに反対だ。再び軍隊は持たないと誓った戦後の出発点をゆるがせにしたくないと思う。

　最近の世論調査でも、自衛隊を「自衛軍」とすることに賛成は１８％で、７０％が自衛隊のままでよいと考えている。こうした穏当な現実主義を大事にしたい。これを基本として、これからの日本の防衛、安全を考えていくべきだ。

　９条の意義を是とする立場から、それでも憲法に自衛隊を書き込むべきだという意見がある。その方が分かりやすいという主張である。それも理解はできる。

　だが、すでに述べたように、憲法を変えることにはリスクやコストがあまりに大きい。国論を二分して多大のエネルギーを費やさねばならないし、行き過ぎた改憲にはずみをつける心配もある。

　それでは、自衛隊をきちんと位置づける基本法を、今の自衛隊法とは別につくったらどうだろう。自衛隊を持つ理由と目的、使い方の基本を定める。６０年かけて作り上げてきた現実的平和主義の根幹を、憲法に準ずるような法律に定めるのだ。平和安全保障基本法と名付けたい。

　憲法の理念から外れるような、なし崩しの解釈改憲への歯止めとしても重要な意味を持つ。そこには、次の四つの要素を盛り込むべきだ。

　第一に、憲法の理念のもとに必要最小限の防衛力として自衛隊を持つこと。専守防衛の原則を守り、海外での武力行使はせず、集団的自衛権は行使しないことを明記する。

　第二に、被爆国日本から国際社会に発するメッセージとして、非核の原則を盛り込む。北朝鮮の核実験を機に核武装論が論議されるが、核拡散に反対する日本の決意を鮮明にする。

　第三に、自衛隊による国際平和協力のあり方だ。自衛隊の海外派遣に関する社説１５で提言したように、国連による平和維持活動（ＰＫＯ）に積極的に参加する方針と原則を書く。

　第四に、文民統制の原則を強調する。背広組（文官）による制服組の統制という狭い意味ではない。政府内における政治の優位、さらには国会が自衛隊をコントロールするという大きな意味での文民統制を確認すべきだ。

　こうした原則を踏まえて、自衛隊の規模と装備については、国際環境を見ながら、過大にならないように見直していくべきである。

　最後に集団的自衛権の行使について、付け加えておきたい。私たちがこれに反対するのは、必要最小限の防衛力の行使を認めた憲法９条から逸脱し、際限なく自衛隊の役割が広がってしまうからだ。

　だからと言って、日米協力を何も進めるなということではない。日本近海での米艦護衛は、基本的には個別的自衛権の枠組みで対応できることだ。

　ミサイル防衛などの新技術や平和構築活動への参加を踏まえ、個別的自衛権や国連による集団安全保障に基づいてどのような協力ができるのか。安全保障の現実も見据えながら整理したらよい。

　とにかく集団的自衛権行使に道を開こうとするのは乱暴な９条改正論である。もっと現実的で冷静な議論が必要だ。

〈日本の外交〉
魅力高めて　世界のヘルプキーに
２０．ソフトパワー

■ほっとけない。もったいない。へこたれない。
	・ハードパワーの競争だけでは、国益、国際公益の追求に限界がある

・「ほっとけない」「もったいない」「へこたれない」の精神を世界へ

・不毛なナショナリズムの悪循環を断たなくてはならない



　後世のメディアが２１世紀初めの流行語を特集するとしたら、まちがいなく上位に来る言葉がある。米ハーバード大のジョセフ・ナイ教授が２０世紀末に言いだした「ソフトパワー」だ。

　世界は、ハードパワー（軍事力、経済力）だけでは動かない。文化、価値観、外交政策などの「魅力」によって望む結果を得る力、つまりソフトパワーがないと、ハードパワーも空回りに終わる。

　ナイ氏のこの考え方は、イラク戦争を見れば納得がいく。米国は多くの国の反対に耳を貸さずに戦争を始め、結果としてソフトパワーを損なった。

　日本もかつては、明治政府のスローガン「富国強兵」が象徴するように、ハードパワー偏重だった。しかし、敗戦後は軍事力に高い価値を置かず、といって経済力にもこのところかげりが見えてきた。どのようにソフトパワーを磨き、活用していくかが問われる時代となった。

　しかし、ソフトパワーを生む「魅力」は、あくまでよその国の人々に感じ取ってもらうしかない。押しつけ、独りよがりと思われたら、それだけで逆効果だ。日本の文化や価値観が「国際公共財」として広く国際社会で評価されるようになれば、「名誉ある地位」を占めることにつながるだろう。

　この社説２１では、さまざまな日本の新戦略を提言してきた。その一つひとつを実現していくために、常にソフトパワーを意識し、魅力ある態度で理念や具体案を語っていかなくてはならない。

　　　　◇

　日本は何を考え、どう行動すればいいのか。日本文化の伝統に根ざす三つの日本語を思い出しておきたい。

　一つめは「ほっとけない」だ。

　最近はＮＧＯが、貧困対策活動の標語にこの言葉を使ったが、幕末の時代には儒学者、横井小楠は開国後の日本は「強国」ではなく、「世界の世話やき」になるべきだと言った。東に病気の子がいれば、行って看病し……。これは、宮沢賢治の「雨ニモマケズ」の精神だ。

　病気、貧困、天災、戦災、人権侵害。世界のどこかに苦しんでいる人がいたら飛んでいって助ける。パソコンには、困った時に押すヘルプキーがあるが、そんな役割を日本が果たせばいい。日本に相談したら、何か、困りごとに対応する糸口を見つけてくれる。そんな「ヘルプキー国家」である。

　二つめは「もったいない」。

　物を粗末にせず、ゴミもなるべく出さない。自然環境を大切にする暮らしを日本人は長く続けてきた。石油ショックのあとは省エネにいそしみ、地球温暖化を防ぐ京都会議の議長もつとめた。そうした実績は世界も認めるところだ。

　三つめは「へこたれない」。

　日本語の「もったいない」を世界に広める運動をしているノーベル平和賞受賞者、ケニアのワンガリ・マータイさんは「へこたれない」という題名の日本語版自叙伝を出した。「ほっとけない」「もったいない」を力にするには、「へこたれない」ことが大事だ。

　核廃絶や環境問題など、いま地球が抱える難題の解決には、並々ならぬ知恵と労力を要する。それでも、あきらめるわけにはいかない。地球を守り、持続可能な発展の道を切り開くために、日本は経済力や技術力だけでなく、決してへこたれない粘り強さを示す必要がある。

　ソフトパワーを築くには歳月と手間がいるが、壊れる時は一瞬だということを忘れてはならない。こつこつと友好関係を積み上げたのに、他国の不信や憤りを買うような首相や政治家の言動で「魅力」をいっぺんに落としてしまう。そんなことは、それこそ「もったいない」。

　　　　◇

　国際社会でソフトパワーの比重が高まりつつあることは、日本にとって追い風と考えていい。強制（軍事）と競争（経済）に偏らず、共感・共生のソフトパワーを生かす。この流れの中で存在感を見せることが世界のためになり、そのことがまた日本の評価を高めていく。そんな好循環に持っていけるのではないか。

　英ＢＢＣなどの国際世論調査で、日本は世界に「良い影響」を与えている国として２年連続で最高の評価を得た。ただし、中国と韓国だけ日本の「悪い影響」が突出していた。歴史問題のとげが日本のソフトパワーを損なっている。

　だが実は、中・韓との関係こそ、ソフトパワー戦略が有効なはずだ。

　もともと日・中・韓は、文化の根っこを共有している。たとえば「徳」の概念は、ソフトパワーの考え方に近い。互いに信義を重んじ、胸を開いて対話する。その積み重ねで共通文化の基盤を確かなものにすれば、東アジアの安定感を高めるのに役立つだろう。

　首相の靖国神社参拝が中国や韓国の反日デモにつながり、それを見て日本で反中、反韓の感情が高まる。不毛なナショナリズムの連鎖を終わらせてこそ、日本のソフトパワーも強みを増す。

　日本に来る留学生は１０万人を超え、その１位は中国、２位は韓国だ。観光客も増えている。来るだけでなく、また来たいと思う。あるいは、ずっと住みたいと思う。そんな魅力を放つ日本列島にしなくてはならない。

２１．外交力

■世界への発信力を鍛えていく
	・高い政策提言力を持つシンクタンクをつくる

・国会での政策審議力を向上させるため、国会図書館の機能強化を

・ＮＧＯの潜在力を伸ばし、条約づくりなどで協働していく



　腕力は弱そうだけど、よくものを考えていて、的確なコメントをする。相手に殴り込むようなケンカはしないが、いざとなると、タイミング良く一番必要なものを提供する。信頼を置かれ、相談事には必ずあずかる。そんな国のあり方が、日本にはふさわしい。

　ここまで２０本の社説で提言してきたことは、まさにそういう日本になるための知恵とは何かということである。最後に、そうした知恵を生かすために、国際社会への発信力を高めることを考えなければならない。

　国際会議の日本人の姿が、サイレント（沈黙）、スマイル（微笑）、スリープ（居眠り）の「３Ｓ」と言われて久しいが、どれだけ改善されただろうか。

　たとえば、世界の識者の知の競演である世界経済フォーラムの年次総会（ダボス会議）などをみても、インド、中国などの発信力が年々高まるのと対照的に、日本の存在感は希薄だ。

　日本政府が「世界の中の日米同盟」というスローガンを唱えても、肝心の政治家が「日本に何を期待するか」といった御用聞き外交を展開していては、内実が伴わない。まだまだ日本は知恵の出し方が足りないのだ。

　　　　◇

　ではどうやってその知恵を磨くか。知の発信力を考えると、政策議論を深める民間の頭脳集団、シンクタンクの著しい立ち遅れが深刻だ。

　同時多発テロを受けた米国では、ブルッキングズ研究所や戦略国際問題研究所（ＣＳＩＳ）といった名だたるシンクタンクがすみやかに、米国が取るべき総合的な対策について詳細なリポートを作り上げ、発表した。

　テロ直後には政権批判を許さないような、言論を萎縮（いしゅく）させる空気があったが、米外交評議会の外交専門誌「フォーリン・アフェアーズ」などでは、中東における米国の孤立ぶりや、米国がなぜ憎まれるのかを鋭く分析する記事を載せた。

　いずれの組織も、日本では考えられない規模の基金で運営されており、政府からの独立が保証されている。官だけではなく、民の世界に強靱（きょうじん）さがある。かたや日本のシンクタンクは、外務省系の日本国際問題研究所、防衛省系の平和・安全保障研究所など、政府色が強く、しかも財政的に不安定だ。

　日本では、政策情報のほとんどが官僚に独占されている。幅広い選択肢から深い議論をするには、実はシンクタンクのような知的インフラが欠かせない。米国防長官や世界銀行総裁を務めたロバート・マクナマラ氏は以前から、シンクタンクの必要性を強調している。「主要な政策課題について、米国民が政府から独立した考え方を持てるのはシンクタンクのおかげだ」

　そういったシンクタンクを育てるには、税制上の優遇策など、自主的な運営を支える制度の整備が必要だが、国会や政党の側からのイニシアチブも欠かせない。柔軟な発想でシンクタンクから提言された対案を吸収したり、鋭い批判を刺激に政策力を鍛えたりしていかなければならない。

　米国の連邦議会図書館にある議会調査局（ＣＲＳ）も、ワシントンでの政策論議を高める役割を果たしている。

　政策や法案に関する資料や、質問への回答、独自の調査研究まで幅広い知的サービスを連邦議会の委員会や議員、スタッフらに提供している。外交や安全保障といった専門性の高い問題についてＣＲＳが党派を超えて知的貢献をし、多くの政治家が議論できる基盤を支えている。

　日本の衆参両院の調査部局や国会図書館も、調査・情報面で国会議員を補佐することが大切な仕事である。だが、官僚に情報が集中し、ＣＲＳのように深く、幅広く政策分析や情報提供ができていないのが現実だ。

　国権の最高機関たる国会が外交、安全保障で議論を深め、識見を発揮していくために日本版ＣＲＳを整備すべきだ。海外で学位を取得した日本人を積極的に採用し、国際的視野を広げていきたい。

　　　　◇

　国際舞台で活躍するＮＧＯ（非政府組織）をどう育てていくかも、大きな課題だ。現場経験や高い専門性を足場に、情報を発信したり政策を提言したりするのは、国際ＮＧＯの持ち味だ。人道や軍縮、貧困、開発などの分野では、ＮＧＯといくつかの政府が協働して新政策や条約をつくる手法が定着しつつある。

　そこでは欧米のＮＧＯに加えて、アジアや中南米など、途上国のＮＧＯの活躍も目立つ。日本のＮＧＯは残念ながら、日本という国の大きさに比して活動規模が小さい。

　新しい外交で日本が置き去りにされないために、ＮＧＯの底力を引き出す施策と、活動を支える社会基盤を確立していくことが急務である。

　最後に、そもそも論を記しておきたい。発信力のある外交を可能にするには、日本の社会内部で専門の識見に基づいた自由闊達（かったつ）な議論が行われなければならない。学校や会社でそれが確保されているだろうか。異論を封じる、内向きの論理だけが横行していないか。価値観の違う人と議論し、説得する準備、訓練ができているだろうか。

　日本がとるべき戦略を考える試みは、最終的には、足元の日本社会に行き着く。日本の民主主義が内発的に自分たちを鍛えていけるかどうかに、外交の成功もかかっている。
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【新戦略を求めて】　青田秀樹▽安東建▽石合力▽五十川倫義▽井田香奈子▽井上道夫▽上田俊英▽加藤洋一▽川上泰徳▽木村伊量▽隈元信一▽小菅幸一▽駒木明義▽定森大治▽外岡秀俊▽高成田享▽竹内敬二▽竹内幸史▽立野純二▽谷田邦一▽築島稔▽冨永格▽長岡昇▽永持裕紀▽西崎香▽根本清樹▽野嶋剛▽能登智彦▽本田優▽牧野愛博▽水野孝昭▽宮田謙一▽安井孝之▽山浦一人▽山本晴美▽山脇岳志▽豊秀一▽吉田文彦▽若宮啓文▽脇阪紀行▽渡辺知二
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